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１  はじめに 

 

(1) 「教育委員会の点検・評価」導入の目的 

本市の教育行政は、市長から独立した合議制の教育委員会が決定する「加古川市

教育振興基本計画」に基づき、教育長及び事務局が広範かつ専門的な事務を執行す

ることにより、推進されています。 

 

このため、「加古川市教育振興基本計画」に基づく様々な取組が、適切かつ効率

的、効果的に執行されているかどうかを、教育委員会自らが事後に点検・評価する

必要があります。 

 

このようなことから、「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」において、

①毎年、②教育長及び事務局の事務執行を含む教育委員会の事務の管理及び執行の

状況について、③教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図りつつ点検・評

価を行い、その結果に関する報告書を作成しなければならないことが義務付けられ

ています。 

 

また、効果的な教育行政の推進に資することや、住民への説明責任を果たすこと

を目的とし、作成した報告書は市議会へ提出し、公表することとなっています。 

 

本報告書では、平成 28 年度の教育委員会の活動状況や、平成 28 年度に事務局が

実施した様々な取組について点検・評価を実施し、その結果をまとめています。 

 

今後も点検・評価を実施する中で、自己の業務を振り返り、施策の検証を行うと

ともに、学識経験者からの客観的・専門的ご意見を活用しつつ、「加古川市教育振 

  興基本計画」を着実に推進していきます。 

 

 

 

（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第 26 条  教育委員会は、毎年、その権限に属する事務(前条第一項の規定によ

り教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務(同条第四項の

規定により事務局職員等に委任された事務を含む。)を含む。)の管理及び執

行の状況について点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、

これを議会に提出するとともに、公表しなければならない。 

２  教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識

経験を有する者の知見の活用を図るものとする。 

 

 

【 地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜すい） 】
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(2) 点検・評価の実施方法について 

① 教育アクションプラン 2016 に掲げる取組に対する評価について 

「教育アクションプラン 2016」に掲げる様々な取組について、関連事業等の

成果を個別に点検し、Ａ（大いに成果あり）、Ｂ（成果あり）、Ｃ（工夫改善が必

要）、Ｄ（事業の休廃止も含め、再考の余地有り）の４段階で評価しました。 

 

② 事務事業評価シートによる分析について 

「教育アクションプラン 2016」の最重要取組事項に関連した事業について「加

古川市教育委員会事務事業評価シート」を作成し、妥当性・有効性・効率性の視

点から総合評価を行い、次年度に向けた方向性を「拡充」「維持」「縮小」「改善」

「統合」「廃止」「休止」「完了」の８項目から選定しました。 

 

③ 15 の重点目標に対する評価の実施について 

①や②の内容を踏まえ、「加古川市教育振興基本計画」に掲げる 15 の重点目標

について、平成 28 年度におけるそれぞれの達成度を分析し、Ａ（大いに成果あ

り）、Ｂ（成果あり）、Ｃ（工夫改善が必要）、Ｄ（事業の休廃止も含め、再考の余

地有り）の４段階で評価しました。 

 

④ 学識経験者の知見の活用について 

客観性の向上を図るため、教育委員会が行った点検・評価の内容について、２

名の学識経験者から意見を聴取しました。 

渡 邊 隆 信 氏 神戸大学 国際人間科学部 教授 
古 田 薫 氏 兵庫大学 健康科学部 教授 
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２  教育委員会の活動状況 

(1) 教育委員会の構成員（平成 28 年度）   

◎ 定 数：教育長及び委員４人 

◎ 任 期：教育長は３年、委員は４年 

役 職 氏  名 当初任命年月日 任期 

教 育 長 田渕
たぶち

 博之
ひろゆき

 平成26年 4月 1日
自 平成28年11月 8日

至 平成31年11月 7日

委  員 

教育長職 

務代行者 
吉田
よしだ

 実盛
じっせい

 平成19年10月 2日
自 平成27年10月 2日

至 平成31年10月 1日

委  員 森
もり

 隆志
たかし

 平成22年10月10日
自 平成26年10月10日

至 平成30年10月 9日

委  員 坂元
さかもと

 裕美子
ゆ み こ

 平成26年10月 1日
自 平成28年10月 1日

至 平成32年 9月30日

委  員 廣岡
ひろおか

 徹
とおる

 平成26年10月10日
自 平成26年10月10日

至 平成30年10月 9日

   ※ 本市では平成28年11月８日から新教育長体制（委員長と教育長が統合）に移行

しています。 

 

(2) 教育委員会会議の開催状況 

原則として毎月第１木曜日に「定例教育委員会」を開催し、必要に応じて「臨

時教育委員会」を開催しています。 

平成28年度は、定例教育委員会を12回、臨時教育委員会を３回開催しました。 

 

(3) 教育委員会会議の結果の公表状況 

教育委員会会議については、一部非公開となった内容を除き、加古川市ホーム

ページにおいて会議の結果を公表し、教育委員会の透明性の確保に努めました。 

 

(4) 教育委員の学校園訪問や学校園行事等への参加状況 

学校園訪問及び学校園で実施される各種研究発表会等に参加し、学校園現場の

実態の把握に努めるとともに、必要に応じて指導助言等を行いました。 

（平成28年度は、学校園訪問に17回参加し、研究発表会に12回参加しました。） 
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(5) 外部研修会等への参加、先進都市への視察研修の実施 

教育委員会連合会（全国・近畿地区・兵庫県・播磨東地区）の実施する各種の

研修会等へ参加し、各種教育施策の動向や教育に関する諸問題の把握及び情報交

換等を行うことにより、教育委員の資質の向上に努めました。 

また、教育長については、上記に加え、都市教育長協議会の実施する各種の研

修会等へ参加することにより、各市町の教育長との情報交換や懸案事項について

の検証等を行いました。  
視察研修は、教育に関して先進的な取組を行っている都市へ行政視察を行うこ

とにより、本市の教育施策の向上に努めることを目的として実施しました。 

平成28年度は、平成29年１月26日に、大阪府守口市への行政視察を実施しまし

た。守口市立さつき学園（守口市教育委員会）を訪問し、「施設一体型小中一貫

校の取組」、「中学校区を生かしたコミュニティづくり」等に関して、視察研修を

行いました。 

  

(6) 総合教育会議の実施 

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」の改正により、すべての地方公共

団体に「総合教育会議」が設置されることになりました。 
本市においても、教育委員会と市長が相互に連携を図りながら効果的に教育行政

を推進し、教育の課題やあるべき姿を共有するための場として、加古川市総合教育

会議が設置されました。 
平成28年度においては、平成28年６月30日と平成29年１月13日に開催され、「教育

アクションプラン2016（平成28年度加古川市教育実行計画）について」、「ＡＬＴ（外

国語指導助手）を活用した英語活動について」、「ＩＣＴ（情報通信技術）を活用し

た安全・安心のまちづくりについて」、「2020東京オリンピック・パラリンピック競

技大会に向けた事前合宿（キャンプ）の誘致について」、「いのちを大切にする気持

ちや思いやりの心を育む教育について」、「人口減少時代における学校施設等のあり

方について」等、様々な教育施策に関する協議・調整が行われました。 
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Ａ

の
数

Ｂ

の
数

Ｃ

の
数

Ｄ

の
数

合
計

１１１１　　　　地域総地域総地域総地域総がかりのがかりのがかりのがかりの教育教育教育教育

①　学校園・家庭・地域の連携・協力を強化し、社会全体の教育力を向上させる Ａ 8 6 1 0 15

②　家族の絆を深め、家庭の教育力の向上を図る Ａ 8 5 0 0 13

２２２２　「　「　「　「生生生生きるきるきるきる力力力力」」」」のののの育成育成育成育成

③　幼児期における質の高い就学前教育を推進する Ａ 5 5 0 0 10

④　「確かな学力」を培う Ｂ 2 12 1 0 15

⑤　「豊かな心」を育てる Ｂ 8 16 0 0 24

⑥　「健やかな体」を養う Ｂ 5 6 2 0 13

⑦　社会的・職業的自立に向け、必要な能力を育成するキャリア教育の推進を図る Ｂ 0 3 0 0 3

⑧　特別な支援や配慮を要する子どもへの支援の充実を図る Ｂ 3 7 0 0 10

⑨　心の通い合った生徒指導の充実を図る Ｂ 2 7 0 0 9

３３３３　　　　信頼信頼信頼信頼されるされるされるされる教育教育教育教育のののの環境環境環境環境

⑩　教職員を支える学校園の組織力の充実を図る Ａ 6 3 0 0 9

⑪　教職員の資質能力の向上を図る Ｂ 4 7 0 0 11

⑫　安全・安心で、質の高い教育を支える環境を整備する Ｂ 1 13 1 0 15

⑬　教育委員会の機能の充実を図る Ａ 2 1 0 0 3

４４４４　　　　学学学学びがびがびがびが生生生生かせるまちづくりかせるまちづくりかせるまちづくりかせるまちづくり

⑭　生涯学習の推進と学習成果を生かす地域をつくる Ｂ 8 11 1 0 20

⑮　地域と大学等の連携を通した教育環境を整備する Ｂ 1 2 0 0 3

63 104 6 0 173

※　重点目標評価の内訳・・・Ａ：５、Ｂ：10

教育教育教育教育アクションプラン2016アクションプラン2016アクションプラン2016アクションプラン2016　　　　管理表管理表管理表管理表

　以下の表�、次ページ以降に記載している重点目標評価や、個別評価の内容を集約したものです。

個別評価

合合合合　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計計計計

　【評価基準】
　Ａ・・・大いに成果あり
　Ｂ・・・成果あり
　Ｃ・・・工夫改善が必要
　Ｄ・・・事業の休廃止も含め、再考の余地有り

重
点

目
標
評
価
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①
　

学
校

園
・
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・
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目
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進
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携

に
よ

る
活

動
２

回
実

施
学

校
教

育
課

A
全

ユ
ニ

ッ
ト

お
い

て
Ｐ

Ｔ
Ａ

や
育

成
協

、
そ

の
他

の
団

体
と

の
連

携
に

よ
る

活
動

を
２

回
以

上
実

施
し

た
。

加
古

川
教

育
フ

ォ
ー

ラ
ム

等
を

通
し

て
、

モ
デ

ル
ユ

ニ
ッ

ト
の

取
組

を
全

市
に

広
げ

、
学

力
の

向
上

や
豊

か
な

心
の

育
成

、
規

範
意

識
の

向
上

等
に

努
め

ま
す

。
加

古
川

教
育

フ
ォ

ー
ラ

ム
の

充
実

フ
ォ

ー
ラ

ム
参

加
者

ア
ン

ケ
ー

ト
に

よ
る

満
足

度
3
.2

以
上

（
4
点

法
）

学
校

教
育

課
A

フ
ォ

ー
ラ

ム
参

加
者

ア
ン

ケ
ー

ト
に

よ
る

満
足

度
が

3
.4

5
で

あ
っ

た
。

◎
児

童
ク

ラ
ブ

に
つ

い
て

、
待

機
児

童
の

解
消

、
施

設
基

準
へ

の
適

合
及

び
高

学
年

ま
で

の
受

入
れ

に
向

け
た

施
設

等
の

環
境

整
備

を
順

次
進

め
、

量
の

確
保

と
質

の
向

上
に

努
め

ま
す

。
児

童
ク

ラ
ブ

の
設

置
・
運

営
待

機
児

童
の

解
消

・
施

設
の

拡
充

(８
校

区
１

６
ク

ラ
ブ

)・
高

学
年

の
受

け
入

れ
(１

９
校

区
)

社
会

教
育

・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

B
施

設
の

拡
充

に
よ

り
、

1
9
校

区
で

高
学

年
の

受
入

れ
を

実
施

し
た

。

◎
放

課
後

子
ど

も
教

室
に

つ
い

て
、

地
域

住
民

の
参

画
を

得
た

上
で

、
学

習
活

動
及

び
多

様
な

体
験

・
交

流
活

動
等

の
場

の
提

供
に

向
け

、
計

画
的

に
実

施
し

ま
す

。
小

学
校

敷
地

内
で

の
放

課
後

子
ど

も
教

室
（
チ

ャ
レ

ン
ジ

ク
ラ

ブ
）
の

拡
充

４
小

学
校

で
新

規
実

施
(計

９
校

区
)

社
会

教
育

・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

A
新

規
実

施
の

４
小

学
校

９
ク

ラ
ブ

に
お

い
て

、
2
0
0
名

の
児

童
が

活
動

に
参

加
し

た
。

夏
休

み
子

ど
も

教
室

の
実

施
（
年

３
回

）
こ

ど
も

政
策

課
A

７
、

８
月

に
３

回
開

催
し

、
子

ど
も

た
ち

に
活

動
の

場
を

提
供

し
た

。

児
童

の
利

用
者

数
（
平

成
2
7
年

度
比

増
）

こ
ど

も
政

策
課

A
年

間
8
,4

5
7
人

の
利

用
が

あ
り

、
前

年
と

比
べ

2
9
1
人

増
加

し
た

。

少
年

補
導

事
業

の
推

進
街

頭
補

導
活

動
　

年
間

3
,0

0
0
回

注
意

、
声

か
け

件
数

　
年

間
6
,0

0
0
件

青
少

年
育

成
課

A
補

導
活

動
が

年
間

3
,2

8
5
回

、
注

意
・
声

か
け

件
数

が
年

間
7
,7

1
7
件

で
あ

り
、

子
ど

も
た

ち
へ

の
見

守
り

の
成

果
が

あ
っ

た
。

青
少

年
育

成
連

絡
協

議
会

の
全

市
大

会
（
１

回
）
、

校
区

大
会

（
1
2
回

）
の

実
施

青
少

年
育

成
課

B
計

画
通

り
実

施
し

、
全

市
大

会
の

参
加

者
6
0
1
人

、
校

区
大

会
の

参
加

者
合

計
3
,0

7
2
人

で
あ

り
、

お
お

む
ね

満
足

で
き

る
成

果
で

あ
っ

た
。

少
年

団
指

導
者

協
議

会
・
青

少
年

団
体

連
絡

協
議

会
事

業
の

開
催

（
７

事
業

）
青

少
年

育
成

課
B

事
業

の
見

直
し

を
図

り
、

新
規

事
業

を
含

め
て

７
事

業
を

実
施

し
、

青
少

年
の

健
全

育
成

に
寄

与
し

た
。

地
域

や
P

T
A

と
連

携
し

、
放

課
後

や
休

日
に

お
け

る
学

習
活

動
や

体
験

活
動

を
進

め
ま

す
。

中
学

校
区

連
携

ユ
ニ

ッ
ト

１
２

全
ユ

ニ
ッ

ト
で

実
施

学
校

教
育

課
B

全
ユ

ニ
ッ

ト
に

お
い

て
、

地
域

や
P

T
A

と
連

携
し

、
放

課
後

や
休

日
に

お
け

る
学

習
活

動
や

体
験

活
動

を
実

施
し

た
。

公
民

館
に

お
い

て
、

子
ど

も
た

ち
が

心
豊

か
な

人
間

性
や

協
調

性
を

養
う

地
域

環
境

を
創

出
し

ま
す

。
登

録
団

体
、

高
齢

者
大

学
、

講
座

受
講

者
等

の
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
に

よ
る

子
育

て
支

援
全

公
民

館
で

実
施

社
会

教
育

・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

A
全

公
民

館
で

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

に
よ

る
子

育
て

支
援

を
実

施
し

た
。

１ １１１
　

　
　

　
　

　
　

　
地

域
総

地
域

総
地

域
総

地
域

総
が

か
り

の
が

か
り

の
が

か
り

の
が

か
り

の
教

育
教

育
教

育
教

育

重
点

目
標

評
価

：
A

　
個

別
評

価

◆
　

「
中

学
校

区
連

携
ユ

ニ
ッ

ト
1
2
」
を

活
用

し
た

学
校

園
の

活
性

化

◆
　

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

等
の

地
域

の
教

育
資

源
を

活
用

し
た

学
校

園
を

支
援

す
る

活
動

の
推

進

◆
　

放
課

後
等

の
子

ど
も

た
ち

の
体

験
・
交

流
活

動
等

の
場

づ
く
り

放
課

後
や

夏
休

み
等

の
長

期
休

業
に

お
い

て
、

「
夏

休
み

子
ど

も
教

室
」
の

実
施

や
遊

戯
室

・
集

会
室

を
開

放
す

る
こ

と
で

、
子

ど
も

た
ち

に
遊

び
を

通
じ

た
交

流
活

動
の

場
を

提
供

し
ま

す
。

子
ど

も
た

ち
の

活
動

場
所

の
提

供

◆
　

地
域

ぐ
る

み
で

子
ど

も
た

ち
を

育
む

教
育

の
推

進

青
少

年
関

係
団

体
・
機

関
と

連
携

し
、

地
域

総
が

か
り

で
子

ど
も

た
ち

を
育

み
ま

す
。

青
少

年
健

全
育

成
事

業
の

推
進

6



②
　

家
族

の
絆

を
深

め
、

家
庭

の
教

育
力

の
向

上
を

図
る

具
体

的
な

方
針

最
重

要
取

組
事

項
教

育
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
2
0
1
6
　

記
載

内
容

関
連

事
業

名
・
実

施
内

容
評

価
指

標
（
数

値
目

標
）

担
当

所
属

家
庭

教
育

大
学

の
実

施
に

よ
り

、
家

庭
の

教
育

力
の

向
上

を
図

り
ま

す
。

家
庭

教
育

大
学

の
実

施
全

市
研

修
会

の
参

加
者

ア
ン

ケ
ー

ト
に

よ
る

満
足

度
7
0
％

社
会

教
育

・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

A
全

市
研

修
会

の
満

足
度

は
8
0
.0

％
で

あ
り

、
家

庭
の

教
育

力
向

上
の

き
っ

か
け

づ
く
り

が
で

き
た

。

家
庭

教
育

の
向

上
と

読
書

環
境

の
整

備
を

図
る

た
め

、
各

種
事

業
や

集
会

行
事

を
実

施
す

る
こ

と
で

保
護

者
等

へ
の

啓
発

を
行

い
ま

す
。

「
ブ

ッ
ク

ス
タ

ー
ト

」
や

乳
幼

児
と

保
護

者
が

一
緒

に
楽

し
め

る
定

例
行

事
を

実
施

す
る

と
と

も
に

、
家

庭
で

の
読

書
活

動
に

役
立

つ
児

童
サ

ー
ビ

ス
関

係
集

会
行

事
を

開
催

す
る

。

「
ブ

ッ
ク

ス
タ

ー
ト

」
、

「
親

子
え

ほ
ん

の
会

」
の

定
例

実
施

児
童

サ
ー

ビ
ス

関
連

の
講

演
会

・
講

座
の

実
施

（
各

１
回

以
上

）

中
央

図
書

館
B

ブ
ッ

ク
ス

タ
ー

ト
3
6
回

、
親

子
え

ほ
ん

の
会

(中
央

2
2
回

、
加

古
川

1
2
回

)及
び

定
例

行
事

、
「
子

ど
も

読
書

講
演

会
」
、

親
子

講
座

、
絵

本
講

座
な

ど
予

定
の

行
事

は
す

べ
て

実
施

し
た

。

各
町

内
会

に
社

会
教

育
推

進
員

・
福

祉
教

育
推

進
員

を
配

置
し

、
地

域
の

教
育

力
の

向
上

、
地

域
の

絆
づ

く
り

の
推

進
を

図
り

ま
す

。
社

会
教

育
推

進
員

の
設

置
各

町
内

会
に

１
名

以
上

設
置

※
　

設
置

基
準

数
(3

9
9
名

)
社

会
教

育
・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

B
各

町
内

会
に

１
名

は
設

置
で

き
て

い
る

が
、

規
定

数
に

満
た

な
い

町
内

会
も

あ
っ

た
。

3
9
5
名

配
置

済
。

家
庭

教
育

や
子

育
て

の
基

本
的

な
内

容
を

記
載

し
た

パ
ン

フ
レ

ッ
ト

を
配

布
し

、
家

庭
教

育
の

啓
発

を
行

い
ま

す
。

家
庭

教
育

啓
発

事
業

（
パ

ン
フ

レ
ッ

ト
の

配
布

）
家

庭
教

育
１

・
２

・
３

（
年

１
回

）
の

配
布

社
会

教
育

・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

A
平

成
2
7
年

度
に

内
容

を
見

直
し

、
平

成
2
8
年

４
月

に
新

小
学

１
年

生
の

保
護

者
を

中
心

に
配

布
し

た
。

子
育

て
講

座
、

子
育

て
大

学
を

開
催

し
、

子
育

て
に

悩
む

親
の

支
援

に
努

め
ま

す
。

子
育

て
講

座
の

開
催

市
立

幼
稚

園
全

園
(2

0
園

）
で

実
施

教
育

総
務

課
B

全
幼

稚
園

に
お

い
て

、
保

護
者

・
子

供
と

も
参

加
、

保
護

者
の

み
参

加
等

、
様

々
な

形
態

で
実

施
し

た
。

各
種

子
育

て
講

座
の

実
施

子
育

て
講

座
の

実
施

数
（
当

初
計

画
で

は
7
3
回

の
予

定
）

こ
ど

も
政

策
課

A
年

間
9
6
回

の
子

育
て

講
座

を
開

催
し

、
様

々
な

情
報

提
供

し
親

子
の

交
流

の
場

と
な

っ
た

。

子
育

て
プ

ラ
ザ

に
お

け
る

子
育

て
相

談
の

実
施

子
育

て
相

談
の

受
付

可
能

日
数

（
東

加
古

川
子

育
て

プ
ラ

ザ
3
5
8
日

、
加

古
川

駅
南

子
育

て
プ

ラ
ザ

3
5
9

日
）

こ
ど

も
政

策
課

A

警
報

の
発

令
や

施
設

の
移

転
、

年
末

年
始

な
ど

や
む

を
得

な
い

状
況

を
除

き
子

育
て

の
相

談
を

受
け

付
け

、
子

育
て

の
不

安
の

解
消

に
努

め
た

。
（
東

加
古

川
子

育
て

プ
ラ

ザ
3
5
7
日

、
加

古
川

駅
南

子
育

て
プ

ラ
ザ

3
4
3
日

）

子
育

て
サ

ー
ク

ル
を

推
奨

し
て

親
同

士
の

交
流

を
図

り
、

子
育

て
に

関
す

る
情

報
交

換
や

仲
間

づ
く
り

の
場

を
提

供
し

ま
す

。
子

育
て

サ
ー

ク
ル

の
推

奨
子

育
て

サ
ー

ク
ル

の
数

（
3
5
サ

ー
ク

ル
）

こ
ど

も
政

策
課

A
3
5
団

体
が

子
育

て
サ

ー
ク

ル
に

登
録

し
、

活
動

を
行

っ
た

。

わ
く
わ

く
子

育
て

カ
レ

ッ
ジ

や
子

育
て

応
援

団
J
rを

開
講

し
、

イ
ベ

ン
ト

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

や
託

児
体

験
を

通
し

て
、

次
代

の
親

と
な

る
高

校
生

・
大

学
生

の
成

長
を

支
援

し
ま

す
。

わ
く
わ

く
子

育
て

カ
レ

ッ
ジ

・
子

育
て

応
援

団
J
rの

開
講

わ
く
わ

く
子

育
て

カ
レ

ッ
ジ

の
開

講
（
全

7
回

講
座

）
子

育
て

応
援

団
J
rの

開
講

（
全

1
0
回

講
座

）
こ

ど
も

政
策

課
A

わ
く
わ

く
子

育
て

カ
レ

ッ
ジ

は
７

回
開

講
し

、
子

育
て

応
援

団
Ｊ
ｒは

、
お

楽
し

み
会

の
開

催
や

イ
ベ

ン
ト

の
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
等

で
、

2
2
回

活
動

を
行

っ
た

。

「
家

庭
学

習
の

手
引

き
」
な

ど
を

活
用

し
、

学
習

習
慣

の
定

着
に

向
け

た
啓

発
活

動
の

充
実

を
図

り
ま

す
。

家
庭

学
習

の
手

引
き

や
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
に

よ
る

保
護

者
へ

の
啓

発
保

護
者

へ
の

啓
発

を
行

っ
て

い
る

学
校

の
割

合
1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

全
学

校
に

お
い

て
、

家
庭

学
習

の
手

引
き

や
リ

ー
フ

レ
ッ

ト
を

活
用

し
て

保
護

者
へ

の
啓

発
を

行
っ

た
。

虐
待

の
未

然
防

止
、

早
期

発
見

・
早

期
対

応
に

努
め

、
支

援
が

必
要

な
家

庭
に

は
様

々
な

施
策

等
を

通
し

て
、

各
家

庭
に

応
じ

た
適

切
な

支
援

を
実

施
し

ま
す

。
加

古
川

市
要

保
護

児
童

対
策

地
域

協
議

会
の

開
催

・
実

施
代

表
者

会
議

：
１

回
実

務
者

会
議

：
1
2
回

家
庭

支
援

課
A

加
古

川
市

要
保

護
児

童
対

策
地

域
協

議
会

を
中

心
に

、
要

支
援

家
庭

へ
の

適
切

な
支

援
を

図
る

こ
と

が
で

き
た

。

ス
ク

ー
ル

ソ
ー

シ
ャ

ル
ワ

ー
ク

の
推

進
に

努
め

、
学

校
と

関
係

機
関

の
連

携
を

図
り

ま
す

。
家

庭
教

育
支

援
相

談
事

業
の

充
実

ス
ク

ー
ル

ソ
ー

シ
ャ

ル
ワ

ー
カ

ー
の

活
用

事
業

関
係

機
関

と
連

携
し

た
教

育
相

談
と

全
学

校
で

の
情

報
交

換
会

の
実

施
（
４

１
校

）
２

中
学

校
へ

の
ス

ク
ー

ル
ソ

ー
シ

ャ
ル

ワ
ー

カ
ー

の
配

置

青
少

年
育

成
課

B

全
学

校
で

の
情

報
交

換
会

を
実

施
し

た
。

ス
ク

ー
ル

ソ
ー

シ
ャ

ル
ワ

ー
カ

ー
を

２
中

学
校

区
に

配
置

で
き

た
が

、
活

用
方

法
に

つ
い

て
は

更
な

る
改

善
が

必
要

で
あ

る
。

要
保

護
児

童
対

策
地

域
協

議
会

を
中

心
に

、
要

支
援

家
庭

へ
の

適
切

な
支

援
を

図
る

と
と

も
に

、
相

談
員

の
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
及

び
安

定
的

な
確

保
を

行
い

、
関

係
機

関
と

の
連

携
、

支
援

体
制

を
強

化
し

、
継

続
し

た
支

援
を

実
施

し
ま

す
。

関
係

機
関

と
の

連
携

強
化

及
び

支
援

体
制

の
整

備
・
充

実
認

可
保

育
園

（
4
1
園

）
、

市
立

幼
稚

園
（
2
0
園

）
、

小
・

中
・
養

護
学

校
（
4
1
校

）
で

の
情

報
交

換
会

の
実

施
家

庭
支

援
課

A
認

可
保

育
園

、
市

立
幼

稚
園

、
小

・
中

・
養

護
学

校
で

の
情

報
交

換
会

の
実

施
が

で
き

、
関

係
機

関
と

の
連

携
強

化
及

び
支

援
体

制
の

整
備

・
充

実
を

図
る

こ
と

が
で

き
た

。重
点

目
標

評
価

：
Ａ

個
別

評
価

◆
　

家
庭

や
地

域
の

教
育

力
の

向
上

に
向

け
た

取
組

の
推

進

各
種

子
育

て
講

座
、

子
育

て
相

談
を

実
施

し
、

子
育

て
に

関
す

る
情

報
提

供
や

不
安

の
解

消
を

図
り

ま
す

。

◆
　

要
支

援
家

庭
へ

の
支

援
体

制
の

強
化

◆
　

親
と

し
て

成
長

す
る

学
び

の
推

進

7



２ ２２２
　

　
「

　
　

「
　

　
「

　
　

「
生 生生生

き
る

き
る

き
る

き
る

力 力力力
」 」」」
の ののの

育
成

育
成

育
成

育
成

③
　

幼
児

期
に

お
け

る
質

の
高

い
就

学
前

教
育

を
推

進
す

る

具
体

的
な

方
針

最
重

要
取

組
事

項
教

育
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
2
0
1
6
　

記
載

内
容

関
連

事
業

名
・
実

施
内

容
評

価
指

標
（
数

値
目

標
）

担
当

所
属

子
ど

も
･子

育
て

支
援

制
度

に
お

け
る

教
育

の
供

給
確

保
の

一
環

と
し

て
、

市
立

幼
稚

園
の

２
年

保
育

の
利

用
希

望
に

応
え

る
た

め
、

申
込

状
況

を
ふ

ま
え

定
員

の
拡

充
を

図
り

ま
す

。
加

古
川

市
立

幼
稚

園
で

の
２

年
保

育
の

拡
充

申
込

状
況

を
ふ

ま
え

て
の

ク
ラ

ス
増

設
教

育
総

務
課

B
幼

稚
園

則
を

改
正

し
、

平
成

2
9
年

４
月

か
ら

例
年

待
機

が
発

生
し

て
い

た
２

園
に

お
い

て
４

歳
児

ク
ラ

ス
定

員
の

拡
充

を
行

っ
た

。

「
加

古
川

市
子

ど
も

・
子

育
て

支
援

事
業

計
画

」
に

沿
っ

て
、

教
育

・
保

育
施

設
及

び
地

域
型

保
育

事
業

を
整

備
し

、
「
量

の
見

込
み

（
ニ

ー
ズ

量
）
」
に

対
応

し
た

提
供

体
制

の
確

保
に

努
め

ま
す

。

既
存

の
教

育
・
保

育
施

設
の

定
員

増
教

育
・
保

育
施

設
及

び
地

域
型

保
育

事
業

の
新

設
認

可
外

保
育

施
設

の
認

可
化

加
古

川
市

子
ど

も
・
子

育
て

支
援

事
業

計
画

に
お

け
る

平
成

2
8
年

度
提

供
体

制
の

確
保

し
た

定
員

数
こ

ど
も

政
策

課
A

平
成

2
8
年

度
は

3
3
8
人

の
定

員
増

を
行

い
、

4
,7

2
5
人

の
提

供
体

制
を

確
保

し
た

。

し
か

た
幼

稚
園

・
保

育
園

に
つ

い
て

は
、

幼
保

連
携

型
認

定
こ

ど
も

園
へ

の
移

行
準

備
を

進
め

ま
す

。
処

理
漏

れ
な

く
移

行
事

務
を

進
め

る
認

定
こ

ど
も

園
へ

の
移

行
幼

児
保

育
課

A
条

例
、

規
則

の
制

定
、

勤
務

体
制

の
確

立
ほ

か
所

要
の

事
務

・
調

整
を

行
い

、
円

滑
に

移
行

で
き

た
。

感
動

体
験

を
豊

か
に

し
、

基
本

的
な

生
活

習
慣

、
道

徳
性

、
思

い
や

り
の

心
、

知
的

好
奇

心
等

を
培

い
ま

す
。

加
古

川
市

立
幼

稚
園

教
育

研
究

会
の

実
施

総
会

、
研

究
大

会
の

開
催

（
年

間
２

回
）

園
長

研
修

・
職

員
研

修
の

実
施

（
年

間
1
0
回

）
教

育
総

務
課

B
総

会
・
研

究
大

会
に

つ
い

て
は

年
間

２
回

、
園

長
研

修
・

職
員

研
修

に
つ

い
て

は
年

間
1
1
回

実
施

し
た

。

教
育

・
保

育
事

業
関

係
者

と
の

連
携

の
下

で
、

「
加

古
川

市
就

学
前

教
育

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

」
の

内
容

の
検

証
及

び
活

用
方

法
の

見
直

し
を

図
り

、
質

の
高

い
教

育
・
保

育
の

提
供

に
努

め
ま

す
。

加
古

川
市

就
学

前
教

育
カ

リ
キ

ュ
ラ

ム
の

内
容

の
検

証
及

び
市

内
の

教
育

・
保

育
施

設
等

に
お

け
る

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

の
活

用
方

法
の

見
直

し

公
立

、
私

立
の

教
育

・
保

育
事

業
関

係
者

と
の

内
容

検
証

等
に

係
る

検
討

会
の

実
施

市
内

の
教

育
・
保

育
施

設
等

に
対

す
る

充
分

な
周

知

こ
ど

も
政

策
課

A
検

討
会

を
３

回
開

催
し

カ
リ

キ
ュ

ラ
ム

を
作

成
し

、
市

内
の

特
定

教
育

・
保

育
施

設
等

へ
周

知
を

図
っ

た
上

で
、

H
P

へ
掲

載
し

た
。

０
～

５
歳

の
子

ど
も

を
持

つ
保

護
者

の
教

育
力

向
上

を
図

る
た

め
、

ふ
れ

あ
い

保
育

を
年

間
1
0
～

1
5
回

実
施

し
ま

す
。

ふ
れ

あ
い

保
育

「
親

育
ち

」
応

援
事

業
の

推
進

市
立

幼
稚

園
で

の
ふ

れ
あ

い
保

育
の

開
催

（
年

間
1
0
～

1
5
回

）
教

育
総

務
課

A
各

幼
稚

園
で

そ
れ

ぞ
れ

1
0
回

実
施

（
３

園
に

つ
い

て
は

９
回

実
施

）
し

、
参

加
率

は
7
7
.5

％
、

ア
ン

ケ
ー

ト
結

果
に

よ
る

満
足

度
は

9
9
.8

％
で

あ
っ

た
。

子
育

て
の

悩
み

に
答

え
る

「
す

こ
や

か
子

育
て

相
談

」
の

全
市

立
幼

稚
園

で
の

実
施

教
育

総
務

課
B

全
幼

稚
園

で
実

施
し

、
相

談
回

数
は

計
1
2
4
件

で
あ

っ
た

。

保
育

園
開

放
や

育
児

相
談

を
行

う
「
子

育
て

相
談

事
業

」
を

市
立

保
育

園
５

園
で

実
施

（
各

園
年

６
回

）
幼

児
保

育
課

B
平

成
2
7
年

度
に

8
1
0
人

で
あ

っ
た

参
加

者
数

は
、

平
成

2
8
年

度
に

は
6
1
1
人

と
減

少
し

た
が

、
参

加
者

の
感

想
も

概
ね

好
評

で
あ

り
、

在
宅

乳
幼

児
の

保
護

者
の

ニ
ー

ズ
に

応
え

ら
れ

た
。

就
学

前
教

育
の

理
解

を
図

る
た

め
、

「
全

国
幼

稚
園

ウ
ィ

ー
ク

in
加

古
川

」
を

実
施

し
ま

す
。

「
全

国
幼

稚
園

ウ
ィ

ー
ク

ｉｎ
加

古
川

」
を

通
じ

た
市

立
幼

稚
園

の
Ｐ

Ｒ
の

推
進

造
形

展
や

オ
ー

プ
ン

ス
ク

ー
ル

等
の

催
し

を
全

園
で

実
施

教
育

総
務

課
B

2
0
園

全
園

に
お

い
て

オ
ー

プ
ン

ス
ク

ー
ル

等
を

実
施

し
た

。

子
育

て
サ

ポ
ー

ト
の

一
環

と
し

て
、

幼
稚

園
に

お
け

る
「
預

か
り

保
育

」
を

実
施

し
ま

す
。

預
か

り
保

育
の

実
施

対
象

者
の

確
実

な
受

入
幼

児
保

育
課

A
対

象
者

を
拡

大
し

た
こ

と
も

あ
り

、
平

成
2
7
年

度
に

1
3
3

人
で

あ
っ

た
利

用
者

数
は

、
平

成
2
8
年

度
に

は
2
1
1
人

に
増

え
、

利
用

ニ
ー

ズ
に

応
え

る
こ

と
が

で
き

た
。

重
点

目
標

評
価

：
Ａ

個
別

評
価

◆
　

就
学

前
教

育
の

提
供

体
制

の
整

備

◆
　

就
学

前
教

育
全

体
の

質
の

向
上

◆
　

認
定

こ
ど

も
園

、
幼

稚
園

及
び

保
育

所
を

活
用

し
た

子
育

て
支

援
の

充
実

子
育

て
に

つ
い

て
、

相
談

や
助

言
体

制
の

充
実

を
図

る
た

め
、

全
て

の
幼

稚
園

で
、

「
す

こ
や

か
子

育
て

相
談

室
」
を

開
設

し
ま

す
。

子
育

て
応

援
事

業
の

推
進
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④
　

「
確

か
な

学
力

」
を

培
う

具
体

的
な

方
針

最
重

要
取

組
事

項
教

育
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
2
0
1
6
　

記
載

内
容

関
連

事
業

名
・
実

施
内

容
評

価
指

標
（
数

値
目

標
）

担
当

所
属

各
教

科
・
領

域
に

お
い

て
、

「
こ

と
ば

の
力

育
成

プ
ロ

グ
ラ

ム
」
に

基
づ

い
た

授
業

実
践

を
行

い
、

子
ど

も
た

ち
の

思
考

力
・
判

断
力

・
表

現
力

を
高

め
ま

す
。

こ
と

ば
の

力
総

合
推

進
事

業
「
こ

と
ば

の
力

育
成

プ
ロ

グ
ラ

ム
」
に

基
づ

い
た

実
践

校
1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

全
て

の
学

校
で

、
こ

と
ば

の
力

育
成

プ
ロ

グ
ラ

ム
に

基
づ

い
た

授
業

実
践

を
行

い
、

事
例

提
出

を
受

け
た

。

子
ど

も
た

ち
に

と
っ

て
「
わ

か
る

授
業

」
に

す
る

た
め

、
評

価
規

準
や

評
価

方
法

の
作

成
を

支
援

し
ま

す
。

教
務

研
修

（
学

習
評

価
、

教
育

課
程

）
研

修
を

踏
ま

え
た

こ
と

ば
の

力
実

践
事

例
の

全
校

提
出

学
校

教
育

課
B

わ
か

る
授

業
に

す
る

た
め

、
全

て
の

学
校

か
ら

事
例

の
提

出
を

得
た

。

◎

A
L
T
（
外

国
語

指
導

助
手

）
配

置
に

つ
い

て
は

、
認

定
こ

ど
も

園
、

幼
稚

園
や

保
育

所
へ

の
年

間
５

～
６

時
間

程
度

の
配

置
を

継
続

し
ま

す
。

小
学

校
１

～
４

年
生

に
は

年
間

６
時

間
程

度
、

小
学

校
５

･６
年

生
に

は
年

間
3
5
時

間
配

置
す

る
と

と
も

に
、

中
学

校
に

は
年

間
2
4
時

間
程

度
の

配
置

を
継

続
し

ま
す

。

英
語

活
動

支
援

事
業

Ａ
Ｌ

Ｔ
の

活
用

満
足

度
4
.8

点
（
５

点
法

）
学

校
教

育
課

B
A

L
T
（
外

国
語

指
導

助
手

）
活

用
満

足
度

は
、

4
.5

点
で

あ
っ

た
。

◎
C

A
N

-
D

O
リ

ス
ト

（
中

学
校

版
）
、

E
N

J
O

Y
リ

ス
ト

（
小

学
校

版
）
や

チ
ェ

ッ
ク

シ
ー

ト
を

積
極

的
に

活
用

し
、

ス
モ

ー
ル

ス
テ

ッ
プ

の
学

習
を

進
め

、
英

語
の

基
礎

力
向

上
を

図
り

ま
す

。
英

語
の

基
礎

力
向

上
に

関
す

る
取

組
チ

ェ
ッ

ク
シ

ー
ト

に
お

け
る

目
標

達
成

項
目

7
5
％

学
校

教
育

課
B

チ
ェ

ッ
ク

シ
ー

ト
に

お
け

る
２

学
期

の
達

成
率

は
6
9
.8

％
で

あ
っ

た
。

土
曜

日
や

長
期

休
業

を
活

用
し

て
、

小
学

校
で

の
「
E
N

J
O

Y
チ

ャ
レ

ン
ジ

」
や

「
イ

ン
グ

リ
ッ

シ
ュ

・
キ

ャ
ン

プ
」
「
イ

ン
グ

リ
ッ

シ
ュ

・
ウ

ォ
ー

ク
」
等

を
実

施
す

る
こ

と
で

、
英

語
に

親
し

む
機

会
を

増
や

し
ま

す
。

Ｅ
Ｎ

Ｊ
Ｏ

Ｙ
チ

ャ
レ

ン
ジ

、
イ

ン
グ

リ
ッ

シ
ュ

キ
ャ

ン
プ

、
イ

ン
グ

リ
ッ

シ
ュ

ウ
ォ

ー
ク

の
実

施
参

加
者

満
足

度
平

均
3
.5

点
（
４

点
法

）
学

校
教

育
課

B
Ｅ

Ｎ
Ｊ
Ｏ

Ｙ
チ

ャ
レ

ン
ジ

、
イ

ン
グ

リ
ッ

シ
ュ

キ
ャ

ン
プ

、
イ

ン
グ

リ
ッ

シ
ュ

ウ
ォ

ー
ク

、
そ

れ
ぞ

れ
の

参
加

者
満

足
度

は
3
.5

点
で

あ
っ

た
。

グ
ロ

ー
バ

ル
化

に
対

応
し

た
英

語
教

育
を

推
進

す
る

た
め

、
教

職
員

の
指

導
力

向
上

を
図

る
研

修
の

充
実

を
図

り
ま

す
。

小
学

校
教

員
、

中
学

校
英

語
科

教
員

の
研

修
の

充
実

研
修

内
容

満
足

度
9
0
％

学
校

教
育

課
A

研
修

参
加

者
（
小

学
校

教
員

、
中

学
校

英
語

科
教

員
）

の
満

足
度

は
9
8
％

で
あ

っ
た

。

こ
と

ば
の

プ
ロ

が
講

師
と

な
る

「
こ

と
ば

の
力

」
配

達
人

を
小

学
校

、
養

護
学

校
に

派
遣

し
ま

す
。

こ
と

ば
の

力
総

合
推

進
事

業
全

派
遣

対
象

校
で

実
施

学
校

教
育

課
B

こ
と

ば
遣

い
や

発
表

の
仕

方
等

こ
と

ば
の

力
を

育
成

す
る

取
組

が
全

対
象

校
で

実
施

さ
れ

、
成

果
が

あ
っ

た
。

兵
庫

型
教

科
担

任
制

を
全

小
学

校
の

５
･６

年
生

で
実

施
す

る
こ

と
で

、
中

学
校

へ
の

円
滑

な
接

続
を

図
る

と
と

も
に

、
少

人
数

指
導

に
よ

る
学

力
向

上
に

努
め

ま
す

。
新

学
習

シ
ス

テ
ム

推
進

事
業

兵
庫

型
教

科
担

任
制

を
活

用
し

て
、

学
力

向
上

に
効

果
が

あ
る

と
感

じ
た

学
校

3
.4

点
以

上
（
４

点
法

）
学

校
教

育
課

B
兵

庫
型

教
科

担
任

制
を

活
用

し
て

、
学

力
向

上
に

効
果

が
あ

る
と

感
じ

た
学

校
の

満
足

度
平

均
は

3
.2

点
で

あ
っ

た
。

小
学

校
１

～
４

年
生

で
は

、
3
5
人

学
級

を
継

続
す

る
こ

と
で

、
き

め
細

や
か

な
指

導
の

充
実

を
図

り
ま

す
。

新
学

習
シ

ス
テ

ム
推

進
事

業
「
き

め
細

や
か

な
指

導
」
に

関
す

る
満

足
度

8
0
％

学
校

教
育

課
A

「
き

め
細

や
か

な
指

導
」
に

関
す

る
満

足
度

は
9
6
.4

％
で

あ
っ

た
。

全
国

学
力

・
学

習
状

況
調

査
の

結
果

を
踏

ま
え

、
成

果
と

課
題

を
検

証
し

、
授

業
改

善
に

活
用

し
ま

す
。

全
国

学
力

・
学

習
状

況
調

査
の

活
用

活
用

実
績

1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

全
て

の
学

校
に

お
い

て
、

全
国

学
力

・
学

習
状

況
調

査
の

活
用

を
図

り
、

分
析

検
証

を
行

っ
た

。

全
国

学
力

・
学

習
状

況
調

査
結

果
か

ら
、

学
習

状
況

や
学

力
と

生
活

習
慣

の
関

係
等

を
分

析
し

、
そ

の
内

容
を

公
表

し
ま

す
。

全
国

学
力

・
学

習
状

況
調

査
の

活
用

H
P

や
学

校
だ

よ
り

等
に

お
い

て
公

表
し

て
い

る
学

校
1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

全
て

の
学

校
に

お
い

て
、

H
P

や
学

校
だ

よ
り

等
で

公
表

し
た

。

朝
読

書
等

、
読

書
タ

イ
ム

を
設

定
し

、
児

童
生

徒
の

読
書

習
慣

に
つ

な
が

る
取

組
の

充
実

を
図

り
ま

す
。

朝
の

読
書

タ
イ

ム
読

書
が

好
き

と
回

答
し

た
児

童
生

徒
の

割
合

5
0
％

学
校

教
育

課
C

読
書

が
好

き
と

回
答

し
た

児
童

生
徒

の
割

合
4
6
.1

％
で

あ
っ

た
た

め
、

現
在

進
め

て
い

る
読

書
活

動
を

更
に

推
進

し
て

い
く
必

要
が

あ
る

。

子
ど

も
の

読
書

環
境

の
充

実
を

図
る

た
め

、
小

学
校

等
へ

の
「
学

校
支

援
貸

出
」
や

「
団

体
貸

出
」
を

活
用

し
、

読
み

聞
か

せ
等

を
行

う
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

育
成

を
図

り
ま

す
。

学
校

図
書

館
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

活
用

小
学

校
に

お
け

る
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
活

用
率

1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

9
6
.4

％
（
2
8
校

中
2
7
校

）
が

活
用

し
て

い
る

。
活

用
し

て
い

な
い

1
校

に
つ

い
て

は
、

来
年

度
以

降
は

活
用

す
る

予
定

で
あ

る
。

学
校

用
図

書
室

管
理

シ
ス

テ
ム

を
利

用
し

た
、

学
校

図
書

館
の

蔵
書

検
索

を
推

進
し

ま
す

。
学

校
用

図
書

室
管

理
シ

ス
テ

ム
に

よ
る

蔵
書

検
索

の
推

進
各

校
に

お
け

る
蔵

書
検

索
の

実
施

（
9
0
％

）
教

育
研

究
所

B
実

施
率

は
9
0
%
で

あ
り

、
蔵

書
検

索
は

比
較

的
浸

透
し

て
い

る
。

第
２

次
「
加

古
川

市
子

ど
も

の
読

書
活

動
推

進
計

画
」
に

基
づ

い
た

取
組

を
開

始
し

、
市

内
の

学
校

や
関

係
部

署
と

連
携

し
て

、
子

ど
も

の
読

書
環

境
の

整
備

に
努

め
ま

す
。

子
ど

も
の

読
書

活
動

推
進

計
画

の
実

施
計

画
に

つ
い

て
進

捗
管

理
を

行
い

、
学

校
や

関
係

部
署

と
連

携
し

て
子

ど
も

の
読

書
環

境
を

充
実

さ
せ

る
。

第
２

次
「
子

ど
も

の
読

書
活

動
推

進
計

画
」
に

お
け

る
推

進
計

画
の

取
組

事
項

の
7
0
％

達
成

中
央

図
書

館
B

後
期

評
価

で
b
評

価
(概

ね
で

き
て

い
る

)や
a評

価
(で

き
て

い
る

)が
多

く
、

全
体

と
し

て
7
0
％

は
達

成
し

て
い

る
。

ま
た

、
本

計
画

は
、

法
律

、
加

古
川

市
教

育
ビ

ジ
ョ

ン
基

づ
い

た
取

組
で

、
子

ど
も

の
読

書
環

境
の

整
備

に
役

立
っ

て
い

る
と

思
わ

れ
る

。

重
点

目
標

評
価

：
Ｂ

個
別

評
価

◆
　

学
習

指
導

要
領

の
趣

旨
に

沿
っ

た
取

組
の

推
進

◆
　

「
全

国
学

力
・
学

習
状

況
調

査
」
結

果
の

分
析

を
活

用
し

た
学

力
向

上
・
指

導
改

善
の

取
組

の
推

進

◆
　

読
書

活
動

の
推

進

◆
　

コ
ミ

ュ
ニ

ケ
ー

シ
ョ

ン
能

力
育

成
を

含
め

た
学

力
向

上
に

向
け

た
取

組
の

充
実

9



⑤
　

「
豊

か
な

心
」
を

育
て

る

具
体

的
な

方
針

最
重

要
取

組
事

項
教

育
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
2
0
1
6
　

記
載

内
容

関
連

事
業

名
・
実

施
内

容
評

価
指

標
（
数

値
目

標
）

担
当

所
属

◎
道

徳
の

時
間

を
要

と
し

た
道

徳
教

育
を

通
し

て
、

道
徳

教
育

副
読

本
を

活
用

し
、

児
童

生
徒

の
道

徳
性

を
育

む
取

組
を

推
進

し
ま

す
。

副
読

本
の

活
用

副
読

本
の

効
果

的
な

活
用

に
つ

い
て

研
修

を
実

施
し

た
学

校
1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

全
て

の
学

校
に

お
い

て
、

副
読

本
の

効
果

的
な

活
用

に
つ

い
て

研
修

を
実

施
し

た
。

道
徳

教
育

推
進

教
師

を
中

心
に

、
機

能
的

な
校

内
組

織
・
体

制
を

整
備

し
、

道
徳

教
育

を
推

進
し

ま
す

。
道

徳
教

育
校

内
体

制
作

り
推

進
体

制
の

整
備

率
1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

道
徳

に
関

す
る

委
員

会
及

び
部

会
の

設
置

は
1
0
0
％

で
あ

っ
た

。

学
習

指
導

要
領

改
正

の
趣

旨
を

理
解

す
る

こ
と

で
、

道
徳

の
時

間
の

指
導

の
充

実
を

図
り

ま
す

。
全

体
計

画
、

年
間

指
導

計
画

の
見

直
し

、
改

定
計

画
の

改
定

率
1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

全
て

の
学

校
に

お
い

て
、

全
体

計
画

・
年

間
指

導
計

画
を

見
直

し
、

改
定

を
図

っ
た

。

感
性

に
訴

え
る

人
権

教
育

を
推

進
し

、
命

の
大

切
さ

や
自

他
に

対
す

る
肯

定
感

を
育

成
す

る
と

と
も

に
、

新
た

な
人

権
課

題
に

積
極

的
に

取
り

組
も

う
と

す
る

意
欲

や
態

度
を

培
い

ま
す

。
人

権
教

育
研

修
の

充
実

自
分

に
は

良
い

と
こ

ろ
が

あ
る

と
感

じ
て

い
る

児
童

生
徒

の
割

合
7
5
％

学
校

教
育

課
B

自
分

に
は

良
い

と
こ

ろ
が

あ
る

と
感

じ
て

い
る

児
童

生
徒

の
割

合
は

7
2
％

で
あ

っ
た

。

異
な

る
文

化
や

生
活

習
慣

に
対

す
る

理
解

を
深

め
、

互
い

に
尊

重
し

認
め

合
う

共
生

の
心

を
育

み
ま

す
。

日
本

語
指

導
研

究
の

推
進

外
国

人
差

別
に

関
す

る
人

権
教

育
の

実
施

1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

全
て

の
学

校
に

お
い

て
、

外
国

人
差

別
に

関
す

る
人

権
教

育
を

実
施

し
た

。

人
権

教
育

の
全

体
計

画
・
年

間
指

導
計

画
に

基
づ

き
、

人
権

教
育

の
充

実
を

図
り

ま
す

。
全

体
計

画
・
年

間
指

導
計

画
の

見
直

し
充

実
計

画
へ

の
掲

載
率

1
0
0
％

学
校

教
育

課
A

見
直

し
を

行
っ

た
全

体
計

画
・
年

間
指

導
計

画
の

充
実

計
画

へ
の

掲
載

率
は

1
0
0
％

で
あ

っ
た

。

全
職

員
が

参
加

す
る

職
場

人
権

教
育

研
修

を
、

年
間

４
回

以
上

実
施

し
ま

す
。

職
場

人
権

教
育

研
修

の
実

施
年

間
４

回
以

上
の

実
施

率
1
0
0
％

学
校

教
育

課
A

全
て

の
学

校
に

お
い

て
、

職
場

人
権

教
育

研
修

を
年

間
４

回
以

上
実

施
し

た
。

ネ
ッ

ト
い

じ
め

等
の

ネ
ッ

ト
に

よ
る

誹
謗

・
中

傷
を

防
ぎ

、
正

し
い

ネ
ッ

ト
利

用
を

進
め

る
た

め
、

情
報

モ
ラ

ル
教

育
を

推
進

し
ま

す
。

情
報

モ
ラ

ル
教

室
、

サ
イ

バ
ー

犯
罪

防
犯

教
室

の
開

催
小

学
校

開
催

率
7
0
％

中
学

校
開

催
率

1
0
0
％

青
少

年
育

成
課

A
小

中
学

校
と

も
1
0
0
％

の
実

施
率

で
あ

っ
た

。
今

後
も

全
校

で
の

実
施

を
継

続
し

て
い

き
た

い
。

道
徳

の
時

間
や

総
合

的
な

学
習

の
時

間
等

に
、

正
し

い
知

識
と

利
用

マ
ナ

ー
を

身
に

付
け

る
こ

と
が

で
き

る
よ

う
、

情
報

モ
ラ

ル
教

育
に

取
り

組
み

ま
す

。
道

徳
の

時
間

等
に

お
け

る
情

報
モ

ラ
ル

教
育

の
実

施
実

施
率

1
0
0
％

学
校

教
育

課
A

全
て

の
学

校
で

、
道

徳
の

時
間

等
に

お
け

る
情

報
モ

ラ
ル

教
育

を
実

施
し

た
。

自
然

に
触

れ
合

う
体

験
型

環
境

学
習

を
通

し
て

、
生

命
の

大
切

さ
や

つ
な

が
り

を
実

感
さ

せ
る

こ
と

で
、

自
然

に
対

す
る

豊
か

な
感

性
を

育
み

ま
す

。
環

境
体

験
事

業
の

充
実

年
間

３
回

以
上

実
施

し
た

小
学

校
1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

全
て

の
小

学
校

に
お

い
て

、
環

境
体

験
事

業
を

年
間

３
回

以
上

実
施

し
た

。

Ｅ
Ｓ

Ｄ
（
持

続
可

能
な

開
発

の
た

め
の

教
育

）
の

普
及

を
図

る
た

め
、

「
ユ

ネ
ス

コ
ス

ク
ー

ル
」
等

の
先

進
事

例
を

紹
介

す
る

と
と

も
に

、
ご

み
の

分
別

や
減

量
な

ど
環

境
問

題
へ

の
関

心
を

高
め

、
家

庭
や

地
域

と
連

携
し

た
取

組
を

推
進

し
ま

す
。

エ
コ

活
動

の
充

実
、

Ｅ
Ｓ

Ｄ
の

普
及

家
庭

や
地

域
と

連
携

し
た

エ
コ

活
動

実
施

率
8
0
％

学
校

教
育

課
A

家
庭

や
地

域
と

連
携

し
た

エ
コ

活
動

の
実

施
率

は
約

9
6
％

で
あ

っ
た

。

企
業

、
Ｎ

Ｐ
Ｏ

等
の

教
育

貢
献

活
動

を
活

用
し

、
専

門
的

な
環

境
学

習
を

推
進

し
ま

す
。

企
業

や
Ｎ

Ｐ
Ｏ

等
の

教
育

貢
献

活
動

の
活

用
実

施
校

1
0
校

学
校

教
育

課
A

企
業

や
Ｎ

Ｐ
Ｏ

等
の

教
育

貢
献

活
動

の
実

施
校

は
1
7
校

で
あ

っ
た

。

中
学

校
１

年
生

と
養

護
学

校
中

学
部

１
年

生
を

対
象

に
、

「
わ

く
わ

く
オ

ー
ケ

ス
ト

ラ
」

を
実

施
し

ま
す

。
青

少
年

芸
術

体
験

事
業

の
推

進
～

わ
く
わ

く
オ

ー
ケ

ス
ト

ラ
教

室
～

参
加

生
徒

ア
ン

ケ
ー

ト
に

お
け

る
満

足
度

3
.5

（
4
点

法
）

学
校

教
育

課
A

青
少

年
芸

術
体

験
事

業
の

推
進

～
わ

く
わ

く
オ

ー
ケ

ス
ト

ラ
教

室
～

参
加

生
徒

ア
ン

ケ
ー

ト
に

お
け

る
満

足
度

は
3
.9

で
あ

っ
た

。
地

域
行

事
へ

の
参

加
や

、
道

徳
の

時
間

に
お

け
る

地
域

教
材

、
総

合
的

な
学

習
の

時
間

に
お

け
る

調
査

活
動

等
を

通
し

て
、

地
域

の
伝

統
文

化
に

触
れ

る
機

会
を

増
や

し
ま

す
。

総
合

的
な

学
習

の
時

間
等

に
お

け
る

地
域

と
の

交
流

の
推

進
地

域
の

伝
統

・
文

化
に

関
す

る
学

習
活

動
の

実
施

率
1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

全
て

の
学

校
で

、
地

域
の

伝
統

・
文

化
に

関
す

る
学

習
活

動
を

実
施

し
た

。

小
学

校
連

合
音

楽
会

、
小

学
校

管
楽

器
交

歓
演

奏
会

、
中

学
校

連
合

音
楽

会
の

充
実

満
足

度
3
.6

点
（
４

点
法

）
学

校
教

育
課

B
小

学
校

連
合

音
楽

会
、

小
学

校
管

楽
器

交
歓

演
奏

会
、

中
学

校
連

合
音

楽
会

に
お

け
る

満
足

度
は

、
3
.8

で
あ

っ
た

。

小
中

美
術

展
、

書
写

展
、

理
科

作
品

展
の

充
実

前
年

度
な

み
の

入
場

者
数

(H
2
7
　

1
0
,9

0
3
人

）
学

校
教

育
課

B
３

作
品

展
（
小

中
美

術
展

、
書

写
展

、
理

科
作

品
展

）
合

計
の

入
場

者
数

は
、

1
0
,6

6
7
人

で
あ

っ
た

。

外
部

機
関

に
よ

る
文

化
芸

術
体

験
活

動
の

推
進

実
施

校
前

年
度

な
み

（
Ｈ

2
7
　

 1
4
校

）
学

校
教

育
課

B
外

部
機

関
に

よ
る

文
化

芸
術

体
験

活
動

の
実

施
校

は
、

1
5
校

で
あ

っ
た

。

い
じ

め
な

ど
の

問
題

を
未

然
に

防
止

で
き

る
よ

う
、

「
心

の
絆

宣
言

」
に

基
づ

い
た

児
童

会
・
生

徒
会

の
主

体
的

な
取

組
や

、
ユ

ニ
ッ

ト
1
2
を

活
用

し
た

小
・
中

学
校

が
連

携
し

た
取

組
な

ど
を

通
し

て
、

心
の

絆
を

深
め

る
こ

と
が

で
き

る
集

団
づ

く
り

を
推

進
し

ま
す

。

「
心

の
絆

プ
ロ

ジ
ェ

ク
ト

」
の

推
進

「
心

の
絆

宣
言

」
に

基
づ

い
た

取
組

実
施

率
1
0
0
％

学
校

教
育

課
A

各
校

の
特

色
を

い
か

し
、

「
心

の
絆

宣
言

」
に

基
づ

い
た

取
組

が
行

わ
れ

て
い

る
。

特
別

活
動

、
生

活
科

、
総

合
的

な
学

習
の

時
間

等
を

活
用

し
、

地
域

を
フ

ィ
ー

ル
ド

と
し

た
体

験
活

動
の

充
実

に
努

め
ま

す
。

兵
庫

型
「
体

験
教

育
」
の

充
実

地
域

と
協

働
し

た
体

験
学

習
の

実
施

率
1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

全
て

の
学

校
に

お
い

て
、

地
域

と
協

働
し

た
体

験
学

習
を

実
施

し
た

。

総
合

的
な

学
習

の
時

間
等

を
通

じ
て

、
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
体

験
や

交
流

活
動

等
の

体
験

活
動

を
推

進
す

る
こ

と
で

、
子

ど
も

た
ち

の
豊

か
な

感
性

や
情

操
を

育
み

ま
す

。
福

祉
学

習
連

絡
会

の
充

実
体

験
活

動
実

施
率

9
0
％

以
上

学
校

教
育

課
B

全
て

の
学

校
に

お
い

て
、

福
祉

に
関

す
る

体
験

活
動

を
実

施
し

た
。

「
地

域
で

育
む

福
祉

教
育

推
進

パ
ワ

ー
ア

ッ
プ

事
業

」
実

施
校

園
を

は
じ

め
、

全
て

の
学

校
園

で
地

域
と

連
携

し
た

福
祉

教
育

を
推

進
し

ま
す

。
福

祉
教

育
の

充
実

地
域

と
連

携
し

た
福

祉
教

育
の

実
施

率
1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

全
て

の
学

校
に

お
い

て
、

地
域

と
連

携
し

た
福

祉
教

育
を

実
施

し
た

。

防
災

教
育

・
道

徳
教

育
副

読
本

の
活

用
副

読
本

を
活

用
し

た
防

災
教

育
実

施
率

1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

全
て

の
学

校
に

お
い

て
、

副
読

本
を

活
用

し
た

防
災

教
育

を
実

施
し

た
。

体
験

活
動

を
通

し
た

防
災

教
育

の
充

実
体

験
活

動
を

通
し

た
防

災
教

育
実

施
率

1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

全
て

の
学

校
に

お
い

て
、

避
難

訓
練

等
体

験
活

動
を

通
し

た
防

災
教

育
が

実
施

で
き

た
。

阪
神

･淡
路

大
震

災
の

経
験

と
教

訓
を

継
承

し
、

命
の

大
切

さ
や

被
災

者
の

気
持

ち
を

感
じ

ら
れ

る
命

の
教

育
に

取
り

組
み

ま
す

。
１

．
1
7
関

連
事

業
の

実
施

１
．

1
7
関

連
事

業
実

施
率

1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

全
て

の
学

校
で

実
施

し
て

お
り

、
各

校
に

お
い

て
工

夫
し

た
取

組
を

進
め

る
こ

と
が

で
き

た
。

重
点

目
標

評
価

：
Ｂ

個
別

評
価

◆
　

道
徳

教
育

の
推

進

◆
　

人
権

教
育

の
推

進

◆
　

情
報

モ
ラ

ル
教

育
の

推
進

◆
　

環
境

教
育

の
推

進

◆
　

伝
統

・
文

化
等

に
関

す
る

教
育

の
推

進

表
現

や
創

造
す

る
喜

び
を

味
わ

わ
せ

る
と

と
も

に
、

学
校

間
の

文
化

交
流

を
図

る
た

め
、

美
術

展
・
書

写
展

・
理

科
作

品
展

・
連

合
音

楽
会

等
を

実
施

し
ま

す
。

◆
　

体
験

活
動

の
充

実

◆
　

福
祉

教
育

の
推

進

◆
　

防
災

教
育

の
推

進

防
災

教
育

副
読

本
の

活
用

や
実

践
的

な
防

災
訓

練
を

実
施

し
、

災
害

に
対

す
る

正
し

い
知

識
や

態
度

の
習

得
、

日
常

の
備

え
に

対
す

る
意

識
の

向
上

を
図

る
こ

と
で

、
自

ら
の

生
命

を
守

る
た

め
に

必
要

な
判

断
力

や
行

動
力

を
培

い
ま

す
。

10



⑥
　

「
健

や
か

な
体

」
を

養
う

具
体

的
な

方
針

最
重

要
取

組
事

項
教

育
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
2
0
1
6
　

記
載

内
容

関
連

事
業

名
・
実

施
内

容
評

価
指

標
（
数

値
目

標
）

担
当

所
属

い
き

い
き

運
動

部
活

動
支

援
事

業
の

推
進

効
果

が
あ

る
と

感
じ

た
学

校
の

割
合

1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

い
き

い
き

運
動

部
活

動
支

援
事

業
活

用
校

に
お

い
て

、
効

果
が

あ
る

と
感

じ
た

学
校

の
割

合
が

1
0
0
％

で
あ

っ
た

。

中
学

校
部

活
動

外
部

技
術

指
導

者
派

遣
の

推
進

効
果

が
あ

る
と

感
じ

た
学

校
の

割
合

1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

中
学

校
部

活
動

外
部

技
術

指
導

者
派

遣
校

に
お

い
て

、
効

果
が

あ
る

と
感

じ
た

学
校

の
割

合
が

1
0
0
％

で
あ

っ
た

。

◎
子

ど
も

自
ら

が
成

長
を

記
録

で
き

る
「
か

こ
が

わ
ウ

ェ
ル

ネ
ス

手
帳

」
を

小
学

校
５

年
生

か
ら

中
学

校
３

年
生

で
活

用
す

る
こ

と
で

、
運

動
習

慣
や

食
習

慣
等

、
自

分
の

健
康

を
意

識
し

て
行

動
で

き
る

子
ど

も
の

育
成

に
努

め
ま

す
。

か
こ

が
わ

ウ
ェ

ル
ネ

ス
手

帳
の

活
用

健
康

な
生

活
を

送
る

に
は

、
運

動
・
睡

眠
・
食

事
が

大
事

だ
と

感
じ

て
い

る
児

童
生

徒
9
0
％

学
校

教
育

課
A

健
康

な
生

活
を

送
る

に
は

、
運

動
・
睡

眠
・
食

事
が

大
事

だ
と

感
じ

て
い

る
児

童
生

徒
の

割
合

が
9
8
.2

％
で

あ
っ

た
。

「
全

国
体

力
・
運

動
能

力
、

運
動

習
慣

等
調

査
」
の

検
証

結
果

を
基

に
「
運

動
プ

ロ
グ

ラ
ム

」
等

を
活

用
し

た
継

続
し

た
指

導
を

実
施

し
、

体
力

・
運

動
能

力
の

向
上

に
努

め
ま

す
。

全
国

体
力

・
運

動
能

力
、

運
動

習
慣

等
調

査
の

活
用

結
果

を
踏

ま
え

た
改

善
実

施
校

1
0
0
％

学
校

教
育

課
C

結
果

を
踏

ま
え

た
改

善
の

実
施

率
は

8
0
％

で
あ

っ
た

。
更

な
る

調
査

結
果

を
踏

ま
え

た
取

組
を

推
進

し
て

い
く

必
要

が
あ

る
。

放
課

後
子

ど
も

教
室

に
お

い
て

、
文

科
系

ク
ラ

ブ
以

外
に

ス
ポ

ー
ツ

系
ク

ラ
ブ

も
実

施
し

、
様

々
な

体
験

活
動

の
場

を
提

供
し

ま
す

。
放

課
後

子
ど

も
教

室
事

業
(チ

ャ
レ

ン
ジ

ク
ラ

ブ
）
で

の
ス

ポ
ー

ツ
体

験
活

動
の

推
進

６
ク

ラ
ブ

で
実

施
社

会
教

育
・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

A
９

ク
ラ

ブ
に

お
い

て
、

2
1
0
名

の
児

童
が

活
動

に
参

加
し

た
。

ダ
ン

ス
や

折
り

紙
な

ど
の

お
楽

し
み

会
の

実
施

ダ
ン

ス
！

ダ
ン

ス
！

の
実

施
（
年

1
2
回

）
楽

し
い

お
り

が
み

の
実

施
（
年

1
2
回

）
親

子
ふ

れ
あ

い
遊

び
の

実
施

（
年

６
回

）
こ

ど
も

政
策

課
A

子
ど

も
た

ち
の

居
場

所
を

創
出

す
る

た
め

、
各

種
お

楽
し

み
会

を
実

施
し

、
数

値
目

標
を

達
成

で
き

た
。

卓
球

や
輪

投
げ

な
ど

の
遊

具
の

貸
出

遊
具

の
貸

出
件

数
こ

ど
も

政
策

課
A

貸
出

件
数

は
約

5
6
0
回

で
あ

っ
た

。
（
警

報
の

発
令

や
日

曜
日

、
年

末
年

始
を

除
く
全

て
の

日
に

貸
出

可
能

な
環

境
を

整
え

た
。

）

栄
養

教
諭

・
食

育
担

当
教

員
等

を
中

心
と

し
て

、
年

間
計

画
に

沿
っ

た
食

育
の

授
業

の
充

実
に

努
め

る
と

と
も

に
、

学
校

・
家

庭
・
地

域
が

連
携

し
た

食
育

を
推

進
し

ま
す

。
各

校
に

お
け

る
学

校
・
家

庭
・
地

域
が

連
携

し
た

取
組

の
実

施
実

施
率

1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

学
校

・
家

庭
・
地

域
が

連
携

し
た

食
育

に
関

す
る

取
組

を
4
1
校

中
3
9
校

が
実

施
し

、
達

成
率

は
9
5
.1

％
で

あ
っ

た
。

農
作

物
の

栽
培

や
収

穫
体

験
等

を
通

し
て

、
地

産
地

消
の

実
践

へ
つ

な
ぐ

食
育

を
推

進
し

ま
す

。
生

活
科

や
総

合
的

な
学

習
の

時
間

に
お

け
る

収
穫

体
験

の
実

施
収

穫
体

験
実

施
率

1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

生
活

科
や

総
合

的
な

学
習

の
時

間
に

お
け

る
収

穫
体

験
を

、
4
1
校

中
4
0
校

が
実

施
し

、
達

成
率

は
、

9
7
.6

％
で

あ
っ

た
。

基
本

的
な

生
活

習
慣

の
確

立
を

図
る

た
め

、
「
早

寝
・
早

起
き

・
バ

ラ
ン

ス
の

よ
い

朝
ご

は
ん

」
運

動
を

推
進

し
ま

す
。

各
学

校
園

に
お

け
る

基
本

的
な

学
習

習
慣

の
確

立
に

向
け

た
食

育
の

実
施

毎
日

朝
食

を
食

べ
る

児
童

生
徒

の
割

合
（
全

国
平

均
以

上
）

学
校

教
育

課
B

毎
日

朝
食

を
食

べ
る

児
童

生
徒

の
割

合
は

8
7
.8

％
で

あ
っ

た
。

兵
庫

県
（
8
6
.5

％
）
や

全
国

（
8
7
.3

％
)の

割
合

よ
り

高
い

も
の

の
、

目
標

に
は

至
ら

な
か

っ
た

。

子
ど

も
の

ス
ト

レ
ス

を
緩

和
し

、
子

ど
も

の
も

て
る

力
を

発
揮

で
き

る
態

度
を

培
う

た
め

、
兵

庫
教

育
大

学
と

連
携

し
た

「
心

の
健

康
教

育
」
プ

ロ
グ

ラ
ム

を
推

進
し

ま
す

。
「
心

の
健

康
教

育
」
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
推

進
今

年
度

指
定

校
に

お
け

る
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
完

全
実

施
学

校
教

育
課

B
「
心

の
健

康
教

育
」
プ

ロ
グ

ラ
ム

指
定

校
に

お
い

て
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
基

づ
い

た
取

組
を

実
施

し
た

。

交
通

安
全

教
室

の
実

施
等

を
通

じ
て

、
子

ど
も

た
ち

の
安

全
に

対
す

る
意

識
の

高
揚

を
図

り
、

自
ら

身
を

守
ろ

う
と

す
る

力
の

育
成

に
努

め
ま

す
。

交
通

安
全

教
室

の
実

施
実

施
率

8
0
％

以
上

学
校

教
育

課
A

交
通

安
全

教
室

を
、

小
中

4
0
校

中
、

3
5
校

実
施

し
て

お
り

、
実

施
率

8
7
.5

％
と

な
っ

た
。

薬
物

の
危

険
性

・
有

害
性

に
つ

い
て

正
し

い
理

解
を

促
し

ま
す

。
薬

物
乱

用
防

止
教

室
の

開
催

小
学

校
開

催
率

6
0
％

中
学

校
開

催
率

1
0
0
％

青
少

年
育

成
課

C
小

学
校

開
催

率
約

4
3
％

、
中

学
校

開
催

率
1
0
0
％

で
あ

っ
た

。
今

後
、

小
学

校
で

の
開

催
率

を
上

げ
る

啓
発

活
動

が
必

要
で

あ
る

。

重
点

目
標

評
価

：
Ｂ

個
別

評
価

◆
　

学
校

に
お

け
る

体
育

及
び

運
動

部
活

動
の

推
進

指
導

者
の

派
遣

を
希

望
す

る
中

学
校

の
部

活
動

に
対

し
て

、
当

該
部

活
動

の
技

術
指

導
に

優
れ

た
部

活
動

外
部

技
術

指
導

者
を

派
遣

し
ま

す
。

◆
　

「
全

国
体

力
・
運

動
能

力
、

運
動

習
慣

等
調

査
」
結

果
の

分
析

を
活

用
し

た
体

力
・
運

動
能

力
の

向
上

◆
　

遊
び

や
運

動
を

通
し

た
子

ど
も

の
居

場
所

の
創

出

ダ
ン

ス
や

折
り

紙
な

ど
の

お
楽

し
み

会
の

実
施

や
、

遊
戯

室
に

て
卓

球
や

輪
投

げ
な

ど
の

遊
具

の
貸

出
し

を
行

う
こ

と
に

よ
り

、
親

子
・
友

だ
ち

同
士

で
身

体
を

動
か

し
て

楽
し

め
る

場
を

提
供

し
、

心
身

と
も

に
健

や
か

に
成

長
で

き
る

居
場

所
を

創
出

し
ま

す
。

◆
　

食
育

の
推

進

◆
　

健
康

教
育

・
安

全
教

育
の

推
進
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⑦
　

社
会

的
・
職

業
的

自
立

に
向

け
、

必
要

な
能

力
を

育
成

す
る

キ
ャ

リ
ア

教
育

の
推

進
を

図
る

具
体

的
な

方
針

最
重

要
取

組
事

項
教

育
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
2
0
1
6
　

記
載

内
容

関
連

事
業

名
・
実

施
内

容
評

価
指

標
（
数

値
目

標
）

担
当

所
属

中
学

校
２

年
生

と
養

護
学

校
中

学
部

２
年

生
を

対
象

に
、

「
ト

ラ
イ

や
る

・
ウ

ィ
ー

ク
」

を
実

施
し

ま
す

。
地

域
に

学
ぶ

「
ト

ラ
イ

や
る

・
ウ

ィ
ー

ク
推

進
事

業
」
の

充
実

充
実

感
を

感
じ

た
生

徒
の

割
合

9
0
％

学
校

教
育

課
B

地
域

に
学

ぶ
「
ト

ラ
イ

や
る

・
ウ

ィ
ー

ク
推

進
事

業
」
に

お
い

て
、

充
実

感
を

感
じ

た
生

徒
の

割
合

は
8
5
.3

％
で

あ
っ

た
。

学
校

に
お

け
る

教
育

活
動

全
般

を
通

じ
、

子
ど

も
の

発
達

段
階

に
応

じ
て

、
勤

労
や

職
業

、
将

来
の

自
分

と
社

会
と

の
関

わ
り

方
や

生
き

方
に

つ
い

て
考

え
さ

せ
る

と
と

も
に

、
自

己
理

解
を

深
め

、
自

立
心

を
養

う
た

め
に

、
系

統
的

な
キ

ャ
リ

ア
教

育
を

推
進

し
ま

す
。

各
教

科
及

び
道

徳
の

時
間

、
総

合
的

な
学

習
の

時
間

、
特

別
活

動
等

に
お

け
る

キ
ャ

リ
ア

教
育

の
推

進
将

来
の

夢
や

目
標

を
持

っ
て

い
る

児
童

生
徒

の
割

合
8
0
％

学
校

教
育

課
B

将
来

の
夢

や
目

標
を

持
っ

て
い

る
児

童
生

徒
の

割
合

は
7
8
.3

％
で

あ
っ

た
。

◆
　

高
等

学
校

等
と

連
携

し
た

適
切

な
進

路
選

択
と

継
続

し
た

指
導

の
推

進

広
域

化
さ

れ
た

通
学

区
域

に
よ

る
高

等
学

校
進

学
に

係
る

情
報

共
有

の
機

会
を

確
保

し
ま

す
。

中
学

校
・
高

等
学

校
連

絡
協

議
会

の
開

催
全

中
学

校
長

・
進

路
担

当
全

員
参

加
学

校
教

育
課

B
中

学
校

・
高

等
学

校
連

絡
協

議
会

に
全

中
学

校
長

及
び

進
路

担
当

全
員

が
参

加
し

た
。

重
点

目
標

評
価

：
Ｂ

個
別

評
価

◆
　

キ
ャ

リ
ア

教
育

の
推

進
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⑧
　

特
別

な
支

援
や

配
慮

を
要

す
る

子
ど

も
へ

の
支

援
の

充
実

を
図

る

具
体

的
な

方
針

最
重

要
取

組
事

項
教

育
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
2
0
1
6
　

記
載

内
容

関
連

事
業

名
・
実

施
内

容
評

価
指

標
（
数

値
目

標
）

担
当

所
属

◎
通

常
学

級
に

在
籍

し
、

発
達

障
が

い
等

に
よ

り
個

別
の

支
援

が
必

要
な

児
童

及
び

そ
の

児
童

が
在

籍
す

る
学

級
に

対
応

し
て

い
く
た

め
、

ス
ク

ー
ル

ア
シ

ス
タ

ン
ト

を
全

小
学

校
に

配
置

し
ま

す
。

ス
ク

ー
ル

ア
シ

ス
タ

ン
ト

配
置

事
業

の
充

実
ス

ク
ー

ル
ア

シ
ス

タ
ン

ト
の

配
置

に
よ

り
効

果
が

あ
っ

た
学

校
（
8
5
％

）
学

校
教

育
課

B
配

置
校

で
は

効
果

が
あ

っ
た

（
1
0
0
％

）
。

子
ど

も
一

人
一

人
に

即
し

た
個

別
の

教
育

支
援

計
画

や
サ

ポ
ー

ト
フ

ァ
イ

ル
等

を
活

用
し

、
子

ど
も

の
自

立
や

社
会

参
加

を
目

指
し

た
支

援
を

推
進

し
ま

す
。

専
門

家
に

よ
る

サ
ポ

ー
ト

体
制

の
充

実
依

頼
に

応
じ

た
巡

回
教

育
相

談
の

実
施

学
校

教
育

課
B

依
頼

の
あ

っ
た

5
7
件

は
全

て
巡

回
教

育
相

談
を

行
っ

た
。

特
別

支
援

学
級

に
在

籍
し

、
移

動
介

助
、

身
辺

処
理

等
に

関
す

る
介

助
、

学
習

時
に

お
け

る
介

助
等

が
必

要
な

児
童

生
徒

に
対

応
す

る
た

め
、

小
・
中

学
校

に
補

助
指

導
員

を
必

要
に

応
じ

て
配

置
し

ま
す

。
補

助
指

導
員

配
置

事
業

の
充

実
補

助
指

導
員

の
配

置
に

よ
り

効
果

が
あ

っ
た

学
校

（
8
5
％

）
学

校
教

育
課

B
配

置
し

た
全

て
の

学
校

に
お

い
て

効
果

が
あ

っ
た

（
1
0
0
％

。

◆
　

特
別

な
支

援
に

関
す

る
更

な
る

専
門

性
の

向
上

◎
イ

ン
ク

ル
ー

シ
ブ

教
育

シ
ス

テ
ム

構
築

に
向

け
て

、
教

職
員

の
専

門
性

を
高

め
、

子
ど

も
の

障
が

い
の

状
態

や
特

性
等

を
的

確
に

把
握

し
、

個
別

の
教

育
的

ニ
ー

ズ
に

応
え

る
指

導
の

充
実

を
図

り
ま

す
。

特
別

支
援

教
育

に
係

る
研

修
の

充
実

特
別

支
援

教
育

関
連

の
研

修
受

講
者

の
割

合
（
9
5
％

）
学

校
教

育
課

B
9
8
％

の
職

員
が

研
修

会
を

受
講

し
、

子
ど

も
の

み
と

り
方

、
支

援
方

法
、

法
律

な
ど

、
理

解
が

進
ん

だ
。

特
別

支
援

教
育

コ
ー

デ
ィ

ネ
ー

タ
ー

を
中

心
と

し
た

校
内

支
援

体
制

の
充

実
を

図
り

、
子

ど
も

の
ニ

ー
ズ

に
応

じ
た

支
援

を
推

進
し

ま
す

。
特

別
支

援
教

育
推

進
体

制
の

充
実

各
学

校
園

で
の

校
内

支
援

委
員

会
を

３
回

以
上

開
催

し
た

学
校

園
（
1
0
0
％

）
学

校
教

育
課

A
す

べ
て

の
学

校
園

で
３

回
以

上
開

催
さ

れ
、

子
ど

も
の

困
り

感
を

踏
ま

え
た

支
援

方
法

な
ど

が
共

有
で

き
た

(1
0
0
％

）
。

ブ
ロ

ッ
ク

別
交

流
学

習
会

で
の

交
流

及
び

共
同

学
習

等
を

通
し

て
、

子
ど

も
同

士
の

相
互

理
解

を
深

め
、

豊
か

な
人

間
性

を
育

み
ま

す
。

心
身

障
害

児
（
者

）
連

絡
協

議
会

、
関

係
団

体
と

の
連

携
推

進
合

同
事

業
（
年

４
回

）
の

開
催

学
校

教
育

課
B

冬
季

野
外

学
習

、
な

か
よ

し
会

（
小

・
中

）
な

ど
子

ど
も

同
士

の
交

流
を

通
し

て
、

社
会

参
画

に
つ

な
が

っ
た

（
４

回
）
。

公
民

館
等

を
拠

点
と

す
る

障
が

い
児

（
者

）
家

庭
教

育
学

級
が

円
滑

に
実

施
で

き
る

よ
う

、
学

級
の

運
営

等
に

つ
い

て
助

言
を

行
い

ま
す

。
障

が
い

児
（
者

）
家

庭
教

育
学

級
の

推
進

参
加

者
ア

ン
ケ

ー
ト

に
よ

る
家

庭
教

育
事

業
及

び
交

流
啓

発
事

業
の

満
足

度
8
0
％

社
会

教
育

・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

A
満

足
度

は
9
7
.2

%
で

あ
り

、
非

常
に

満
足

度
の

高
い

事
業

と
な

っ
た

。

外
国

人
児

童
生

徒
へ

の
支

援
を

推
進

す
る

た
め

、
子

ど
も

多
文

化
共

生
サ

ポ
ー

タ
ー

や
外

国
人

児
童

生
徒

支
援

サ
ポ

ー
ト

員
を

派
遣

し
ま

す
。

加
古

川
市

国
際

交
流

協
会

と
連

携
を

図
り

な
が

ら
外

国
人

児
童

生
徒

を
支

援
し

ま
す

。

「
学

校
食

物
ア

レ
ル

ギ
ー

等
対

応
マ

ニ
ュ

ア
ル

｣に
基

づ
い

た
支

援
を

行
い

ま
す

。
食

物
ア

レ
ル

ギ
ー

等
対

応
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
活

用
（
学

校
給

食
に

お
け

る
ア

レ
ル

ギ
ー

対
応

除
去

食
の

提
供

）
ア

レ
ル

ギ
ー

対
応

（
乳

・
卵

）
が

必
要

な
児

童
・
生

徒
へ

の
除

去
食

の
提

供
1
0
0
％

学
務

課
A

ア
レ

ル
ギ

ー
対

応
（
乳

・
卵

）
が

必
要

な
児

童
・
生

徒
全

て
に

除
去

食
を

提
供

し
た

。

新
し

い
情

報
に

対
応

し
、

学
校

園
の

危
機

管
理

マ
ニ

ュ
ア

ル
に

反
映

さ
せ

ま
す

。
「
食

物
ア

レ
ル

ギ
ー

等
対

応
マ

ニ
ュ

ア
ル

」
等

を
活

用
し

た
危

機
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

の
作

成
食

物
ア

レ
ル

ギ
ー

等
の

対
応

に
つ

い
て

各
学

校
園

の
危

機
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

へ
の

反
映

率
1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

全
て

の
学

校
に

お
い

て
、

食
物

ア
レ

ル
ギ

ー
対

応
に

つ
い

て
危

機
管

理
マ

ニ
ュ

ア
ル

に
反

映
さ

れ
て

い
る

。

重
点

目
標

評
価

：
Ｂ

個
別

評
価

◆
　

イ
ン

ク
ル

ー
シ

ブ
教

育
シ

ス
テ

ム
の

構
築

を
見

据
え

た
取

組
の

推
進

◆
　

障
が

い
の

あ
る

子
ど

も
た

ち
へ

の
相

談
・
支

援
体

制
の

充
実

◆
　

外
国

人
児

童
・
生

徒
等

及
び

帰
国

子
女

へ
の

教
育

支
援

子
ど

も
多

文
化

共
生

教
育

支
援

事
業

の
活

用
外

国
人

児
童

生
徒

サ
ポ

ー
ト

事
業

の
活

用
国

際
交

流
協

会
登

録
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

活
用

日
本

語
指

導
を

必
要

と
す

る
在

留
期

間
2
4
ヵ

月
未

満
児

童
生

徒
へ

の
サ

ポ
ー

タ
ー

及
び

サ
ポ

ー
ト

員
の

派
遣

率
1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

日
本

語
指

導
を

必
要

と
す

る
在

留
期

間
2
4
ヵ

月
未

満
児

童
生

徒
へ

の
サ

ポ
ー

タ
ー

及
び

サ
ポ

ー
ト

員
の

派
遣

率
が

1
0
0
％

で
あ

っ
た

。

◆
　

ア
レ

ル
ギ

ー
等

の
あ

る
子

ど
も

た
ち

へ
の

支
援

の
充

実

13



⑨
　

心
の

通
い

合
っ

た
生

徒
指

導
の

充
実

を
図

る

具
体

的
な

方
針

最
重

要
取

組
事

項
教

育
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
2
0
1
6
　

記
載

内
容

関
連

事
業

名
・
実

施
内

容
評

価
指

標
（
数

値
目

標
）

担
当

所
属

◎
い

じ
め

や
不

登
校

及
び

問
題

行
動

等
の

未
然

防
止

・
早

期
発

見
・
早

期
対

応
を

図
る

た
め

、
小

・
中

学
校

で
市

内
統

一
の

学
校

生
活

に
関

す
る

実
態

調
査

（
「
学

校
生

活
に

関
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

」
「
い

じ
め

相
談

シ
ー

ト
調

査
」
）
を

実
施

し
ま

す
。

「
学

校
生

活
に

関
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

」
の

全
校

２
回

実
施

及
び

「
い

じ
め

相
談

シ
ー

ト
調

査
」
の

年
1
回

実
施

青
少

年
育

成
課

B
「
学

校
生

活
に

関
す

る
ア

ン
ケ

ー
ト

」
の

全
校

２
回

実
施

及
び

「
い

じ
め

相
談

シ
ー

ト
調

査
」
の

年
1
回

実
施

を
行

っ
た

。
今

後
、

結
果

の
更

な
る

有
効

活
用

が
課

題
で

あ
る

。

学
校

不
適

応
児

童
生

徒
に

係
る

教
職

員
研

修
を

実
施

し
、

子
ど

も
へ

の
適

切
な

支
援

に
努

め
ま

す
。

学
校

生
活

適
応

に
関

す
る

教
職

員
研

修
会

の
年

８
回

実
施

青
少

年
育

成
課

B

年
間

９
回

の
研

修
会

を
実

施
し

、
延

べ
4
4
2
人

の
参

加
者

が
あ

っ
た

。
研

修
成

果
を

更
に

学
校

へ
普

及
さ

せ
て

い
き

た
い

。

「
い

の
ち

と
心

サ
ポ

ー
ト

相
談

員
」
を

配
置

し
、

学
校

不
適

応
に

関
す

る
相

談
へ

の
助

言
や

、
問

題
解

消
に

向
け

て
の

学
校

園
へ

の
支

援
を

迅
速

に
行

い
ま

す
。

い
の

ち
と

心
サ

ポ
ー

ト
相

談
員

に
よ

る
教

育
相

談
（
年

2
0
0
件

）
学

校
訪

問
に

よ
る

支
援

青
少

年
育

成
課

B

年
間

1
8
5
件

の
教

育
相

談
や

要
請

に
よ

る
８

校
へ

の
訪

問
相

談
を

実
施

し
、

学
校

を
支

援
し

た
。

学
校

生
活

に
不

適
応

を
起

こ
し

て
い

る
子

ど
も

た
ち

の
心

に
寄

り
添

い
、

解
決

に
向

け
た

支
援

を
行

う
た

め
の

メ
ン

タ
ル

サ
ポ

ー
タ

ー
を

全
中

学
校

に
配

置
し

ま
す

。
メ

ン
タ

ル
サ

ポ
ー

ト
事

業
の

推
進

メ
ン

タ
ル

サ
ポ

ー
タ

ー
研

修
会

及
び

情
報

交
換

会
の

開
催

（
年

間
７

回
）

青
少

年
育

成
課

A
年

間
７

回
の

研
修

会
及

び
情

報
交

換
会

を
実

施
し

、
メ

ン
タ

ル
サ

ポ
ー

タ
ー

の
ス

キ
ル

ア
ッ

プ
と

連
携

を
図

る
こ

と
が

で
き

た
。

学
校

生
活

に
不

適
応

を
起

こ
し

て
い

る
子

ど
も

へ
の

支
援

方
法

に
つ

い
て

、
校

種
を

越
え

て
協

働
す

る
と

と
も

に
、

ユ
ニ

ッ
ト

別
の

会
議

を
通

じ
て

、
更

に
連

携
を

深
め

ま
す

。
不

登
校

児
童

生
徒

適
応

指
導

事
業

の
充

実
不

登
校

対
策

推
進

委
員

会
の

開
催

（
年

５
回

）
青

少
年

育
成

課
B

年
間

５
回

の
委

員
会

を
開

催
し

、
講

師
に

よ
る

研
修

や
ユ

ニ
ッ

ト
1
2
を

活
用

し
た

情
報

交
換

を
効

果
的

に
実

施
で

き
た

。
不

登
校

対
策

の
た

め
の

一
次

支
援

を
更

に
進

め
て

い
き

た
い

。

教
育

相
談

セ
ン

タ
ー

・
少

年
愛

護
セ

ン
タ

ー
で

相
談

を
受

け
、

具
体

的
な

問
題

解
決

に
向

け
て

支
援

し
ま

す
。

教
育

相
談

事
業

の
推

進
相

談
及

び
支

援
件

数
4
,0

0
0
件

青
少

年
育

成
課

B
年

間
4
,3

6
1
件

の
相

談
を

実
施

し
た

。
迅

速
で

効
果

的
な

対
応

を
更

に
進

め
て

い
き

た
い

。

適
応

指
導

教
室

「
わ

か
ば

教
室

」
、

小
集

団
体

験
活

動
「
ア

タ
ッ

ク
・
ゴ

ー
」
を

通
し

て
、

子
ど

も
の

学
校

生
活

へ
の

復
帰

と
社

会
的

自
立

に
向

け
た

支
援

を
行

い
ま

す
。

適
応

指
導

教
室

「
わ

か
ば

教
室

」
及

び
小

集
団

体
験

活
動

「
ア

タ
ッ

ク
・
ゴ

ー
」
の

充
実

個
別

支
援

計
画

の
目

標
達

成
率

（
8
0
％

）
「
ア

タ
ッ

ク
・
ゴ

ー
」
へ

の
参

加
者

延
べ

9
0
人

青
少

年
育

成
課

A

通
室

生
の

8
0
％

以
上

が
個

別
目

標
を

達
成

で
き

た
。

「
ア

タ
ッ

ク
・
ゴ

ー
」
へ

の
参

加
者

も
延

べ
1
0
0
人

と
な

り
、

充
実

し
た

支
援

を
行

う
こ

と
が

で
き

た
。

自
立

支
援

教
室

「
ふ

れ
愛

教
室

」
を

継
続

し
て

実
施

し
ま

す
。

自
立

支
援

教
室

「
ふ

れ
愛

教
室

」
の

充
実

非
行

、
怠

惰
傾

向
の

児
童

生
徒

を
対

象
と

す
る

自
立

支
援

教
室

「
ふ

れ
愛

教
室

」
の

開
設

青
少

年
育

成
課

B
教

室
を

開
設

し
、

小
学

校
児

童
１

名
、

中
学

校
生

徒
１

名
の

参
加

で
あ

っ
た

が
、

そ
れ

ぞ
れ

学
校

復
帰

し
登

校
で

き
る

よ
う

に
な

っ
た

。

学
校

園
、

家
庭

、
地

域
、

関
係

機
関

と
の

連
携

を
生

か
し

、
問

題
行

動
の

未
然

防
止

と
、

早
期

発
見

・
早

期
対

応
に

努
め

ま
す

。
生

徒
非

行
防

止
対

策
事

業
の

推
進

関
係

機
関

が
参

加
す

る
１

市
２

町
中

学
校

生
徒

指
導

担
当

者
会

の
開

催
（
毎

月
１

回
）

青
少

年
育

成
課

B
年

間
1
2
回

実
施

し
、

情
報

交
換

し
生

徒
指

導
担

当
教

員
の

ス
キ

ル
ア

ッ
プ

と
連

携
を

図
る

こ
と

が
で

き
た

。

重
点

目
標

評
価

：
Ｂ

個
別

評
価

◆
　

い
じ

め
、

不
登

校
及

び
問

題
行

動
等

に
対

す
る

取
組

の
推

進
学

校
生

活
適

応
推

進
事

業
の

推
進

◆
　

学
校

不
適

応
児

童
・

生
徒

に
対

す
る

指
導

や
支

援
の

充
実

14



⑩
　

教
職

員
を

支
え

る
学

校
園

の
組

織
力

の
充

実
を

図
る

具
体

的
な

方
針

最
重

要
取

組
事

項
教

育
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
2
0
1
6
　

記
載

内
容

関
連

事
業

名
・
実

施
内

容
評

価
指

標
（
数

値
目

標
）

担
当

所
属

◆
　

学
校

園
評

価
等

を
活

用
し

た
よ

り
効

果
的

な
学

校
園

の
運

営

学
校

園
評

価
を

活
用

す
る

と
と

も
に

、
結

果
を

積
極

的
に

公
表

す
る

こ
と

で
、

更
な

る
充

実
に

向
け

て
、

学
校

園
運

営
の

改
善

を
図

り
ま

す
。

学
校

園
評

価
の

充
実

学
校

園
評

価
に

基
づ

き
、

改
善

を
図

っ
た

学
校

園
1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

全
て

の
学

校
園

に
お

い
て

、
学

校
園

評
価

に
基

づ
き

改
善

が
図

ら
れ

た
。

校
長

会
等

と
の

定
期

的
な

情
報

交
換

を
通

し
て

、
校

長
が

リ
ー

ダ
ー

シ
ッ

プ
を

発
揮

で
き

る
よ

う
に

側
面

的
な

支
援

を
行

い
ま

す
。

計
画

訪
問

の
実

施
に

際
し

、
必

ず
管

理
主

事
が

参
加

す
る

計
画

訪
問

の
実

施
率

1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

達
成

率
は

７
５

％
で

あ
っ

た
が

、
校

長
会

等
で

情
報

交
換

を
行

い
、

管
理

主
事

が
日

常
的

に
側

面
的

な
支

援
を

行
う

な
ど

、
人

事
異

動
も

含
め

て
成

果
は

あ
っ

た
。

管
理

職
を

対
象

と
し

た
学

校
組

織
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
研

修
の

充
実

や
、

次
代

を
担

う
主

幹
教

諭
等

を
対

象
と

し
た

研
修

の
充

実
に

努
め

ま
す

。
主

幹
教

諭
等

を
対

象
と

し
た

研
修

会
の

実
施

研
修

計
画

の
実

施
率

1
0
0
％

学
校

教
育

課
A

研
修

会
を

計
画

通
り

1
0
0
％

実
施

し
た

。
こ

の
こ

と
に

よ
り

、
各

校
に

お
け

る
学

校
組

織
マ

ネ
ジ

メ
ン

ト
及

び
学

校
運

営
の

企
画

・
調

整
、

教
職

員
の

資
質

向
上

等
に

十
分

な
成

果
が

あ
っ

た
。

校
務

用
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
の

適
切

な
配

備
に

よ
り

、
校

務
処

理
の

効
率

化
を

図
り

ま
す

。
校

務
用

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

を
す

べ
て

W
in

d
o
w

s7
以

降
の

Ｏ
Ｓ

に
更

新
す

る
校

務
用

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

に
つ

い
て

W
in

d
o
w

s7
以

降
の

Ｏ
Ｓ

化
1
0
0
%

教
育

研
究

所
A

O
S
の

更
新

を
1
0
0
％

達
成

し
た

。
こ

の
こ

と
に

よ
り

、
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
レ

ベ
ル

を
向

上
す

る
こ

と
で

、
校

務
処

理
を

効
率

化
で

き
た

。

退
職

教
員

や
大

学
生

等
の

外
部

人
材

を
、

部
活

動
外

部
技

術
指

導
者

等
と

し
て

積
極

的
に

活
用

し
ま

す
。

い
き

い
き

運
動

部
活

動
支

援
事

業
や

中
学

校
外

部
技

術
指

導
者

派
遣

の
推

進
活

用
し

た
学

校
の

満
足

度
9
0
％

学
校

教
育

課
A

い
き

い
き

運
動

部
活

動
支

援
事

業
や

中
学

校
外

部
技

術
指

導
者

派
遣

を
活

用
し

た
学

校
の

満
足

度
は

、
1
0
0
％

で
あ

っ
た

。

教
職

員
が

精
神

的
な

ゆ
と

り
を

持
っ

て
一

人
一

人
の

児
童

生
徒

と
向

き
合

う
時

間
を

確
保

す
る

た
め

に
、

「
教

職
員

の
勤

務
時

間
適

正
化

新
対

策
プ

ラ
ン

」
を

推
進

し
ま

す
。

「
定

時
退

勤
日

」
「
ノ

ー
部

活
デ

ー
」
「
ノ

ー
会

議
デ

ー
」
の

完
全

実
施

実
施

率
1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

各
校

の
実

態
に

応
じ

た
取

組
を

実
施

し
て

き
た

が
、

1
0
0
％

に
は

至
ら

な
か

っ
た

。
２

中
学

校
の

報
告

が
県

の
先

進
事

例
集

に
取

り
上

げ
ら

れ
る

な
ど

、
成

果
は

出
て

い
る

が
、

新
年

度
も

引
き

続
き

取
り

組
ん

で
い

く
必

要
が

あ
る

。

産
業

医
に

よ
る

職
場

巡
視

を
実

施
し

、
産

業
医

の
ア

ド
バ

イ
ス

を
基

に
職

場
環

境
の

改
善

に
努

め
ま

す
。

産
業

医
に

よ
る

職
場

巡
視

の
実

施
計

画
訪

問
の

実
施

率
1
0
0
％

学
校

教
育

課
A

全
学

校
に

職
員

安
全

衛
生

委
員

会
を

設
置

し
、

年
２

回
統

括
安

全
衛

生
委

員
会

を
実

施
し

た
。

ま
た

産
業

医
に

よ
る

職
場

巡
視

を
1
0
0
％

（
対

象
校

８
校

）
実

施
し

、
職

場
の

安
全

衛
生

に
つ

い
て

指
導

を
行

っ
た

。

学
校

安
全

衛
生

委
員

会
の

充
実

を
図

る
と

と
も

に
、

教
職

員
の

安
全

及
び

健
康

の
保

持
増

進
に

努
め

ま
す

。
職

員
数

5
0
名

以
上

の
職

場
で

は
、

年
３

回
。

5
0
人

未
満

の
職

場
で

は
年

１
回

の
学

校
安

全
衛

生
委

員
会

の
実

施
実

施
率

1
0
0
％

学
校

教
育

課
A

各
学

校
で

職
員

数
に

応
じ

て
、

職
員

安
全

衛
生

委
員

会
を

開
催

し
、

実
施

率
は

1
0
0
%
で

あ
る

。
管

理
職

及
び

関
係

教
職

員
が

課
題

を
共

有
し

、
産

業
医

か
ら

改
善

点
に

つ
い

て
指

導
を

受
け

て
い

る
。

全
て

の
教

職
員

が
心

身
と

も
に

健
康

で
働

け
る

よ
う

に
メ

ン
タ

ル
ヘ

ル
ス

の
保

持
増

進
に

努
め

ま
す

。

全
教

職
員

へ
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
を

実
施

し
、

高
ス

ト
レ

ス
状

態
を

申
し

出
た

教
職

員
に

対
し

医
師

の
面

接
を

受
け

る
こ

と
が

で
き

る
体

制
の

整
備

整
備

率
1
0
0
％

学
校

教
育

課
A

平
成

2
8
年

度
か

ら
健

康
診

断
時

に
市

内
全

教
職

員
を

対
象

に
ス

ト
レ

ス
チ

ェ
ッ

ク
を

完
全

実
施

し
、

受
診

者
に

結
果

通
知

を
行

っ
た

。
高

ス
ト

レ
ス

判
定

を
受

け
た

教
職

員
の

う
ち

希
望

者
に

対
し

て
、

産
業

医
ま

た
は

健
康

相
談

医
の

指
導

を
受

け
る

体
制

も
整

え
た

。

３ ３３３
　

　
　

　
　

　
　

　
信

頼
信

頼
信

頼
信

頼
さ

れ
る

さ
れ

る
さ

れ
る

さ
れ

る
教

育
教

育
教

育
教

育
の ののの

環
境

環
境

環
境

環
境

重
点

目
標

評
価

：
Ａ

個
別

評
価

◆
　

学
校

園
組

織
の

運
営

体
制

の
強

化

◆
　

子
ど

も
と

向
き

合
う

時
間

の
確

保

◆
　

教
職

員
の

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
の

充
実
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⑪
　

教
職

員
の

資
質

能
力

の
向

上
を

図
る

具
体

的
な

方
針

最
重

要
取

組
事

項
教

育
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
2
0
1
6
　

記
載

内
容

関
連

事
業

名
・
実

施
内

容
評

価
指

標
（
数

値
目

標
）

担
当

所
属

授
業

方
法

に
つ

い
て

専
門

性
を

も
っ

た
大

学
教

授
と

の
実

践
共

同
研

究
を

実
施

し
、

授
業

力
の

向
上

を
支

援
し

ま
す

。
若

手
教

員
授

業
力

向
上

（
大

学
教

授
と

の
実

践
共

同
研

究
）
の

推
進

実
践

共
同

研
究

実
施

回
数

（
年

間
６

回
）

教
育

研
究

所
A

若
手

教
員

を
対

象
に

講
義

と
研

究
授

業
を

計
６

回
実

施
し

、
授

業
力

の
向

上
を

支
援

し
た

。

計
画

的
な

学
校

園
訪

問
を

通
し

て
、

教
員

の
保

育
・
授

業
等

の
指

導
力

向
上

を
支

援
し

ま
す

。
計

画
訪

問
の

実
施

計
画

訪
問

1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

計
画

訪
問

に
つ

い
て

、
年

度
当

初
の

計
画

通
り

全
対

象
校

に
実

施
し

た
。

初
任

者
研

修
の

充
実

実
施

回
数

（
年

間
３

回
）

教
育

研
究

所
A

教
職

員
と

し
て

身
に

つ
け

て
お

く
べ

き
事

柄
に

つ
い

て
幅

広
く
研

修
（
年

間
３

回
）
を

行
っ

た
。

管
理

職
研

修
講

座
（
校

長
・
教

頭
研

修
）
の

充
実

実
施

回
数

（
年

間
４

回
）

教
育

研
究

所
B

学
校

運
営

や
若

手
教

員
の

育
成

に
つ

い
て

実
態

に
即

し
た

研
修

（
年

間
４

回
）
を

行
っ

た
。

指
定

研
修

講
座

（
教

務
研

修
）
の

充
実

研
修

内
容

満
足

度
9
0
％

以
上

教
育

研
究

所
B

満
足

度
は

9
0
%
以

上
で

あ
り

、
実

務
に

即
し

た
研

修
を

行
っ

た
こ

と
で

、
各

教
務

担
当

が
自

校
の

特
色

を
生

か
し

て
実

践
し

た
。

加
古

川
市

教
職

員
研

修
会

（
全

教
職

員
対

象
）
の

充
実

研
修

内
容

満
足

度
8
0
％

以
上

教
育

研
究

所
B

満
足

度
は

8
2
％

で
あ

り
、

教
職

員
の

ニ
ー

ズ
に

合
致

し
た

内
容

で
実

施
で

き
た

。

教
育

講
演

会
の

開
催

教
育

講
演

会
の

実
施

教
育

研
究

所
B

キ
ャ

リ
ア

ス
テ

ー
ジ

に
応

じ
た

講
演

会
を

実
施

し
た

。

各
種

基
本

研
修

講
座

の
充

実
研

修
内

容
満

足
度

 9
0
％

以
上

教
育

研
究

所
B

満
足

度
は

9
7
%
以

上
と

高
く
、

参
加

者
が

研
修

後
の

教
育

活
動

に
研

修
内

容
を

生
か

せ
た

。

研
究

員
に

よ
る

教
育

課
題

の
解

決
に

向
け

た
実

践
研

究
の

成
果

を
学

校
園

に
提

供
し

ま
す

。
教

育
研

究
所

研
究

員
に

よ
る

実
践

研
究

の
成

果
提

供
研

究
発

表
会

の
実

施
お

よ
び

研
究

紀
要

を
市

内
全

学
校

に
配

付
教

育
研

究
所

B
研

究
発

表
会

を
実

施
し

、
研

究
紀

要
を

市
内

全
学

校
に

配
付

す
る

こ
と

で
、

研
究

成
果

を
広

め
る

こ
と

が
で

き
た

。

◆
　

教
員

免
許

状
更

新
講

習
を

通
し

た
資

質
能

力
の

向
上

各
教

職
員

の
免

許
状

更
新

講
習

修
了

確
認

期
限

等
を

把
握

し
、

教
員

免
許

状
の

更
新

が
確

実
に

実
施

さ
れ

る
よ

う
指

導
を

徹
底

し
ま

す
。

対
象

者
に

対
す

る
講

習
の

受
講

確
認

と
申

請
手

続
き

の
実

施
対

象
者

に
対

す
る

実
施

率
1
0
0
％

学
校

教
育

課
A

平
成

2
9
年

１
月

末
ま

で
に

更
新

手
続

き
を

終
了

し
な

け
れ

ば
な

ら
な

い
対

象
教

員
全

員
が

手
続

き
を

完
了

し
た

。

◆
　

指
導

力
の

向
上

を
要

す
る

教
員

へ
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
の

充
実

指
導

力
向

上
を

要
す

る
と

思
わ

れ
る

教
員

の
早

期
発

見
、

早
期

対
応

を
行

う
た

め
県

教
育

委
員

会
の

教
職

員
支

援
相

談
員

等
と

も
連

携
し

た
フ

ォ
ロ

ー
ア

ッ
プ

体
制

を
整

え
ま

す
。

指
導

力
向

上
を

要
す

る
教

員
の

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
の

充
実

学
校

長
の

要
請

に
対

す
る

実
施

率
1
0
0
％

学
校

教
育

課
A

年
度

当
初

か
ら

対
象

と
な

る
教

員
を

把
握

す
る

た
め

の
調

査
を

実
施

し
、

県
教

委
に

報
告

す
る

と
と

も
に

、
学

校
か

ら
の

要
請

に
応

じ
た

対
応

を
1
0
0
％

実
施

し
た

。
ま

た
、

県
の

メ
ン

タ
ル

ヘ
ル

ス
ア

ド
バ

イ
ザ

ー
及

び
学

校
支

援
チ

ー
ム

か
ら

の
支

援
体

制
を

構
築

し
た

り
、

関
係

校
の

管
理

職
と

常
に

情
報

を
共

有
し

た
り

す
る

こ
と

で
、

フ
ォ

ロ
ー

ア
ッ

プ
体

制
を

十
分

に
整

備
す

る
こ

と
が

で
き

た
。重

点
目

標
評

価
：
Ｂ

個
別

評
価

経
験

年
数

や
役

割
に

応
じ

た
研

修
を

系
統

化
し

、
効

果
的

な
研

修
を

実
施

し
ま

す
。

◆
　

経
験

年
数

や
役

職
に

応
じ

た
資

質
能

力
向

上
研

修
等

の
推

進
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⑫
　

安
全

・
安

心
で

、
質

の
高

い
教

育
を

支
え

る
環

境
を

整
備

す
る

具
体

的
な

方
針

最
重

要
取

組
事

項
教

育
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
2
0
1
6
　

記
載

内
容

関
連

事
業

名
・
実

施
内

容
評

価
指

標
（
数

値
目

標
）

担
当

所
属

◎
学

校
施

設
の

老
朽

化
対

策
を

行
い

ま
す

。
内

部
設

備
及

び
ト

イ
レ

等
を

中
心

と
し

た
改

修
工

事
の

実
施

（
小

学
校

３
校

、
中

学
校

２
校

）
実

施
率

1
0
0
％

教
育

総
務

課
B

予
定

し
て

い
た

小
学

校
３

校
及

び
中

学
校

２
校

に
つ

い
て

改
修

工
事

を
実

施
し

た
。

社
会

的
要

請
や

教
育

内
容

、
教

育
方

法
等

の
変

化
に

応
じ

た
快

適
な

教
育

環
境

の
あ

り
方

に
つ

い
て

検
討

を
行

う
た

め
、

学
校

施
設

の
現

状
把

握
と

課
題

の
整

理
を

行
い

ま
す

。
市

内
全

小
中

学
校

の
現

地
調

査
を

2
か

年
に

わ
た

り
実

施
実

施
率

5
0
％

教
育

総
務

課
C

現
地

調
査

の
項

目
の

う
ち

、
約

３
割

を
占

め
る

外
壁

調
査

に
つ

い
て

は
、

全
学

校
に

お
い

て
実

施
で

き
た

が
、

全
体

の
７

割
を

占
め

る
内

装
及

び
内

部
設

備
等

の
調

査
に

つ
い

て
は

実
施

で
き

な
か

っ
た

。
今

後
は

、
業

務
委

託
等

も
含

め
、

実
施

方
法

の
見

直
し

を
検

討
す

る
。

◆
　

中
学

校
給

食
の

実
現

◎
中

学
校

給
食

の
実

施
に

向
け

た
準

備
を

進
め

ま
す

。
中

学
校

給
食

準
備

事
業

セ
ン

タ
ー

建
設

予
定

地
の

調
査

及
び

関
係

機
関

と
の

調
整

学
務

課
A

セ
ン

タ
ー

建
設

予
定

地
の

イ
ン

フ
ラ

状
況

や
測

量
な

ど
調

査
及

び
県

等
関

係
機

関
と

調
整

を
行

っ
た

。
ま

た
、

懇
話

会
を

開
催

し
、

学
校

、
保

護
者

等
に

意
見

を
聞

い
た

。

◆
　

学
校

図
書

館
の

整
備

の
推

進
学

校
図

書
の

蔵
書

数
の

充
実

に
努

め
ま

す
。

学
校

図
書

館
図

書
の

充
実

学
校

図
書

館
図

書
標

準
に

基
づ

く
整

備
率

前
年

比
増

教
育

総
務

課
B

小
学

校
は

8
5
.6

％
（
3
.0

％
増

）
、

中
学

校
は

7
2
.6

％
（
1
.7

％
増

）
、

特
別

支
援

学
校

は
5
2
.1

％
（
0
.8

％
減

）
で

あ
っ

た
。

特
別

支
援

学
校

を
は

じ
め

、
小

学
校

・
中

学
校

に
つ

い
て

も
計

画
的

な
整

備
を

進
め

る
。

◆
　

教
材

・
教

具
の

整
備

の
推

進
学

校
園

の
教

材
・
教

具
の

充
実

に
努

め
ま

す
。

理
科

教
育

設
備

の
充

実
整

備
済

額
前

年
比

増
教

育
総

務
課

B
前

年
比

で
2
.2

6
％

の
増

と
な

っ
た

。

ＩＣ
Ｔ

環
境

の
整

備
・
充

実
に

努
め

、
有

効
な

機
器

活
用

方
法

の
支

援
を

行
い

ま
す

。
学

校
園

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

ー
保

守
委

託
事

業
の

充
実

保
守

委
託

業
者

と
の

情
報

交
換

を
月

１
回

実
施

教
育

研
究

所
B

保
守

状
況

を
も

と
に

、
IC

T
環

境
の

充
実

、
機

器
活

用
の

支
援

を
行

っ
た

。

学
校

園
の

情
報

提
供

を
促

進
す

る
た

め
、

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

の
活

性
化

を
図

り
ま

す
。

学
校

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

の
活

用
の

推
進

ＩＣ
Ｔ

担
当

者
会

を
年

間
２

回
実

施
、

学
校

園
Ｈ

Ｐ
研

修
会

を
実

施
教

育
研

究
所

B
情

報
発

信
の

必
要

性
、

操
作

手
順

等
の

研
修

が
、

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

の
活

用
に

つ
な

が
っ

た
。

IC
T
の

特
長

を
生

か
し

た
教

育
の

質
の

向
上

を
図

り
ま

す
。

IC
T
機

器
の

活
用

の
充

実
教

員
１

人
に

つ
き

年
間

３
回

以
上

の
活

用
教

育
研

究
所

B
機

器
の

整
備

・
充

実
に

伴
い

、
活

用
頻

度
が

増
え

、
教

育
の

質
の

向
上

に
つ

な
が

っ
た

。

効
果

的
な

授
業

づ
く
り

に
役

立
て

ら
れ

る
機

器
の

整
備

に
努

め
ま

す
。

ＩＣ
Ｔ

環
境

の
整

備
・
充

実
プ

ロ
ジ

ェ
ク

タ
・
書

画
カ

メ
ラ

の
整

備
（
４

学
級

に
1
台

）
教

育
総

務
課

B
３

～
４

学
級

に
１

台
の

状
況

と
な

っ
て

い
る

。

校
務

用
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
の

計
画

的
な

更
新

な
ど

、
機

器
の

充
実

を
図

り
ま

す
。

ＩＣ
Ｔ

環
境

の
整

備
・
充

実
校

務
用

コ
ン

ピ
ュ

ー
タ

整
備

率
1
0
0
%
維

持
教

育
総

務
課

B
H

2
8
も

校
務

用
コ

ン
ピ

ュ
ー

タ
の

入
れ

替
え

（
3
6
0
台

）
を

実
施

し
た

。
引

き
続

き
、

計
画

的
に

導
入

・
入

れ
替

え
を

進
め

る
。

◆
　

教
育

に
関

す
る

研
究

成
果

等
の

蓄
積

・
活

用

本
市

及
び

他
市

の
研

究
冊

子
等

を
整

理
・
保

管
し

、
そ

れ
ら

を
活

用
で

き
る

よ
う

、
学

校
園

に
情

報
の

提
供

を
行

い
ま

す
。

教
育

研
究

所
に

よ
る

研
究

紀
要

の
発

行
、

他
市

研
究

冊
子

等
の

整
理

・
保

管

研
究

員
発

表
会

を
開

催
し

、
全

参
加

者
、

市
内

全
学

校
園

、
関

係
機

関
、

次
年

度
の

全
研

究
員

に
研

究
紀

要
を

配
付

教
育

研
究

所
B

研
究

紀
要

を
配

付
す

る
と

と
も

に
、

他
府

県
市

町
の

研
究

・
研

修
に

つ
い

て
情

報
提

供
を

行
っ

た
。

子
ど

も
た

ち
が

安
全

に
登

下
校

で
き

る
よ

う
、

地
域

の
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
等

に
よ

る
安

全
立

ち
番

な
ど

、
地

域
ぐ

る
み

で
子

ど
も

の
安

全
を

見
守

る
環

境
の

整
備

を
支

援
し

ま
す

。

学
校

園
支

援
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
に

よ
る

登
下

校
中

の
安

全
見

守
り

活
動

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

等
に

よ
る

安
全

見
守

り
活

動
実

施
率

1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

等
に

よ
る

安
全

見
守

り
活

動
実

施
率

が
1
0
0
％

で
あ

っ
た

。

通
学

路
の

危
険

箇
所

対
策

に
つ

い
て

道
路

管
理

者
等

と
連

携
し

、
継

続
的

な
取

組
を

推
進

す
る

と
と

も
に

保
護

者
、

地
域

の
関

係
団

体
、

防
犯

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

等
と

の
連

携
の

も
と

、
登

下
校

時
の

安
全

確
保

に
努

め
ま

す
。

交
通

安
全

指
導

員
の

配
置

及
び

通
学

路
交

通
安

全
プ

ロ
グ

ラ
ム

の
実

施

通
学

路
交

通
安

全
プ

ロ
グ

ラ
ム

に
基

づ
き

、
国

、
県

、
市

の
道

路
管

理
者

等
関

係
機

関
と

連
携

し
、

通
学

路
の

危
険

箇
所

の
合

同
点

検
を

実
施

（
６

校
）

学
務

課
B

通
学

路
の

合
同

点
検

を
実

施
し

、
電

柱
幕

や
減

速
マ

ー
ク

の
設

置
の

ほ
か

、
カ

ー
ブ

ミ
ラ

ー
の

調
整

や
路

面
補

修
を

行
っ

た
。

（
１

校
は

対
象

箇
所

が
な

か
っ

た
た

め
、

５
校

で
実

施
）

「
こ

ど
も

を
守

る
1
1
0
番

の
家

」
の

加
入

を
促

進
し

、
地

域
ぐ

る
み

で
子

ど
も

を
守

り
育

て
る

と
い

う
意

識
の

高
揚

に
努

め
ま

す
。

「
こ

ど
も

を
守

る
1
1
0
番

の
家

」
の

設
置

青
少

年
育

成
連

絡
協

議
会

を
中

心
に

「
こ

ど
も

を
守

る
1
1
0
番

の
家

」
設

置
の

推
進

（
1
,3

0
0
軒

）
青

少
年

育
成

課
B

「
こ

ど
も

を
守

る
1
1
0
番

の
家

」
の

設
置

1
,2

5
5
軒

で
あ

り
、

更
な

る
啓

発
活

動
が

必
要

で
あ

る
。

「
不

審
者

情
報

マ
ッ

プ
」
や

、
「
子

ど
も

安
全

ネ
ッ

ト
か

こ
が

わ
」
を

よ
り

効
果

的
に

活
用

す
る

た
め

、
関

係
機

関
に

各
サ

ー
ビ

ス
に

つ
い

て
周

知
を

行
い

ま
す

。
市

内
全

学
校

園
へ

活
用

を
促

す
通

知
文

発
送

不
審

者
情

報
マ

ッ
プ

の
H

P
ア

ク
セ

ス
数

及
び

子
ど

も
安

全
ネ

ッ
ト

か
こ

が
わ

の
登

録
者

数
の

前
年

度
比

増
（
H

2
7
ア

ク
セ

ス
数

：
3
,7

0
2
、

H
2
7
登

録
者

数
：

2
,8

7
4
）

教
育

総
務

課
B

ア
ク

セ
ス

数
（
4
,5

6
7
）
及

び
登

録
者

数
（
3
,2

5
6
）
が

い
ず

れ
も

前
年

度
比

増
と

な
っ

た
。

重
点

目
標

評
価

：
Ｂ

個
別

評
価

◆
　

教
育

施
設

の
老

朽
化

対
策

等
の

環
境

整
備

◆
　

学
校

園
の

ＩＣ
Ｔ

環
境

の
整

備
・
充

実

◆
　

地
域

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

等
と

の
連

携
や

ＩＣ
Ｔ

の
活

用
に

よ
る

学
校

園
内

外
の

安
全

確
保

17



⑬
　

教
育

委
員

会
の

機
能

の
充

実
を

図
る

具
体

的
な

方
針

最
重

要
取

組
事

項
教

育
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
2
0
1
6
　

記
載

内
容

関
連

事
業

名
・
実

施
内

容
評

価
指

標
（
数

値
目

標
）

担
当

所
属

◆
　

教
育

委
員

会
の

活
性

化
教

育
委

員
が

、
教

育
現

場
の

状
況

や
地

域
・
保

護
者

の
ニ

ー
ズ

を
よ

り
把

握
で

き
る

よ
う

、
授

業
参

観
や

施
設

の
視

察
等

を
含

め
た

学
校

園
訪

問
を

実
施

し
ま

す
。

教
育

委
員

に
よ

る
学

校
園

訪
問

学
校

園
訪

問
の

実
施

回
数

（
延

べ
1
5
回

以
上

）
教

育
総

務
課

Ａ
４

名
の

教
育

委
員

が
延

べ
1
7
回

の
学

校
園

訪
問

を
実

施
し

た
。

◆
　

教
育

委
員

会
制

度
改

革
へ

の
対

応
地

域
住

民
へ

の
説

明
責

任
を

果
た

す
た

め
、

教
育

委
員

会
の

会
議

録
を

迅
速

に
ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
へ

公
開

し
ま

す
。

教
育

委
員

会
議

録
の

公
開

会
議

録
承

認
後

１
週

間
以

内
の

公
開

の
徹

底
教

育
総

務
課

Ａ
会

議
録

承
認

後
、

原
則

翌
日

ま
で

に
は

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

に
公

開
し

た
。

◆
　

教
育

委
員

会
の

点
検

及
び

評
価

の
実

施
教

育
委

員
会

の
事

務
の

管
理

及
び

執
行

の
状

況
に

つ
い

て
、

第
２

期
「
か

こ
が

わ
教

育
ビ

ジ
ョ

ン
」
の

1
5
の

重
点

目
標

に
即

し
た

点
検

・
評

価
を

行
い

、
公

表
し

ま
す

。
教

育
委

員
会

の
事

務
の

管
理

及
び

執
行

の
状

況
に

対
す

る
点

検
・
評

価
公

表
ペ

ー
ジ

の
ア

ク
セ

ス
数

前
年

度
比

増
（
H

2
7
ア

ク
セ

ス
数

：
3
5
7
）

教
育

総
務

課
B

ア
ク

セ
ス

数
（
4
1
0
）
が

前
年

度
比

増
と

な
っ

た
。

重
点

目
標

評
価

：
Ａ

個
別

評
価
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⑭
　

生
涯

学
習

の
推

進
と

学
習

成
果

を
生

か
す

地
域

を
つ

く
る

具
体

的
な

方
針

最
重

要
取

組
事

項
教

育
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
2
0
1
6
　

記
載

内
容

関
連

事
業

名
・
実

施
内

容
評

価
指

標
（
数

値
目

標
）

担
当

所
属

住
民

の
自

己
学

習
の

支
援

と
読

書
活

動
の

機
会

を
提

供
す

る
た

め
に

集
会

事
業

等
の

各
種

事
業

を
実

施
し

ま
す

。
読

書
講

演
会

や
各

種
講

座
の

開
催

読
書

講
演

会
、

読
書

講
座

を
各

1
回

以
上

実
施

中
央

図
書

館
B

読
書

講
演

会
１

回
、

読
書

講
座

２
回

を
実

施
し

、
参

加
者

の
読

書
啓

発
に

つ
な

が
っ

た
。

レ
フ

ァ
レ

ン
ス

サ
ー

ビ
ス

（
調

査
相

談
）
を

充
実

さ
せ

る
こ

と
で

、
住

民
の

学
習

活
動

に
お

い
て

課
題

解
決

に
役

立
つ

た
め

の
資

料
と

情
報

の
提

供
に

努
め

ま
す

。
レ

フ
ァ

レ
ン

ス
サ

ー
ビ

ス
（
調

査
相

談
）
の

周
知

と
利

用
促

進
を

図
る

調
べ

方
案

内
の

作
成

（
２

種
類

以
上

）
、

参
考

図
書

の
整

備
中

央
図

書
館

B
参

考
図

書
の

整
備

、
更

新
は

適
切

に
行

っ
た

が
、

一
般

用
の

調
べ

方
案

内
の

作
成

が
で

き
な

か
っ

た
。

計
画

的
、

多
角

的
に

資
料

収
集

と
提

供
に

努
め

、
図

書
館

利
用

の
促

進
を

図
り

ま
す

。
電

子
図

書
を

含
め

た
資

料
の

収
集

及
び

提
供

（
閲

覧
・
貸

出
）

の
強

化

・
開

架
図

書
数

の
７

％
以

上
の

新
刊

受
入

と
前

年
度

以
上

の
貸

出
実

績
（
従

来
の

紙
媒

体
資

料
）

・
電

子
図

書
館

サ
ー

ビ
ス

の
開

始
中

央
図

書
館

B
新

刊
受

入
率

は
中

央
8
.5

%
、

加
古

川
5
.2

%
、

貸
出

実
績

は
前

年
度

比
で

中
央

3
.5

%
減

、
加

古
川

６
%
減

で
あ

っ
た

。
な

お
、

電
子

図
書

館
サ

ー
ビ

ス
に

つ
い

て
は

７
月

に
開

始
し

た
。

少
年

自
然

の
家

で
は

、
よ

り
多

く
の

子
ど

も
た

ち
や

親
子

が
自

然
と

触
れ

合
え

る
よ

う
、

野
外

活
動

や
天

体
観

測
な

ど
の

自
然

体
験

プ
ロ

グ
ラ

ム
の

充
実

に
努

め
ま

す
。

自
然

体
験

活
動

指
導

事
業

の
充

実
親

子
を

対
象

と
し

た
出

張
天

体
観

測
室

を
学

校
園

等
で

実
施

（
年

1
0
ヵ

所
以

上
）

少
年

自
然

の
家

B
天

候
の

都
合

に
よ

り
８

ヵ
所

の
み

の
実

施
で

あ
っ

た
が

、
参

加
者

は
親

子
合

わ
せ

て
約

1
,7

0
0
人

と
昨

年
実

績
の

1
,5

0
0
人

を
上

回
っ

た
。

公
民

館
が

、
地

域
づ

く
り

の
拠

点
と

し
て

機
能

す
る

よ
う

に
、

地
域

住
民

の
自

主
的

な
活

動
へ

の
支

援
を

積
極

的
に

行
い

ま
す

。
地

域
人

材
育

成
事

業
の

推
進

（
地

域
活

動
を

推
進

す
る

リ
ー

ダ
ー

や
各

種
地

域
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
の

養
成

事
業

の
推

進
）

事
業

に
参

画
す

る
ボ

ラ
ン

テ
ィ

ア
6
0
人

社
会

教
育

・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

A
1
0
公

民
館

で
実

施
し

、
2
5
1
人

が
事

業
に

参
画

し
た

。

公
民

館
が

実
施

す
る

講
座

の
修

了
者

に
、

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

と
し

て
地

域
活

動
や

学
校

支
援

活
動

へ
の

参
加

を
呼

び
か

け
る

な
ど

、
市

民
と

の
協

働
に

よ
り

地
域

活
性

化
を

図
る

と
と

も
に

、
学

び
と

実
践

の
一

体
化

を
推

進
し

ま
す

。
公

民
館

を
場

と
し

た
子

育
て

支
援

事
業

の
推

進
事

業
に

参
画

す
る

ボ
ラ

ン
テ

ィ
ア

人
数

延
べ

1
2
0
人

社
会

教
育

・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

B
全

て
の

公
民

館
で

実
施

し
、

1
0
8
人

が
参

画
し

た
。

公
民

館
に

お
い

て
、

人
権

尊
重

の
意

識
を

高
め

る
研

修
や

学
習

を
実

施
し

ま
す

。
地

域
人

材
育

成
事

業
の

推
進

（
公

民
館

登
録

団
体

等
利

用
者

を
対

象
と

し
た

人
権

教
育

の
推

進
）

全
市

登
録

団
体

人
権

教
育

研
修

会
の

参
加

者
1
2
0

人
社

会
教

育
・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

B
参

加
者

数
1
1
2
人

で
あ

っ
た

。

日
常

生
活

の
中

で
お

互
い

の
人

権
を

尊
重

し
、

共
に

生
き

る
社

会
の

実
現

を
目

指
し

、
町

内
懇

談
会

等
の

人
権

学
習

･交
流

活
動

を
推

進
し

ま
す

。
町

内
懇

談
会

の
実

施
実

施
率

1
0
0
％

人
権

文
化

セ
ン

タ
ー

A
各

小
学

校
区

同
協

事
務

局
の

事
業

報
告

書
に

よ
る

実
績

、
人

権
学

習
、

交
流

活
動

を
推

進
で

き
た

。

｢人
権

を
大

切
に

す
る

市
民

運
動

推
進

強
調

月
間

」
(８

月
)や

｢人
権

週
間

｣(
1
2
月

)
に

、
講

演
会

や
研

修
会

等
を

実
施

す
る

と
と

も
に

、
小

・
中

学
生

の
作

品
を

活
用

し
た

人
権

啓
発

活
動

を
行

い
ま

す
。

人
権

啓
発

作
品

募
集

の
充

実
全

小
中

養
護

学
校

参
加

率
1
0
0
％

人
権

文
化

セ
ン

タ
ー

B
参

加
率

9
8
％

で
、

作
品

を
活

用
し

た
啓

発
活

動
が

推
進

で
き

た
。

人
権

意
識

の
向

上
を

目
指

し
、

ふ
れ

あ
い

フ
ェ

ス
テ

ィ
バ

ル
や

人
権

文
化

セ
ン

タ
ー

、
各

公
民

館
エ

リ
ア

で
の

人
権

学
習

講
座

等
を

実
施

し
ま

す
。

人
権

フ
ォ

ー
ラ

ム
の

開
催

参
加

者
の

満
足

度
8
0
％

以
上

人
権

文
化

セ
ン

タ
ー

A
参

加
者

ア
ン

ケ
ー

ト
満

足
度

8
7
％

で
、

市
民

啓
発

に
つ

な
が

る
取

組
で

あ
っ

た
。

人
権

を
大

切
に

し
た

ま
ち

づ
く
り

を
推

進
す

る
た

め
、

加
古

川
市

人
権

・
同

和
教

育
協

議
会

等
の

関
係

団
体

と
の

連
携

を
推

進
し

ま
す

。
市

人
権

・
同

和
教

育
協

議
会

等
の

関
係

団
体

と
の

連
携

市
人

権
・
同

和
教

育
協

議
会

へ
の

参
加

人
権

文
化

セ
ン

タ
ー

A
常

任
理

事
・
理

事
と

し
て

会
議

、
研

修
等

に
参

加
、

各
種

団
体

と
の

連
携

が
図

れ
た

。

「
第

４
次

加
古

川
市

男
女

共
同

参
画

行
動

計
画

」
に

基
づ

き
、

男
女

共
同

参
画

社
会

の
実

現
に

向
け

た
学

習
機

会
の

充
実

を
図

り
ま

す
。

男
女

共
同

参
画

セ
ミ

ナ
ー

等
の

開
催

参
加

者
の

満
足

度
9
5
％

以
上

男
女

共
同

参
画

セ
ン

タ
ー

A
参

加
者

ア
ン

ケ
ー

ト
か

ら
満

足
度

は
9
5
.2

％
で

あ
り

、
目

標
を

達
成

で
き

た
。

今
後

も
幅

広
い

年
代

の
参

加
を

促
す

よ
う

な
テ

ー
マ

を
設

定
し

、
学

習
機

会
を

提
供

し
て

い
く
。

◎
加

古
川

市
ス

ポ
ー

ツ
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
委

員
会

が
主

催
す

る
加

古
川

市
民

ス
ポ

ー
ツ

カ
ー

ニ
バ

ル
等

を
通

じ
て

、
市

民
の

ス
ポ

ー
ツ

実
施

率
の

向
上

を
目

指
し

ま
す

。
加

古
川

市
ス

ポ
ー

ツ
ネ

ッ
ト

ワ
ー

ク
委

員
会

の
活

動
支

援
加

古
川

市
民

ス
ポ

ー
ツ

カ
ー

ニ
バ

ル
等

の
参

加
者

（
参

加
者

5
,0

0
0
以

上
）

社
会

教
育

・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

B
加

古
川

市
民

ス
ポ

ー
ツ

カ
ー

ニ
バ

ル
の

参
加

者
は

、
約

4
,0

0
0
人

で
あ

っ
た

。

加
古

川
市

ス
ポ

ー
ツ

振
興

基
本

計
画

の
「
後

期
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
」
に

基
づ

き
、

効
率

的
な

事
業

の
推

進
を

図
り

ま
す

。
ス

ポ
ー

ツ
振

興
基

本
計

画
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
の

推
進

後
期

ア
ク

シ
ョ

ン
プ

ラ
ン

の
推

進
社

会
教

育
・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

A
週

１
日

以
上

運
動

・
ス

ポ
ー

ツ
を

行
う

市
民

の
割

合
が

5
0
％

に
な

る
こ

と
を

め
ざ

し
て

お
り

、
取

組
当

初
は

3
8
.1

％
だ

っ
た

が
、

今
年

度
は

4
8
.2

％
と

な
っ

た
。

身
近

で
気

軽
に

ス
ポ

ー
ツ

が
で

き
る

環
境

づ
く

り
の

た
め

、
加

古
川

総
合

ス
ポ

ー
ツ

ク
ラ

ブ
へ

の
加

入
促

進
と

支
援

を
行

い
ま

す
。

総
合

型
地

域
ス

ポ
ー

ツ
ク

ラ
ブ

の
支

援
ス

ポ
ー

ツ
ラ

イ
フ

セ
ミ

ナ
ー

で
の

ス
ポ

ー
ツ

ク
ラ

ブ
Ｐ

Ｒ
実

施
率

1
0
0
％

社
会

教
育

・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

A
ス

ポ
ー

ツ
ラ

イ
フ

セ
ミ

ナ
ー

の
す

べ
て

の
会

場
に

お
い

て
、

ス
ポ

ー
ツ

ク
ラ

ブ
の

P
R

を
実

施
し

た
。

ラ
ジ

オ
体

操
等

、
生

活
に

ス
ポ

ー
ツ

を
取

り
入

れ
る

き
っ

か
け

づ
く
り

の
た

め
、

壮
年

層
や

子
育

て
世

代
を

対
象

に
「
ス

ポ
ー

ツ
ラ

イ
フ

セ
ミ

ナ
ー

」
を

、
ス

ポ
ー

ツ
推

進
委

員
が

中
心

と
な

っ
て

、
小

学
校

等
で

実
施

し
ま

す
。

ス
ポ

ー
ツ

推
進

委
員

活
動

の
推

進
ス

ポ
ー

ツ
ラ

イ
フ

セ
ミ

ナ
ー

の
参

加
者

の
満

足
度

8
0
％

社
会

教
育

・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

A
満

足
度

は
、

8
0
.3

％
と

な
り

高
い

評
価

で
あ

っ
た

。

市
民

の
体

力
・
健

康
づ

く
り

を
よ

り
広

く
普

及
す

る
た

め
に

、
加

古
川

市
体

育
協

会
を

通
し

て
、

各
種

の
ス

ポ
ー

ツ
活

動
を

支
援

し
ま

す
。

体
育

協
会

の
活

動
支

援
健

康
・
体

力
づ

く
り

事
業

の
参

加
者

(一
般

参
加

者
1
,2

0
0
人

以
上

)
社

会
教

育
・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

C
全

体
の

参
加

者
の

う
ち

、
協

会
に

所
属

し
て

な
い

一
般

参
加

者
は

、
約

9
4
0
人

で
あ

っ
た

。

重
要

な
文

化
財

を
市

指
定

文
化

財
に

指
定

し
ま

す
。

指
定

文
化

財
数

（
前

年
度

比
）

文
化

財
調

査
研

究
セ

ン
タ

ー
B

指
定

文
化

財
数

は
前

年
度

比
１

増
と

な
っ

た
。

指
定

文
化

財
の

修
理

や
管

理
等

を
行

う
こ

と
で

適
切

な
保

存
を

図
り

ま
す

。
事

業
全

体
の

進
捗

状
況

又
は

結
果

（
前

年
度

比
）

文
化

財
調

査
研

究
セ

ン
タ

ー
B

平
成

1
7
年

度
か

ら
実

施
し

て
き

た
西

条
古

墳
群

史
跡

整
備

事
業

を
完

了
し

た
（
前

年
度

比
±

０
）
。

本
岡

家
住

宅
屋

根
小

修
理

を
実

施
し

た
（
前

年
度

比
＋

１
）
。

市
指

定
文

化
財

保
存

管
理

補
助

交
付

件
数

は
４

件
で

あ
っ

た
（
前

年
度

比
－

１
）
。

文
化

財
に

対
す

る
理

解
を

深
め

保
護

意
識

を
育

む
た

め
文

化
財

の
公

開
と

情
報

発
信

を
行

い
ま

す
。

文
化

財
を

活
用

し
た

学
習

機
会

の
推

進
関

係
事

業
の

参
加

者
数

及
び

情
報

発
信

件
数

（
前

年
度

比
）

文
化

財
調

査
研

究
セ

ン
タ

ー
B

文
化

財
講

座
の

開
催

（
前

年
度

比
＋

1
8
）
や

、
文

化
財

ニ
ュ

ー
ス

の
発

行
（
前

年
度

比
±

０
）
、

ホ
ー

ム
ペ

ー
ジ

で
の

情
報

発
信

（
前

年
度

比
＋

１
）
を

行
っ

た
。

４ ４４４
　

　
　

　
　

　
　

　
学 学学学

び
が

び
が

び
が

び
が

生 生生生
か

せ
る

ま
ち

づ
く
り

か
せ

る
ま

ち
づ

く
り

か
せ

る
ま

ち
づ

く
り

か
せ

る
ま

ち
づ

く
り

重
点

目
標

評
価

：
Ｂ

個
別

評
価

◆
　

図
書

館
等

を
活

用
し

た
住

民
の

学
習

活
動

の
推

進

◆
　

公
民

館
等

を
活

用
し

た
地

域
の

拠
点

づ
く
り

の
推

進

◆
　

人
権

教
育

等
の

社
会

的
課

題
に

対
応

し
た

学
習

機
会

の
充

実

◆
　

地
域

に
お

け
る

身
近

な
ス

ポ
ー

ツ
環

境
の

整
備 ◆

　
文

化
財

の
保

護
と

活
用

の
推

進

文
化

財
の

保
護

、
調

査
、

普
及

、
活

用
事

業
の

推
進

19



⑮
　

地
域

と
大

学
等

の
連

携
を

通
し

た
教

育
環

境
を

整
備

す
る

具
体

的
な

方
針

最
重

要
取

組
事

項
教

育
ア

ク
シ

ョ
ン

プ
ラ

ン
2
0
1
6
　

記
載

内
容

関
連

事
業

名
・
実

施
内

容
評

価
指

標
（
数

値
目

標
）

担
当

所
属

兵
庫

教
育

大
学

と
の

連
携

協
力

事
業

の
推

進
兵

庫
教

育
大

学
教

員
に

よ
る

講
演

等
年

６
回

学
校

教
育

課
B

教
育

研
究

所
主

催
に

よ
る

研
修

等
で

、
兵

庫
教

育
大

学
教

員
に

よ
る

講
演

等
を

７
回

実
施

し
た

。

兵
庫

大
学

、
神

戸
親

和
女

子
大

学
と

の
連

携
協

力
自

然
学

校
指

導
補

助
員

配
置

希
望

校
へ

の
配

置
率

1
0
0
％

学
校

教
育

課
B

自
然

学
校

指
導

補
助

員
配

置
を

希
望

す
る

全
て

の
学

校
に

配
置

す
る

こ
と

が
で

き
た

。

◆
　

生
涯

を
通

じ
て

大
学

等
で

学
べ

る
教

育
環

境
の

整
備

誰
も

が
生

涯
を

通
し

て
、

い
つ

で
も

必
要

な
時

に
学

び
、

ま
た

何
度

で
も

新
た

な
挑

戦
を

行
う

こ
と

が
で

き
る

社
会

の
実

現
に

向
け

て
、

大
学

等
に

お
け

る
市

民
の

受
入

れ
を

支
援

し
ま

す
。

社
会

人
の

受
け

入
れ

を
行

っ
て

い
る

大
学

や
「
兵

庫
県

い
な

み
野

学
園

」
等

に
つ

い
て

の
広

報
の

実
施

全
公

民
館

の
高

齢
者

大
学

で
の

実
施

社
会

教
育

・
ス

ポ
ー

ツ
振

興
課

A
全

て
の

公
民

館
の

高
齢

者
大

学
に

て
い

な
み

野
学

園
の

宣
伝

及
び

パ
ン

フ
レ

ッ
ト

の
配

布
を

行
っ

た
。

重
点

目
標

評
価

：
Ｂ

個
別

評
価

◆
　

地
域

・
大

学
等

の
連

携
に

よ
る

特
色

あ
る

取
組

の
支

援
近

隣
の

大
学

及
び

大
学

院
等

と
連

携
し

、
人

材
活

用
や

共
同

研
究

を
行

い
ま

す
。
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校区連携ユニット１２推進
事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成21年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０３教育指導費

細  目 ０５９中学校区連携ユニット１２推進
事業　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン（加古川市教
育振興基本計画）

現 状 と 課 題

学習指導要領においても、校種間の接続の必要性が示され、異なる校種の連携
は、子どもの連続した学びや育ちを支援するうえで重要となってきた。さら
に、社会の変化に対応できる子どもの育ちを支援するには、家庭や地域との連
携が不可欠で、地域総がかりの教育が求められている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

本市内の認定こども園・幼稚園・保育所（公立法人を問わず）・小学校・中学
校・養護学校の幼児・児童・生徒、教職員、保育士、保護者、地域住民

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

中学校区を一つの単位（ユニット）として、その地域の学校園が相互に連携
し、家庭、地域とも連携を図りながら子どもの連続した発達を支援する。校種
を超えた取組として、就学前の子どもが小学生と交流給食をしたり、中学生が
校区の幼児・児童と交流したりする。家庭・地域が連携した取組として、あい
さつ運動や子どもの作品を展示する美術展などを実施する。また、学校園支援
ボランティアの大きな支援を得ている。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

就学前から継続、一貫して指導することで、小１プロブレムや、中１ギャップ
の緩和を図る。中学校区の実態に応じた特色ある取組を実施することで、地域
総がかり教育の推進を図る。

2,2842,2842,553

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 899

地 方 債

一 般 財 源 1,654

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

地域一体となって子どもたちの連続した学びと育ちを支える「中学校区連携ユ
ニット１２」を活用した取組は定着してきており、多くの成果をあげている。
今後は、これまでの取組をさらに充実させるとともに、各ユニットにおける
様々な教育課題を解決していくために、校種間における学習カリキュラムの連
携や学校園・家庭・地域との協働体制の充実を図り、地域に応じた特色ある取
組を継続し、「地域総がかりの教育」を推進していく必要がある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,553

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校区連携ユニット１２推進
事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

人

％

％

対 象 指 標 名

市立の学校園に通う幼
児・児童・生徒数

24,57624,21324,303

市内教職員 人 1,5851,5471,547

参加校園数 校園 9999103

成 果 指 標
分 析 結 果

ボランティア活動延べ人数は高い水準を保っている。不登校については、一定の効果は見ら
れているが、昨年度よりも割合が高くなっている。様々な要因が考えられるので、より詳細
な分析が必要である。中学校教員による小学校での授業が行われるようになってきており、
今後も滑らかな接続に向けた継続的な取組が必要である。

地域コーディネーター
数

人 232522

学校園支援ボランティ
ア数

人 1,4701,5731,586

活 動 指 標
分 析 結 果

学校園支援ボランティアと学校園をつなぐ役割である地域コー
ディネーターの数を確保することで、ボランティア登録者も増加
し、学校園支援活動が活性化している。平成２７年度から、全ユ
ニットに地域コーディネーターが配置され、充実した取組につな
がっている。

学校園支援ボランティ
ア活動延べ人数

目 標 値

65,000

目標年度

平成28
年度

69,76976,22674,733

不登校生徒の割合 2平成28
年度

2.132.42.4

教員の小中交流を実施
した中学校区割合

100平成28
年度

838392

平成26年度平成27年度平成28年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 児童クラブ教室整備事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０１安心して暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１ともに支えあう福祉社会を実現する

施 　 　 策 ０２出産と子育ての支援を充実する

事 業 実 施 期 間 平成26年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０７社会教育費

目 ０５家庭教育費

細  目 ０１５放課後児童健全育成事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
児童福祉法、加古川市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を
定める条例、同規則

現 状 と 課 題

平成２８年度の整備により、高学年までの受入れが市内２８小学校区中１９小
学校区（６１クラブ中４６クラブ）で可能となった。平成３１年度末までに、
市内全小学校において高学年までの受入れを行うため、整備を進める必要があ
る。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

保護者が労働等により、昼間家庭において適正に保護育成することができな
い、市内の小学１年生から６年生までの児童。

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

市内小学校敷地内の余裕教室の空調設備等改修工事及びプレハブ教室設置工事
等を行い、児童クラブを設置する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

児童クラブにおける待機児童の解消、施設基準への適合及び高学年までの受入
れの実施

4,510106,283170,328

国 庫 支 出 金 80,120

県 支 出 金 23,120

地 方 債 50,200

一 般 財 源 16,888

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

「加古川市子ども・子育て支援事業計画」に基づき、量の確保と質の向上に向
けた取り組みを進めている。今後も待機児童の解消、施設基準への適合及び高
学年の受け入れに向けて事業を推進していく。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 170,328

そ の 他 特 財

平成31年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 児童クラブ教室整備事業 部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

人

箇所

対 象 指 標 名

児童クラブ潜在需要人
数

2,3392,6632,765

成 果 指 標
分 析 結 果

平成２８年度に実施した整備により、市内２８小学校区のクラブ数が６１クラブとなり、そ
のうち１９小学校区４６クラブにおいて、高学年までの受入れを行っている。

児童クラブ整備数 箇所 5816

活 動 指 標
分 析 結 果

市内２８小学校すべてに児童クラブを設置しているが、入所希望
児童数が多い小学校区を中心に児童クラブを増設している。

待機児童数（翌年度４
月１日現在）

目 標 値

0

目標年度

平成31
年度

446666

高学年受入可能小学校
区数（翌年度４月１日
現在）

28平成31
年度

71119

平成26年度平成27年度平成28年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 放課後子ども教室事業
部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０２地域における教育・学習環境を整備する

施 　 　 策 ０２地域総がかりで青少年の健全な育成を図る

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０７社会教育費

目 ０５家庭教育費

細  目 ０２０放課後子ども教室事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

従来は個別に活動していた学校支援活動、放課後等支援活動、土曜日の教育活
動が「学校・家庭・地域の連携協力推進事業」として統合された。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内小学校の児童

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

小学校の余裕教室等を活用し、地域の多様な方々の参画を得て、子どもたちと
ともに行う学習やスポーツ・文化活動等の取組を支援する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

子どもたちの活動拠点（居場所）を確保し、放課後や週末等における様々な体
験活動や地域住民との交流活動を促す。

1,2571,3022,568

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 1,567

地 方 債

一 般 財 源 761

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

子どもたちの活動拠点を確保し、放課後や週末等における様々な体験活動や地
域住民との交流活動が積極的に行われているが、今後の実施校区拡大に向け
て、人材確保が課題である。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 2,568

そ の 他 特 財 240

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 放課後子ども教室事業
部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

人

対 象 指 標 名

市立小学校児童数 14,96114,75014,562

成 果 指 標
分 析 結 果

実施校区の拡大に伴い、参加者数は増加した。

事業実施回数 回 217148262

ボランティア数 人 11286132

活 動 指 標
分 析 結 果

実施校区の拡大に伴い、実施回数及び登録ボランティア数は増加
した。

参加者数

目 標 値

850

目標年度

平成29
年度

328347501

平成26年度平成27年度平成28年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 英語活動支援事業
部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間 平成22年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０３教育指導費

細  目 ０５１英語活動支援事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン（加古川市教
育振興基本計画）

現 状 と 課 題

国から「国際共通語としての英語力向上のための５つの提言」や「グローバル
化に対応した英語教育改革実施計画」が示されるなど、よりいっそう、使える
英語、話せる英語が求められ、ＡＬＴとのコミュニケーションを図る機会の増
加や学習内容の充実が必要となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内の公立幼稚園・小学校・中学校・養護学校の幼児・児童・生徒

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

中学校には、１１名のＡＬＴ（外国語指導助手）を配置し、小学校５・６年の
外国語活動には、１３名のＡＬＴを年間３５時間配置するとともに、アドバイ
ザーを１名派遣する。また、小学校低・中学年へは年間６時間程度、保育園・
幼稚園には、年間５～６回程度ＡＬＴを派遣する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

中学校では、ＡＬＴの生きた英語に触れさせ、コミュニケーション能力の充実
を図る。小学校高学年では、ＡＬＴとの触れ合いを通して、コミュニケーショ
ン能力の素地を養う。小学校低・中学年、保育園、幼稚園では、英語に触れる
機会を設ける。

56,63179,21879,273

国 庫 支 出 金

県 支 出 金 4,521

地 方 債

一 般 財 源 74,752

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

国は２０２０年度を目指し、グローバル化に対応した英語教育改革実施計画を
発表しており、英語力の向上は喫緊かつ重要な課題となっている。本事業は、
英語を通したコミュニケーション能力の向上を図るために重要である。子ども
たちがＡＬＴと積極的にコミュニケーションを図っている姿が増えてきてお
り、今後も継続して拡充していくことが必要である。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 79,273

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 英語活動支援事業
部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

点

対 象 指 標 名

市立の学校園に通う幼
児・児童・生徒数

24,57624,21324,303

成 果 指 標
分 析 結 果

充実度はほぼ横ばい状態であるが、英語活動の内容は充実してきており、子どもたちは、楽
しみながら積極的にコミュニケーションを図っている。

ＡＬＴが保育園・幼稚
園に派遣された回数

回 96188228

ＡＬＴ派遣時間数 時間 17,42524,45024,467

活 動 指 標
分 析 結 果

ＡＬＴを各校園に多くの時間配置・派遣することで、子どもたち
が生きた英語に触れる時間を確保することができ、コミュニケー
ション能力の育成につながっている。

英語活動充実度

目 標 値

5

目標年度

平成32
年度

4.74.44.5

平成26年度平成27年度平成28年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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【総合評価】

総 合 評 価
■拡充　　□維持　　□縮小　　□改善　　□統合　　□廃止　　□休止　　□完了

チェックシートの結果から、児童生徒は英語でのコミュニケーションを積極的に図っており、英
語を使うことに対する自信も深めてきている。今後、ますます使える英語、話せる英語が求めら
れ、英語のスキルアップを図っていくことが必要となる。進学先や就職先、国際社会で活躍で
きる子どもの育成に向けて、今後、事業内容を拡充していくことが必要である

※妥当性・有効
性・効率性の視
点をもとに総合的
に判断した評価

一 般 財 源 千円

【コスト推移】

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

事業費合計 千円 千円 千円

事業費合計 千円 款

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 項

県 支 出 金 千円 目

地 方 債 千円
細 目

その他特財 千円

事 業 内 容 ＣＡＮ－ＤＯリスト（中学校版）、ＥＮＪＯＹリスト（小学校版）、学期ごとの
チェックシートを活用することにより、児童生徒がそれぞれの学習段階での到達度を
自覚し、さらに向上しようとするモチベーションを高めることにつなげる。また、授
業の中で、１対１で話す場面（ＥＮＪＯＹトーキング）を設定し、英語でコミュニ
ケーションを図る時間を設定することで、英語力の向上を図る。

※目的達成のた
めの手段・手法

【コスト】 【会計】

平成28年度（決算見込） 会 計

関連根拠法令等 教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン（加古川市教育振興基本計画）

【事業概要】

現 状 と 課 題

国から「グローバル化に対応した英語教育改革実施計画」が示されるなど、よりいっ
そう、使える英語、話せる英語が求められている。さらに、平成２９年３月に次期学
習指導要領が告示され、平成３２年度から小学校３・４年生から外国語活動実施、
５・６年生外国語活動の教科化が決定された。学習指導要領にも示されている実際の
場面で活用できる英語力の向上を図っていく必要がある。

目 的
英語を使って自分の思いや考えを臆することなく伝えようとする態度と、さまざまな
場面において英語でコミュニケーションを図ることができる児童生徒の育成を図る。

※対象（誰・何）
をどのような状態
にしたいのか

対 象
小学校・中学校・養護学校の児童・生徒

※誰、何に対して

政 策 ０１学校教育を充実する。

施 策 ０２義務教育を充実する

事業実施期間 平成22年度　～　永年

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

加古川市教育委員会事務事業評価シート　＜平成28年度実施事業＞

事 務 事 業 名
英語の基礎力向上に関する取組 部 局 名 　 教育指導部

課 （ 室 ） 名 　 学校教育課

【基本情報】

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして
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加古川市教育委員会事務事業評価シート　＜平成28年度実施事業＞

事 務 事 業 名
英語の基礎力向上に関する取組 部 局 名 　 教育指導部

課 （ 室 ） 名 　 学校教育課

成 果 指 標
分 析 結 果

項目によっては約９０％になるものもあり、英語教育の内容は充実してきている。今後、さらなる授業
改善を図り、児童生徒の英語の基礎力向上を図っていく必要がある。

目標年度 目標値

チェックシートの項目達成率 ％ 69.8 31 75.0

活 動 指 標
分 析 結 果

リストやチェックシートの活用した授業実践が定着してきており、結果の分析
に基づいた授業改善を図っていく必要がある。

【事業成果】

成　　　果　　　指　　　標　　　名 単位 平成28年度 平成27年度 平成26年度

リストやチェックシートを活用した学校の割合 ％ 100 100

【事業実績】

活　　　動　　　指　　　標　　　名 単位 平成28年度 平成27年度 平成26年度

市立の学校園に通う幼児・児童・生徒数 人 24303 24213 24576

　　　　※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業については、

　　　　以下の項目は空白です。

【対象】

対　　　象　　　指　　　標　　　名 単位 平成28年度 平成27年度 平成26年度

30



加古川市教育委員会事務事業評価シート　＜平成28年度実施事業＞

事 務 事 業 名
道徳性の育成に関する取組 部 局 名  教育指導部

課 （ 室 ） 名  学校教育課

【基本情報】

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 策 ０１学校教育を充実する

施 策 ０２義務教育を充実する

事業実施期間 　　～永年

事 業 区 分 ⑤　市施策事業（経常）

地 区 別 市内全域

関連根拠法令等 教育基本法、学校教育法、かこがわ教育ビジョン（加古川市教育振興基本計画）

【事業概要】

現 状 と 課 題

教職員向け研修講座においては、多数の受講者があり、道徳教育への関心度も高
い。学習指導要領改正に伴い、今後、「特別の教科 道徳」の趣旨、実践、評価の
あり方などを検討していくとともに、いじめ問題などの社会問題に対応し、児童生
徒の豊かな情操や規範意識などを育む必要がある。

目 的
道徳教育副読本を活用して道徳の時間の充実を図るととにも、教育活動全体を通し
て、道徳教育を推進し、児童生徒の道徳性を育む。

※対象（誰・何）
をどのような状態

にしたいのか

対 象 小学校・中学校・養護学校の児童生徒

※誰、何に対して

事 業 内 容 道徳教育推進教師を中心に、機能的な校内組織・体制を整備し道徳教育を推進する
とともに、学習指導要領改正の趣旨を理解し、「特別の教科 道徳」の指導の充実
を図る。

※目的達成のた
め の手 段・ 手法

【コスト】 【会計】

平成28年度（決算見込） 会 計

事業費合計 千円 款

財
源
内
訳

国庫支出金 千円 項

県 支 出 金 千円 目

地 方 債 千円
細 目

その他特財 千円

一 般 財 源 千円

【コスト推移】

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）

事業費合計 千円 千円 千円

【総合評価】

総 合 評 価

□拡充　　■維持　　□縮小　　□改善　　□統合　　□廃止　　□休止　　□完了

毎年、全体計画や年間指導計画の見直しを図る中で、より児童生徒の実態に即した
道徳教育副読本を活用するようにしており、児童生徒の道徳性の育成に努めてい
る。
また、各校において、道徳に関する委員会等を設置し、道徳教育推進教師を中心と
して、推進体制の整備が図られている。
今後、学習指導要領改正の趣旨理解のための研修会を開催するなど、さらに、道徳
教育の充実を図る必要がある。

※妥当性・有効
性・効率性の視
点をもとに総合的
に判断した評価
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加古川市教育委員会事務事業評価シート　＜平成28年度実施事業＞

事 務 事 業 名
道徳性の育成に関する取組 部 局 名  教育指導部

課 （ 室 ） 名  学校教育課

　　　　※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業については、

　　　　以下の項目は空白です。

【対象】

対　　　象　　　指　　　標　　　名 単位 平成28年度 平成27年度 平成26年度

市内児童生徒数 人 22,290

【事業実績】

活　　　動　　　指　　　標　　　名 単位 平成28年度 平成27年度 平成26年度

副読本の効果的な活用について研修を実
施した学校数

校 41

道徳に関する委員会及び部会の設置し、
推進体制を整備している学校数

校 41

全体計画及び年間指導計画の見直した学校
数

校 41

活 動 指 標
分 析 結 果

全ての学校において、学校教育全体を通して、児童生徒の道徳性が育
めるよう、副読本の活用についての研修会、推進体制の整備、全体計
画や年間指導計画の見直し等を図っている。

【事業成果】

成　　　果　　　指　　　標　　　名 単位 平成28年度 平成27年度 平成26年度 目標年度 目標値

道徳の時間以外での副読本を活用した学校数 校 41 29 41

成 果 指 標
分 析 結 果

各校において、副読本の活用など、道徳教育の充実が図られている。小学校では、平成３０年度、
中学校では平成３１年度から「特別の教科 道徳」の全面実施となる。そこに向けた全体計画や年間
指導計画の見直しを、計画的に進められるように取り組んでいく必要がある。

道徳の教科化に向けた取組を進めている学校

校 28 29 41

校
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校ウェルネス促進事業
部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０２義務教育を充実する

事 業 実 施 期 間 平成24年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０３教育指導費

細  目 ０３５教育振興事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、学習指導要領、かこがわ教育ビジョン（加古川市教
育振興基本計画）

現 状 と 課 題

運動能力の平均値は、やや改善傾向にあるが、運動をする子ども、しない子ど
もの二極化や体力低下、さらに運動習慣をはじめとした生活習慣等の不規則さ
に課題が残っており、子どもの体力や運動能力、生活習慣の改善が急がれる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内小学校５年生から中学校３年生（中学校３年生まで配付済）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

小学校５年生に、かこがわウェルネス手帳を配付し、各児童・生徒が自分の全
国体力・運動能力、運動習慣等調査の結果を記録したり、食生活をはじめとし
た生活習慣を記録したりすることで、自ら進んで健康づくりに取り組もとする
子ども達の育成を図るとともに、学校においてかこがわウェルネス手帳を授業
等で活用することで、運動・健康・食生活などに関心を持たせる。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

自分の健康に関心をもち、自ら進んで健康づくりに取り組める力の育成を図
る。

186161151

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 151

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

子どもたち一人一人が、運動や体を動かすことの楽しさを味わい、自分に応じ
た方法で体力つくりや健康づくりを進め、生涯にわたって健康な生活を送る能
力や態度を養うことができるために必要な施策であり、継続することが必要で
ある。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 151

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校ウェルネス促進事業
部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

％

％

対 象 指 標 名

市内小学校５年生児童
数

2,5992,4002,404

成 果 指 標
分 析 結 果

「運動が好きと回答した児童生徒の割合」、「毎日朝食を食べる児童生徒の割合」は、昨年
度と比べ、若干下がっている。今後、「かこがわウェルネス手帳」を活用し、家庭との連携
が図られるよう促すとともに、基本的生活習慣の確立につなげていく必要がある。

配布対象者数 人 10,4472,4002,402

かこがわウェルネス手
帳活用率

％ 100100100

活 動 指 標
分 析 結 果

「かこがわウェルネス手帳」のスポーツテストに関する項目につ
いては、６年児童全員の活用が見られた。ただ、授業等において
活用しにくい項目もあり、手帳の内容の見直しとともに、今後
も、継続して「かこがわウェルネス手帳」活用推進を図る必要が
ある。

運動が好きと回答した
児童生徒の割合

目 標 値

90

目標年度

平成28
年度

87.187.185.8

毎日朝食を食べる児童
生徒の割合

90平成28
年度

86.885.685.2

平成26年度平成27年度平成28年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援教育児童生徒サポート
事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０３特別支援教育を充実する

事 業 実 施 期 間 平成19年度

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０５特別支援教育費

目 ０１教育指導費

細  目 ０２５特別支援教育児童生徒サポート
事業　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

平成２４年度の全国調査では、通常学級において発達障害の疑いのある子ども
の割合は６．５％であった。４０人学級では約３名の子どもが支援を必要とし
ている割合になる。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

ＡＤＨＤ（注意欠陥・多動性）等により行動面で著しく不安定な児童やその児
童が在籍する学級

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

スクールアシスタントを配置し、特別に支援が必要な対象児童、および対象児
童が在籍する学級に対し、教育活動が円滑に行えるようにサポートを行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

特別な支援が必要な児童生徒の心身の安定を図り、教育活動が円滑に行えるよ
うにする。

60,47660,53381,780

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 81,780

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

スクールアシスタントの配置によって、ＡＤＨＤなどの発達障害等により、心
理面や行動面で不安定な児童をはじめ、特別な支援が必要な児童が個々のニー
ズに応じた教育的支援及び指導を受ける機会となった。また、対象児童の安定
が、在籍学級の教育の場を保障することにもつながった。しかし、通常学級に
発達障害の疑いのある子どもは、全国で６．５％（平成２４年度調査）であ
り、４０人クラスにおいて約３名程度在籍していることになる。本市において
も支援の行き届いていない現状があり、大規模校や安全上つきっきりの支援が
必要な児童の在籍校を中心に、スクールアシスタントの複数配置が求められる
ため、さらなる事業拡大が必要である。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 81,780

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援教育児童生徒サポート
事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

％

％

対 象 指 標 名

通常学級で特別な支援
が必要な子どもの割合

6.58.55.3

成 果 指 標
分 析 結 果

スクールアシスタントの配置校では、子どもが落ち着いたり教育活動が保障されたり、大き
な効果が見られる。今後も、該当の子ども及び周囲の子どもの安全面の確保や教育の場の保
障の必要性がある。

スクールアシスタント
配置者数

人 282838

活 動 指 標
分 析 結 果

平成２５年度から各小学校１名のスクールアシスタントを配置し
てきた。しかし、近年の多様な子どもの実態から１名では厳しい
現状があるため、平成２９年度２２校には、常時ではないが２名
配置している。

教育活動が保障できた
割合

目 標 値

100

目標年度

平成32
年度

96.491.1100

危険防止に効果があっ
たと感じた学校の割合

100平成32
年度

78.685.789.3

平成26年度平成27年度平成28年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

％

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援教育推進事業
部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０３特別支援教育を充実する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０５特別支援教育費

目 ０１教育指導費

細  目 ００５特別支援教育推進事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

特別支援学級へ入級する児童生徒が年々増加しており、特別支援学級数も増加
傾向である。また、インクルーシブ教育の理念から、重度の障がいのある児童
生徒の入級も増え、学級担任のみでは、該当児童生徒の支援にあたることが難
しい状況にある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

肢体不自由や自閉症・情緒障がい、知的障がい等を持つ子ども

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

補助指導員の配置、特別支援教育研修会の開催、学校行事や学習活動時の補
助、心身障がい児（者）合同行事を補助する。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

加古川養護学校や特別支援学級、通常学級在籍の障がいをもつ子どもたちの教
育的支援を行い、特別支援教育の推進を図る。

25,54026,44226,191

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 21,391

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

インクルーシブ教育の理念が構築されることにより、通常校へ就学する児童生
徒が年々増加している。また、児童生徒の障がいも重度化し、学級担任のみで
は、該当の児童生徒及び同学級児童生徒の学習の場を保障することは大変難し
い状況にある。実際、今年度も、介助支援の手が物理的に足りていない事象が
みられた。今後、さらに支援を必要とする児童生徒が通常校へ就学する可能性
が高いことからも、この事業の拡充により改善を図っていく必要がある。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 26,191

そ の 他 特 財 4,800

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 特別支援教育推進事業
部 局 名 教育指導部

課（室）名 学校教育課

％

％

対 象 指 標 名

市内小中学校数 404040

評価対象人数 人 6340

成 果 指 標
分 析 結 果

インクルーシブ教育の理念により、支援を要する児童生徒が通常学級及び支援学級に在籍す
るケースが増え、平成２８年度は補助指導員を１７校に配置した。

補助指導員配置者数 人 161717

対象児童生徒満足度 点 66.5100

活 動 指 標
分 析 結 果

補助指導員の配置により、介助等の必要な児童生徒の安全面の確
保や教育の場が保障されるようになってきた。

介助が必要な児童生徒
在籍校への補助指導員
配置割合

目 標 値

100

目標年度

平成32
年度

100100100

加古川養護学校におけ
る支援環境の充実の達
成度

100平成32
年度

66.575

平成26年度平成27年度平成28年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

校

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校生活適応推進事業
部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成25年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０１教育総務費

目 ０３教育指導費

細  目 ０７７いのちと心サポート事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
教育基本法、学校教育法、かこがわ教育ビジョン、教育アクションプラン

現 状 と 課 題

いじめ問題や不登校対策の充実に加え、平成２９年度改正「いじめ防止基本方
針」ではさらに細かな配慮や対応が求められている。また、児童生徒の自殺予
防に係る取組の積極的な実施も急務となっている。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内小中学校の児童生徒、市内小中学校の教諭

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

「学校生活に関するアンケート」の実施、「いじめ相談シート調査」の実施、
「学校生活適応推進研修会」の実施、「いのちと心サポート相談員」の配置

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

いじめ問題や不登校、自殺問題等の未然防止や問題解決に向けた取組の推進と
充実を図る。

4,6724,1003,700

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 3,700

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

いじめや不登校問題の解決に向けた取組は継続的に行うことが重要である。そ
の基盤となるのが児童生徒理解であり、「学校生活に関するアンケート」や
「いじめ相談シート調査」はそのツールとして大へん有効である。また、研修
により教職員の資質向上を図ることは、児童生徒支援に直結するものであり、
教育相談体制の充実にもつながるものである。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 3,700

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 学校生活適応推進事業
部 局 名 教育指導部

課（室）名 青少年育成課

％

％

件

対 象 指 標 名

市内小学校の児童数 14,97314,75014,581

市内中学校の生徒数 人 8,0757,8997,690

教諭数 人 1,3271,2251,240

成 果 指 標
分 析 結 果

学校生活に不適応を起こした児童生徒の改善に係る成果指標として、小中学校における不登
校率といじめに関する相談件数は事業の成果を反映したものである。

小学校３年生～中学校
３年生のアンケート参
加者数

人 18,13317,75816,960

小学校４年生～中学校
３年生の調査参加者数

人 15,86915,30914,870

いのちと心サポート相
談員による対応件数

件 200453185

活 動 指 標
分 析 結 果

全小中学校児童生徒を対象とした事業であるが、アンケートと調
査は児童の発達段階を考慮した上で該当学年悉皆で行う。また、
きめ細かい相談業務を行う相談員による対応件数を指標とするこ
とは妥当である。

小学校における不登校
率

目 標 値

0.3

目標年度

平成29
年度

0.270.390.4

中学校における不登校
率

2平成29
年度

2.132.272.4

いじめに係る相談件数 70平成29
年度

915263

平成26年度平成27年度平成28年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

人

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校教育環境整備事業
部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０２小学校費

目 ０３小学校建設費

細  目 ００５小学校建設事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

既存の営繕事業により、計画的な中規模改修工事を行っているところである
が、老朽化が進んでいる棟についてはトイレを中心とした大規模改修工事を行
い、安全で快適な学習環境を確保する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市立２８小学校のうち１００㎡以上の棟（１４７棟）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

整備計画の立案及びトイレを中心とした大規模改修工事の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

老朽化した建物及び設備の機能改善

7,190915,469

国 庫 支 出 金 36,447

県 支 出 金

地 方 債 585,200

一 般 財 源 293,822

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

老朽化した建物及び設備の機能を改善するため、優先的に改修を進めるべき棟
を選定し、必要な設計委託及び工事を予定通り実施することができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 915,469

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 小学校教育環境整備事業
部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

％

対 象 指 標 名

市立２８小学校のうち
大規模改修が必要な
１００㎡以上の棟

147147

当該年度に予定してい
る改修棟

棟 03

成 果 指 標
分 析 結 果

老朽化した建物及び設備の機能を改善するため、必要な設計委託及び工事を予定通り実施す
ることができた。

工事発注棟数（累計） 棟 03

設計委託発注棟数（累
計）

棟 34

当該年度工事発注棟数 棟 03

活 動 指 標
分 析 結 果

建物の老朽度合及び建築年数から総合的に判断し、計画的な発注
を行った。

工事発注率（累計）

目 標 値

4.7

目標年度

平成32
年度

02

設計委託発注率（累
計）

11.5平成32
年度

22.7

当該年度工事発注率 100平成28
年度

0100

平成26年度平成27年度平成28年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

棟

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校教育環境整備事業
部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０３中学校費

目 ０３中学校建設費

細  目 ００５中学校建設事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

既存の営繕事業により、計画的な中規模改修工事を行っているところである
が、老朽化が進んでいる棟についてはトイレを中心とした大規模改修工事を行
い、安全で快適な学習環境を確保する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市立１２中学校のうち１００㎡以上の棟（１００棟）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

整備計画の立案及びトイレを中心とした大規模改修工事の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

老朽化した建物及び設備の機能改善

2,443243,991

国 庫 支 出 金 43,702

県 支 出 金

地 方 債 156,700

一 般 財 源 43,589

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

老朽化した建物及び設備の機能を改善するため、優先的に改修を進めるべき棟
を選定し、必要な設計委託及び工事を予定通り実施することができた。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 243,991

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校教育環境整備事業
部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

％

対 象 指 標 名

市立１２中学校のうち
大規模改修が必要な
１００㎡以上の棟

100100

当該年度に予定してい
る改修棟

棟 02

成 果 指 標
分 析 結 果

老朽化した建物及び設備の機能を改善するため、必要な設計委託及び工事を予定通り実施す
ることができた。

工事発注棟数（累計） 棟 02

設計委託発注棟数（累
計）

棟 23

当該年度工事発注棟数 棟 02

活 動 指 標
分 析 結 果

建物の老朽度合及び建築年数から総合的に判断し、計画的な発注
を行った。

工事発注率（累計）

目 標 値

6

目標年度

平成32
年度

02

設計委託発注率（累
計）

15平成32
年度

23

当該年度工事発注率 100平成28
年度

0100

平成26年度平成27年度平成28年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

棟

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園教育環境整備事業
部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成23年度

事 業 区 分 ⑦投資事業

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０６幼稚園費

目 ０３幼稚園建設費

細  目 ００５幼稚園建設事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
学校教育法、建築基準法、消防法等

現 状 と 課 題

既存の営繕事業により、計画的な中規模改修工事を行っているところである
が、老朽化が進んでいる棟についてはトイレを中心とした大規模改修工事を行
い、安全で快適な学習環境を確保する必要がある。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内公立幼稚園全施設（２７棟）

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

整備計画の立案及びトイレを中心とした大規模改修工事の実施

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

老朽化した建物及び設備の機能改善

15,32226,1431,700

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 1,700

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

老朽化した建物及び設備の機能を改善するため、優先的に改修を進めるべき棟
を選定し、必要な設計委託を予定通り実施することができた。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 1,700

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 幼稚園教育環境整備事業
部 局 名 教育総務部

課（室）名 教育総務課

％

％

％

対 象 指 標 名

市立幼稚園のうち大規
模改修が必要な棟

27

当該年度に予定してい
る改修棟

棟 0

成 果 指 標
分 析 結 果

老朽化した建物及び設備の機能を改善するため、必要な設計委託を予定通り実施することが
できた。

工事発注棟数（累計） 棟 0

設計委託発注棟数（累
計）

棟 2

当該年度工事発注棟数 棟 0

活 動 指 標
分 析 結 果

建物の老朽度合及び建築年数から総合的に判断し、計画的な発注
を行った。

工事発注率（累計）

目 標 値

29.6

目標年度

平成32
年度

0

設計委託発注率（累
計）

40.7平成32
年度

7.4

当該年度工事発注率 100平成28
年度

0

平成26年度平成27年度平成28年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

棟

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校給食準備事業
部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０１学校教育を充実する

施 　 　 策 ０４教育を支える環境を整備する

事 業 実 施 期 間 平成27年度

事 業 区 分 ⑥市施策事業（臨時）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０２学校給食費

細  目 ０４０中学校給食準備事業
　　　　　　　　　　　　　　　　　

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等

現 状 と 課 題

中学校給食の実施にあたり、両荘中は現学校給食センターから配送する。ま
た、その他の中学校は日岡山公園隣接地、神野台用地に設置する新中学校給食
センターから配送する予定である。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

市内中学校

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

学校給食センター２ヶ所新設、学校への研修など、給食が実施できるよう準備
を行う。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市内全中学校において給食が実施される。

4,06917,991

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 17,991

財
　
源
　
内
　
訳

■拡充

中学校給食の実施に向けての準備はハード、ソフト共に今後更に多岐に渡り、
また、事務量も増えていく。

□維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 17,991

そ の 他 特 財

平成35年度～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 中学校給食準備事業
部 局 名 教育総務部

課（室）名 学務課

％

対 象 指 標 名

市内中学校数 1212

成 果 指 標
分 析 結 果

市内１２校中、実施は志方中の１校になっている。両荘中の平成３０年度の給食開始及び日
岡山給食Ｃ、神野台給食Ｃの設置に向け準備を進める。また、学校現場に研修等を行う。

中学校給食の準備完了
学校数（実施含む）

校 11

活 動 指 標
分 析 結 果

学校給食Ｃ建設用地について、県等関係機関と協議及び用地の調
査を実施。日岡山給食ＣではＤＢＯ方式を決定し、発注支援業務
委託を発注、事業者と契約締結。また、両荘中では配膳室の設計
を実施。

中学校給食の実施率

目 標 値

100

目標年度

平成35
年度

8

平成26年度平成27年度平成28年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

校

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 体育、レクリエーション指導振
興事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

基 本 目 標 ０２心豊かに暮らせるまちをめざして

政 　 　 策 ０３スポーツや文化・芸術を振興する

施 　 　 策 ０１スポーツ・レクリエーション活動を推進する

事 業 実 施 期 間

事 業 区 分 ⑤市施策事業（経常）

地  区  別 市内全域

会  計 ０１一般会計

款 １０教育費

項 ０８保健体育費

目 ０４体育振興費

細  目 ００５体育、レクリエーション指導振
興事業

【基本情報】

関 連 根 拠 法 令 等
スポーツ基本法、加古川市スポーツ推進審議会条例、加古川市スポーツ推進委
員規則

現 状 と 課 題

平成２０年３月には、今後１０年間の基本計画に基づく具体的な行動プランと
して「加古川市スポーツ振興基本計画アクションプラン」を策定し、平成２５
年２月には５年間の中間評価を行った。また、１９年度からスポーツライフセ
ミナーを開始している。

対　　　　　　 象

※誰、何に対して

スポーツ推進審議会、日ごろ運動・スポーツをする機会が少ない市民、スポー
ツ推進委員

事　 業　 内　 容

※目的達成のため
　の手段・手法

スポーツ推進審議会によるスポーツ振興基本計画の進捗管理。スポーツライフ
セミナーによる、日ごろ運動・スポーツをする機会が少ない世代の市民に対す
るスポーツ啓発。教育委員会が委嘱したスポーツ推進委員の活動に対する報酬
の支払い及び活動の補助。

目　　　　　　 的

※対象(誰・何)を
　どのような状態
　にしたいのか

市民スポーツの企画立案、生涯スポーツ・レクリエーション活動の普及、促進
を図る

3954315,228

国 庫 支 出 金

県 支 出 金

地 方 債

一 般 財 源 5,228

財
　
源
　
内
　
訳

□拡充

スポーツ推進審議会については、平成２５年度に策定した「スポーツ振興基本
計画後期アクションプラン」の進捗管理を担い、平成３０年度の新たなスポー
ツ推進計画の策定に向けて取り組む。またスポーツライフセミナーは、スポー
ツ実施率の向上を目的として幅広い対象者に参加してもらうように今後も検討
を重ねていく。

■維持 □縮小 □改善 □統合 □廃止 □休止 □完了

事 業 費 合 計 5,228

そ の 他 特 財

永年～

【事業概要】

【コスト】

千円

千円

千円

千円

千円

千円

【会計】

　

【コスト推移】

　

事 業 費 合 計 千円 千円千円

【総合評価】

総　 合　 評　 価

※妥当性・有効性
　・効率性の視点
　をもとに総合的
　に判断した評価

平成28年度（決算見込）

平成28年度（決算見込） 平成27年度（決算） 平成26年度（決算）
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加古川市教育委員会事務事業評価シート〈平成28年度実施事業〉

事 務 事 業 名 体育、レクリエーション指導振
興事業

部 局 名 教育指導部

課（室）名 社会教育・スポーツ振興課

人

％

人

対 象 指 標 名

スポーツ推進審議会 111

週１回以上運動・ス
ポーツを行う人の割合

％ 38.142.148.2

スポーツ推進委員数 人 484848

成 果 指 標
分 析 結 果

スポーツライフセミナーは、成人の継続的な運動実施を図るためのコースを「継続コース」
から「初心者コース」に名称を変更したが、定員に対し参加率は７４％であった。今後、参
加率の向上にむけ、コース内容の見直し、セミナーの周知方法の検討が必要である。

スポーツライフセミ
ナー開催数

回 1299

スポーツ推進審議会開
催数

回 224

スポーツ推進委員活動
回数（延べ数）

回 317301290

活 動 指 標
分 析 結 果

スポーツ推進審議会はＨ２８は年間４回開催し、次期スポーツ推
進計画の策定に向けて審議を行っており妥当な回数であると考え
る。

スポーツライフセミ
ナー参加者数（２０代
～５０代）

目 標 値

380

目標年度

平成29
年度

78234214

スポーツ推進審議会委
員出席率

100平成29
年度

748080

スポーツ推進委員の対
市民指導者数

1,200平成29
年度

1,0371,3091,106

平成26年度平成27年度平成28年度

※政策的でない一般的事務経費、施設の維持補修経費または義務的施策事業の一部につい
ては、以下の項目は空白です。

【対象】

団体

単 位

【事業実績】

活 動 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位

【事業成果】

成 果 指 標 名 平成26年度平成27年度平成28年度単 位
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４ 学識経験者による意見 

 

(1) 渡邊 隆信 氏（神戸大学 国際人間科学部 教授）による意見 

 

 「平成 28年度加古川市教育委員会点検・評価」に関して、かこがわ教育ビジョンに

定める 15 の重点目標に対応した「教育アクションプラン 2016 管理表」及び「加古川

市教育委員会事務事業評価シート（平成 28年度実施事業）」に基づき、教育委員会の

実施事業の管理及び執行の状況の点検及び評価を検証した。以下では、最重要取組事

項に関連した 15 の実施事業とその他の関連事業・実施内容について所見を述べた上

で、最後に総合評価を行いたい。 

 

１ 地域総がかりの教育 

①学校園・家庭・地

域の連携・協力を強

化し、社会全体の教

育力を向上させる 

◎中学校区連携ユニット12推進事業 

・各中学校区（ユニット）ごとに積み上げられてきた特色ある取組

を一層発展させるとともに、モデルユニットにおけるカリキュラ

ム作成の成果を他のユニットに効果的に還元することにより、市

全体の教育の充実が図られるように工夫していただきたい。 

・学校園支援ボランティアと学校園をつなぐ役割を担う地域コーデ

ィネーターが平成27年度から全ユニットに配置され、学校園支援

ボランティア数が年々増加していることは大変評価できる。今後

ますますの取組の充実を期待したい。 

 

◎児童クラブ教室整備事業 

・児童クラブにおける待機児童を解消するため、平成26年度比で約

1.6倍の事業費をかけて改修工事やプレハブ教室設置工事等を 

行ったことは評価できる。 

・待機児童を解消するため、今後も入所希望児童数に応じて児童ク

ラブを増設するとともに、全小学校における高学年の受入れに向

けて事業を推進していただきたい。 

 

◎放課後子ども教室事業 

・平成27年度比で、事業実施回数は約1.8倍（148回→262回）、ボ

ランティア数は約1.5倍（86人→132人）、参加児童数は約1.4

倍（347人→501人）と大幅に増加していることは評価できる。 

・今後実施校区を拡大していくにあたり、ボランティアの確保に

努めるとともに、子どもとともに行う学習やスポーツ・文化活

動等の内容のより一層の充実を図っていただきたい。 
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○その他の関連事業・実施内容 

・地域コーディネーターを複数配置するユニットを更に増やすこ

とを通して、学校園支援ボランティアのより効果的な活動につ

なげていただきたい。 

 

 

②家族の絆を深め、

家庭の教育力の向

上を図る 

 

 

 

 

 

 

 

○関連事業・実施内容 

・子どもの教育の基盤は家庭にある。子育て中の保護者等に対して

様々な子育て支援事業を展開している点は大変評価できる。 

・次代の親となる高校生や大学生を対象に、イベントボランティ

アや託児体験を通して、子育てに対する関心や知識技能の基礎

を培うことは、長期的な視点から意義のある試みと言える。 

・スクールソーシャルワーカーの配置（2中学校区）により、学 

校、家庭、各種関係機関のより緊密な連携が図られることが期

待される。スクールソーシャルワーカー配置の成果と課題を検

証するなかで、市全体での適切な人数やより効果的な活用方法

について検討していただきたい。 

 

 

２ 「生きる力」の育成 

③幼児期における

質の高い就学前教

育を推進する 

 

 

 

 

○関連事業・実施内容 

・加古川市子ども・子育て支援事業計画に沿って、ニーズの増加

に応じた就学前教育の提供体制が整備されている点は評価でき

る。 

・幼小の接続期教育の重要性が増すなか、次期幼稚園教育要領、

学習指導要領等で示された「幼児期の終わりまでに育ってほし

い姿」を手掛かりにして、就学前教育と小学校教育との円滑な

接続を意識した保育を行っていただきたい。 

 

 

④「確かな学力」を

培う 

◎英語活動支援事業 

・グローバル化が進展するなか、使える英語、話せる英語の習得が

これまで以上に求められている。学校園へのＡＬＴ（外国語指導

助手）の派遣はそうした課題への有効な方策の一つである。今後

も本事業を継続して拡充し、就学前から中学校に至るまで、ＡＬ

Ｔの配置をより充実したものにしていただきたい。 
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◎英語の基礎力向上に関する取組 

・次期学習指導要領では、小学校3・4年から外国語活動を実施し、

小学校5・6年で外国語活動が教科化される。児童生徒のモチベー

ションを高めながら、使える英語、話せる英語の基礎が身につく

ように、引き続き英語授業の充実を期待したい。 

 

○その他の関連事業・実施内容 

・読書が好きと回答した児童生徒の割合が46.1％で目標値（50％

）に達していないことについては、朝の読書タイムの充実を図

ると同時に、児童生徒が主体的に学校内外で多様な読書経験を

積むことができるような支援をお願いしたい。 

 

⑤「豊かな心」を育

てる 

◎道徳性の育成に関する取組 

・学習指導要領が改訂され、これまで以上に道徳授業の改善と工

夫が求められるなか、市内すべての学校において、副読本の活

用についての研修会等を開催したことは評価できる。 

・平成30年度（小学校）及び31年度（中学校）の「特別の教科 道

徳」の全面実施に向けて、引き続き各学校において計画的な準

備を進めていただきたい。 

 

○その他の関連事業・実施内容 

・インターネットの普及により、小学校時代からスマートフォン

等の情報機器を使用する子どもの割合が増えている。小学生を

対象にした情報モラル教育、サイバー犯罪防犯教室を効果的に

開催するとともに、PTAとの連携によりこれまで以上に保護者に

対する啓発活動を行うことも重要であろう。 

 

 

⑥「健やかな体」を

養う 

◎学校ウェルネス促進事業 

・運動が好きと回答した児童生徒の割合が平成27年度（87.1％）か

ら85.8％へと若干減少しているが、その原因を分析した上で目標

値（90％）の達成に向けて努力していただきたい。今後も「かこ

がわウェルネス手帳」の有効活用等を通して、運動への意識を高

めていくことが期待される。 

・毎日朝食を食べることは基本的生活習慣の基礎であるの 

で、毎日は朝食を食べていない児童生徒（約15％）については、

その理由を丁寧に分析した上で、児童生徒並びに保護者への適切

な対応をお願いしたい。 
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○その他の関連事業・実施内容 

・「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」の結果を踏まえて、

今後各学校でどのような改善案を立てどのように実行するかが

重要である。 

 

⑦社会的・職業的自

立に向け、必要な能

力を育成するキャ

リア教育の推進を

図る 

○関連事業・実施内容 

・将来の夢や目標を持つことは、児童生徒にとって必ずしも容易

なことではない。学校教育でのキャリア教育はもとより、家庭

や地域社会での様々な経験を通して、将来の夢や目標を持てる

児童生徒の割合が増えることを期待したい。 

 

⑧特別な支援や配

慮を要する子ども

への支援の充実を

図る 

◎特別支援教育児童生徒サポート事業 

・通常学級で特別な支援が必要な子どもの割合が、平成27年度8.5

％→28年度5.3％と減少しているが、40人学級では依然として約2

人の子どもが支援を必要としている状態である。スクールアシス

タントの配置人数を28人（27年度）から38人（28年度）に増やし

たことによって、当該児童やその学級において一定の効果が見ら

れた点は評価できる。 

・大規模校や安全上特段の支援が必要な児童の在籍校では、依然と

して支援が行き届かない状況であると思われるので、スクールア

シスタントの常時複数配置の実現等、更なる事業拡大をお願いし

たい。 

 

◎特別支援教育推進事業 

・補助指導員の配置や特別支援教育研修会の開催等により、対象児

童生徒の満足度が平成27年度66.5％→28年度100％と飛躍的に上

昇している点は評価できる。 

・インクルーシブ教育の理念の浸透により、障がいのある児童生徒

が通常校へ就学するケースが増加するなか、学級担任だけでは当

該児童生徒やその学級の他の児童生徒に適切な学習の場を保障

することが非常に困難な場面が生じていることから、更なる事業

拡大を検討いただきたい。 

 

○その他の関連事業・実施内容 

・外国人児童生徒に対しては、今後も学校外の機関（加古川市国際

交流協会等）と連携を図りながら、個々の児童生徒の能力や家庭

環境に応じて可能な限り丁寧な日本語指導を行っていただきた

い。 

・外国人児童生徒の在籍する学校・学級では、日常の学校生活にお
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いて、日本人児童生徒にとっても多様な文化や価値観について学

ぶ機会が増えることが期待される。 

 

⑨心の通い合った

生徒指導の充実を

図る 

◎学校生活適応推進事業 

・「学校生活に関するアンケート」や「いじめ相談シート調査」は

児童生徒理解のための貴重な情報源であるので、引き続き調査デ

ータの蓄積と効果的な活用をお願いしたい。 

・平成26年度から28年度まで、小学校・中学校いずれにおいても、

不登校率が徐々に上昇していることについては、その原因を多面

的に分析するとともに、当該児童生徒一人ひとりに応じた支援の

方法を考えていただきたい。 

 

○その他の関連事業・実施内容 

・学校不適応児童生徒に対する指導においては、学校園、家庭、地

域、関係機関との連携が不可欠である。今後も一層の組織的な協

働を期待したい。 

 

３ 信頼される教育の環境 

⑩教職員を支える

学校園の組織力の

充実を図る 

○関連事業・実施内容 

・学校の多忙化が叫ばれるなか、教職員が心身ともに健康でゆと

りをもって教育活動を行うことができるためにも、「教職員の

勤務時間適正化新対策プラン」の推進は重要である。 

・「定時退勤日」、「ノー部活デー」、「ノー会議デー」の完全

実施にはいたらなかったが、先進的な取組として評価された2

中学校の事例等を市全体で情報共有しながら、各校の実態に即

した取組を進めていただきたい。 

 

⑪教職員の資質能

力の向上を図る 

○関連事業・実施内容 

・ベテラン教員が減少し若手教員が増加するなか、経験年数や役

割に応じた体系的な研修が企画、実施され、受講生の満足度も

おおむね高いことの意義は大きい。 

・教育委員会が主催する各種の研修講座と併せて、各学校でのOJ

Tによる研修や学校外での自主的な研究活動等をより活性化す

るための条件整備についても検討していただきたい。 

 

⑫安全・安心で質の

高い教育を支える

環境を整備する 

◎小学校教育環境整備事業 

・市内28小学校の100㎡以上の棟147棟について、少数ながら計画

的な大規模改修工事を実施できたことは評価できる。 
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・建物及び設備の老朽化の度合いは様々であると思われるが、でき

るかぎり早期に市内の対象棟すべてが改修されることを期待し

たい。 

 

◎中学校教育環境整備事業 

・市内12中学校の100㎡以上の棟100棟について、少数ながら計画

的な大規模改修工事を実施できたことは評価できる。 

・建物及び設備の老朽化の度合いは様々であると思われるが、でき

るかぎり早期に市内の対象棟すべてが改修されることを期待し

たい。 

 

◎幼稚園教育環境整備事業 

・市立幼稚園のうち大規模改修が必要な棟27棟について、少数な

がら設計委託を実施できたことは評価できるが、事業の取組が

小学校、中学校に比べて遅いと思われる。 

・建物及び設備の老朽化の度合いは様々であると思われるが、でき

るかぎり早期に市内の対象棟すべてが改修されることを期待し

たい。 

 

◎中学校給食準備事業 

・市内全12中学校での給食実施に向けて、学校給食センター2カ所

の新設の準備等を着実に進めることができたことは評価できる。 

・全中学校での給食の完全実施が実現するよう、学校現場の研修も

含め引き続き計画的に準備を進めていただきたい。 

 

○その他の関連事業・実施内容 

・市内全小中学校の現地調査において、内装及び内部設備等の調

査ができなかったことについては、調査の実施方法の見直しも

検討しながら、予定の期間内に学校施設の現状把握と課題の整

理を行っていただきたい。 
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⑬教育委員会の機

能の充実を図る 

○関連事業・実施内容 

・教育委員による学校園訪問は、学校現場の現状と課題、地域・

保護者の願いやニーズをより的確に把握するために重要であ 

る。得られた情報を教育委員会での様々な審議に役立てていた

だきたい。 

・平成 27年度からは、市長が招集する「総合教育会議」が開催され、

教育委員会との協議を重ねる中で大綱の策定に至った。今後も、市

長と教育委員会が一層の連携を進め、加古川市の教育が更に発展・

充実することが期待される。 

 

４ 「学び」が生かせるまちづくり 

⑭生涯学習の推進

と学習成果を生か

す地域をつくる 

◎体育、レクリエーション指導振興事業 

・年4回のスポーツ推進審議会の開催により、「加古川市スポーツ

振興基本計画アクションプラン」の進捗管理と次期スポーツ推

進計画の策定に向けた審議が着実に進められており、同アクシ

ョンプランの効果的な実現と今後の充実が見込まれる。 

・スポーツライフセミナーについては、コースの内容や周知方法

を工夫することにより、セミナー参加率が向上するように引き

続き検討していただきたい。 

 

○その他の関連事業・実施内容 

・生涯にわたり豊かで健康な生活を送ることができるように、今

後も地域における身近なスポーツ環境の整備と啓発活動を進め

ていただきたい。 

 

⑮地域と大学等の

連携を通した教育

環境を整備する 

○関連事業・実施内容 

・大学との連携により、研修会等への講師招聘、自然学校への学

生指導補助員の配置がスムーズに行われている点は評価でき 

る。 

・全公民館で「兵庫県いなみ野学園」等の広報を行っていること

は一定の成果に結びついていると思われる。いなみ野学園での

学習成果を様々な機会を通して広く公表することで、公民館に

来ない市民にとっても学習のきっかけ作りになると思われる。 
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＜総合評価＞ 

 平成 28年度における加古川市教育委員会の教育施策の管理と執行は、平成 28年 3

月策定の第 2期「かこがわ教育ビジョン」（加古川市教育振興基本計画）に基づき、

適切に実施されている。全体としてみれば、個々の事業等は計画的かつ効果的に実施

されており、目標達成に向けた着実な取組がなされていると言える。また、個々の取

組に関する個別評価と、それらを重点項目毎に総合的に評価した重点目標評価も、お

おむね妥当である。それぞれの事業の推進にご尽力いただいている関係各位に心から

敬意を表したい。 

 今回「教育アクションプラン 2016管理表」及び「加古川市教育委員会事務局事業評

価シート」を拝見して第一に感じたのは、点検・評価の実施方法の変更についてであ

る。昨年度から、従来の事業毎の自己評価ではなく、「加古川市教育振興基本計画」

に掲げる 15の重点目標毎に自己評価するように改善された。しかしそこでは、重点目

標毎の自己評価と各事業の評価との関係が理解しにくいという課題があった。今年度

は重点目標毎に自己評価を行うという方向性を維持しながら、各重点目標を具体的に

推進するために「教育アクションプラン 2016」に記載された様々な実施事業・内容を

分析対象にすることで、より体系的かつ総合的な評価ができるように改善されている。

また、「教育アクションプラン 2016」の最重要取組事項に関連した事業について、「加

古川市教育委員会事務事業評価シート」によって個別に丁寧な評価がなされている。

以上のように、点検・評価の実施方法が昨年度以上に合理的かつ適切なものになって

いると判断される。 

その上で今後の更なる改善点として検討していただきたいのは、「教育アクション

プラン 2016」における最重要取組事項と、それに関連する事業との対応関係である。

最重要取組事項と関連事業が必ずしも 1対 1対応になっていないので、どの最重要取

組事項がどの関連事業に対応するのかを「教育アクションプラン 2016管理表」におい

てわかりやすく表示する工夫があればよりよいと思われた。今後の検討課題にしてい

ただきたい。 
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(２) 古田 薫 氏（兵庫大学 健康科学部 教授）による意見 

 

平成 28 年度加古川市教育委員会の実施事業にかかる点検及び評価について、事務事業

評価シート並びに関連資料・情報に基づき、事務の管理・執行の状況、自己評価の適切性

を、PDCAサイクルに即して、①課題把握及び目標値設定の妥当性、②事業内容及び実施方

法の妥当性、③成果の評価及び分析の妥当性、④総合評価及び改善計画の妥当性の観点か

ら検証した。以下に、その所見を述べる。 

 

１．総合的な状況 

総合的な状況として、加古川市教育委員会の事務事業は、加古川市教育振興基本計画を

基本として、児童生徒や地域の実態に基づいた取組の重点化が図られており、適切に実施

されているといえる。 

まず、教育アクションプランは、前年度までの成果を踏まえて、取組の継続性を意識し

つつ、その成果を更に充実させ、新しい取組へと発展させるべく策定され、最重要取組事

項の設定が行われている。 

点検・評価に関しても、かこがわ教育ビジョン及び教育アクションプランに基づいて各

項目の個別評価が行われるとともに、最重要取組事項について詳細な自己評価が行われて

おり、非常にわかりやすくかつ教育委員会の取組の方針や姿勢が見て取れるものとなって

いる。自己評価のための活動指標及び成果指標は、現状分析に基づいて意味のある指標が

選択され、リアリティのある目標値が設定されており、概ね適切であるといえる。 

事業の実施については、子育て支援から学校教育、生涯学習の幅広い範囲にわたって、

地域住民との連携を軸として、効果的な実施に向けての様々な工夫を行いつつ適切に行わ

れており、着実な成果を上げている。また、教育予算に関しても、市民のニーズに応じた

重点化を行って必要な予算を確保し、効率的・効果的運用が図られている。 

平成 28 年度からは、事業評価の時期が見直され、これまで事業実施の翌年度の後半期

に行われていたものを前半期に早めることとなった。このことは、評価の結果を踏まえた

改善への対応を当該年度中に迅速に実施するために有効な変更であり、住民に対するアカ

ウンタビリティ遂行の点からも高く評価できる。 

自己評価については、成果指標の達成度やアンケート等の調査に基づいて成果と課題が

分析され、改善の方向性も示されており、概ね妥当であると言える。「B：成果あり」にと

どまったものの中には、ICT 環境の整備・充実や教職員の研修の推進など、予算の裏付け

が必要となる項目が見られた。これらは最重要取組事項ではないが、学習指導要領の改訂

や教育を取り巻く環境の変化、教育への期待が大きく変わりつつある現状に鑑みれば、加
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古川市の子どもたちが 21 世紀を生きる社会人として必要な資質能力を身に付けるために

は軽視できないものである。これらの項目についても、「A：大いに成果あり」を目指し、

予算の確保を含めて一層の取組をお願いしたい。 

 

以上のように、加古川市教育委員会の事務事業は、実施、自己評価とも適切に行われて

いる。自己評価に示された改善の方向性に沿った更なる取組の充実と予算運用の効率化が

期待される。 

 

２．各事業の実施状況と自己評価について 

（１）地域総がかりの教育 

全体としては、制度の整備、プログラムの提供とも内容がかなり工夫され充実しており、

関係者及び参加者のご尽力に感謝申し上げたい。 

また、幼児教育は生涯にわたる人格形成の基礎及びその後の教育の基礎を培うものであ

ることに加え、幼児教育のあり方が学力にも影響を及ぼすことなどから、家庭における幼

児教育の重要性についての認識が高まりつつある。また、家庭教育支援、子育て支援の取

組が活発に実施されていることは高く評価できる。支援が届きにくい家庭への働きかけを

含め、ますますの充実が期待されるところである。 

①中学校区連携ユニット 12推進事業 

「中学校区連携ユニット 12」は加古川市の学校教育の大きな特色であり、各ユニット

の特色を活かした積極的な取組が行われている。平成 27 年度からは全ユニットに地域

コーディネーターが配置されたところであり、平成 28 年度においては、支援ボランテ

ィア活動延べ人数が平成 27年度よりも減少したとはいえ、7万４千 700人と高水準を保

ちつつ充実した取組が行われている。コーディネーターの配置は連携の成否を左右する

鍵となることから、後継者の育成も図りつつ複数の配置が実現されることをお願いした

い。 

小学校と中学校との交流も活発に行われており、教員の小中交流を実施した中学校区

の割合も平成 27年度よりも 10％近く増えている。しかし、こうした交流が実施されて

いない中学校区もあり、両者の教員間での情報共有はもちろんのこと、中学校教員によ

る小学校での授業だけでなく、小学生の中学校生活体験や行事の共同開催など、様々な

取組が全小中学校で行われること、また取組の更なる活性化を期待したい。 

不登校児童生徒については、様々な原因が考えられ、原因ごとの支援のあり方も異な

ると考えられることから、学校と地域が連携しつつ個々の事例に即した支援が行われる

ようお願いしたい。 

文部科学省が推進する「チームとしての学校」は、学校を取り巻く複雑な課題に地域
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住民と連携・協働して対応することで、より効果的な問題解決を図ることができるとい

った役割が期待されている。加古川市においては、これまでの中学校区連携ユニットの

取組を通じて学校と地域の連携・協働に向けた基盤はすでに充分整っていると言える。

今後はこれまでの取組を更に発展・進化させ、より多くの住民が参加できるような多様

でユニークなアイディアの創出と内容の充実が期待される。 

②児童クラブ教室整備事業 

平成 27年 4月より「子ども・子育て関連 3法」に基づく新たな「子ども・子育て支

援制度」がスタートし、加古川市においても「加古川市子ども・子育て支援事業計画」

が策定され、対象が高学年まで拡大されたところである。平成 28 年度は、予算も大き

く拡充され、入所希望児童数が多い小学校区を中心に更に整備が進められた。その結果、

平成 27年度には 45であったクラブ数が 61クラブとなり、またそのうち 19小学校区 46

クラブで高学年までの受け入れが実現するなど、量の確保の面で大きく前進したことは

高く評価できる。待機児童数は平成 27 年度と同水準であるが、潜在需要人数が増加し

ていることから、入所が必要な児童に必要な援助が届くよう、ニーズの的確な判断とそ

れに応じた整備の拡充をお願いしたい。 

また、福祉的な面だけでなく、学校外の教育機会の提供拠点としての役割にも注目し、

食育、健康教育にまで目配りした多様で豊かなプログラムの提供による質の向上や、放

課後子ども教室事業と連携したプログラムの実施にも期待したい。 

量の確保と質の向上の実現に向け、引き続き財源の確保をお願いしたい。 

③放課後子ども教室事業 

放課後を有意義に過ごすことは、学力や学習意欲の向上、感情コントロールや対人関

係能力の向上、問題行動の減少などへのプラスの効果を有しており、子どもの将来に重

要な影響力をもつことから、有益な放課後活動プログラムへの参加機会は、子どもの健

全育成にとって不可欠であると言える。 

平成 28年度からは、学校支援活動、放課後等支援活動、土曜日の教育活動が「学校・

家庭・地域の連携協力推進事業」として統合され、予算の拡充が行われた。4小学校区

で新規実施が実現し、合計 9小学校区において 260を超えるプログラムが実施された。

これは、平成 27年度と比較して 77％の増加であり、平成 26年度と比べても 20％以上

の増加である。これに伴って、登録ボランティア数も大幅に増加し、参加者数も増加し

た。 

上記の意義を踏まえれば子どもたちに多様な体験活動を提供する本事業の重要性は

明らかであるが、他方で地域住民にとっても子どもと交流しその教育に参加する機会が

得られることは生涯学習や社会貢献の観点からも貴重である。実施校区の拡大と更なる

ボランティアの確保に向け、課題の分析とその解決のための取組をお願いしたい。 
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（２）「生きる力」の育成 

①英語活動支援事業 

グローバル化がますます進行する現代社会において、英語によるコミュニケーション

能力の育成は日本の教育にとっての大きな課題であり、国家規模の英語教育推進が行わ

れつつある。生きた英語に触れることにより英語で表現することへの興味や意欲を引き

出すこと、さらに、異なる文化に触れることにより多様性に対する受容や寛容の気持ち

を育成することは、これからの社会を生きる児童生徒にとって非常に重要である。学習

指導要領においても、外国語教育の充実が重要事項として取り上げられている。こうし

たなかで、ネイティブの英語スピーカーとの直接の触れ合いの中での英語学習は、大き

な意義を有すると考えられる。 

平成 28年度においては、平成 27年度に拡充された予算が維持され、ALT配置・ALT

の派遣について力を入れた取組が行われており、ALTの派遣回数は 228回と平成 27年度

に比較して 20％増加した。子どもたちも楽しみながら積極的にコミュニケーションを図

っている。引き続き、充実した取組を期待したい。 

②英語の基礎力向上に関する取組 

ALTの派遣が活発に実施されているとはいえ、その回数には限界がある。したがって、

児童生徒の英語の基礎力向上のためには、教員の指導力の向上と指導の工夫が不可欠で

ある。 

指導法の工夫については、CAN−DOリストや ENJOYリスト、チェックシートを活用した

スモールステップの学習や、イングリッシュ・キャンプ、イングリッシュ・ウォーク等

の開催など、魅力的な取組が実施されており、児童生徒の満足度も高く、成果を上げつ

つある。教員の指導力向上のための研修も適切に実施されており、基礎力向上のための

取組が着実に行われている。 

学習指導要領の改訂を踏まえて、小学校における外国語活動の質の向上、教員の英語

指導能力の向上が期待されるところであり、教員の英語検定や TOEFL受験等の勧奨など

によって教員の意欲を高めることを含め、ますますの英語教育の充実をお願いしたい。 

③道徳性の育成に関する取組 

道徳の特別教科化に伴い、教員の間には様々な戸惑いがあると思われる。まずは教科

化の趣旨を理解し、その上で多面的・多角的に深く考えたり議論したりする道徳教育の

充実に向けて、実践と評価のあり方の研究を推進していくことが必要である。 

平成 28 年度においては、教職員の道徳教育に対する関心度も高く、各学校において

研修も実施され、校内の道徳教育推進体制の整備や全体計画、年間指導計画の見直しも

着実に進められている。 
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道徳の授業が単なる徳目の押しつけにならないよう、児童生徒の多様性を踏まえた道

徳性の育成をどのようにして行うのか、各学校で道徳教育推進教師を中心とした取組を

行うとともに、市全体の学校園の教職員が連携協力しながら、学校をまたいだ研修の実

施や学習指導案のデータベースづくり等を進め、指導の充実を図るようお願いしたい。 

④学校ウェルネス促進事業 

「かこがわウェルネス手帳」の活用は、運動習慣や食習慣など健康を意識した行動を

促進するだけでなく、児童生徒自身が成長を感じることのできるものとなっており、自

ら進んで健康づくりに取り組める力の育成に効果が期待できる。 

「健康な生活を送るには、運動・睡眠・食事が大事だ」と感じている児童生徒の割合

は 98.2％にのぼり、ウェルネス手帳の活用が大きな効果を上げ、定着していることがわ

かる。しかしながら、一方で、運動が好きと回答した児童生徒の割合及び朝食摂取率は、

平成 26年度、27年度と比較してわずかではあるが低下傾向にあり、理解していること

を実行することの難しさを示している。また、全国体力・運動能力、運動習慣等調査の

結果を踏まえた改善の実施率は 80％に留まっており、ウェルネス手帳とどのように連動

させていけば実行の面で効果を上げ、また改善が実施しやすいのか検討の余地があると

考えられる。 

基本的生活習慣や規則正しい生活リズムの確立、望ましい食習慣については、家庭で

の取組が最重要であることから、保護者の啓発や保護者への情報提供等を行いつつ、手

帳の内容の見直しなどより一層の取組により、健康な体と心の育成の推進をお願いした

い。 

⑤特別支援教育児童生徒サポート事業 

特別な支援を必要とする児童生徒への支援は、当該児童生徒の心身の安定と発達にと

って必要であるだけでなく、教育活動の円滑な実施と安全の確保、インクルーシブな考

え方の涵養、学習コミュニティの質の向上等、他の児童生徒にとっても大きな利点を有

する。 

平成 28 年度には予算が拡充され、スクールアシスタントの配置が進められた。その

結果、教育活動が保障できた割合が 100％、危険防止に効果があったと感じた学校の割

合が 89.3％と大きな成果をあげており、高く評価できる。 

スクールアシスタントの複数配置を更に進め、より一層の充実をお願いしたい。 

⑥特別支援教育推進事業 

本来であれば特別支援学校に就学する児童生徒が、通常の学校の特別支援学級に就学

するケースが増加している。こうした増加は、当該児童生徒や保護者の願いに応えると

ともに、障がいのある児童生徒と障害のない児童生徒が相互の理解を深め、継続的・日

常的な交流を実現する上で非常に好ましいことであると言える。一方、特別支援学級に
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在籍する重度の障害、重複障害、特別なケアを必要とする児童生徒に、現状の教職員配

置のみで対応することは困難である。したがって、必要に応じた補助指導員の配置は学

級全体の安全の確保や教育の場の保障にとって非常に重要である。 

本市においては、介助を必要とする児童生徒の在籍校 17 校に補助指導員が配置され

ており、配置割合が 100％を実現していることは高く評価できる。今後も同様のケース

は増加すると見込まれることから、より一層の充実をお願いしたい。また、通常の学校

において特別支援教育を充実させインクルーシブ教育の理念を実現していくためには、

校内の組織的な対応が不可欠であり、98％の教職員が研修を受講し、子どものみとり方

や支援方法について理解を深めていることは非常に高く評価できる。理念や法的な側面

を基盤として、実践的な専門性を向上させるため、多様な研修の機会を提供していただ

くよう希望する。 

加古川養護学校における支援環境の充実の達成度は、平成 32年度の 100％達成に向け

て着実に前進しつつあり、この点についても引き続き取組をお願いしたい。 

⑦学校生活適応推進事業 

いじめは、いじめの当事者だけでなく、いじめに直接関わっていない児童生徒も含め

た学級全体、学校全体の問題であり、未然防止や問題の解決のためには、児童生徒が自

ら考え主体的に行動して、いじめが起こらない学級・学校を築いていく力の育成が必要

である。一方、教員には、学級の児童生徒の実態を把握し、未然防止と早期解決を実現

することが求められる。アンケートの実施は、児童生徒の問題意識を高め、実態を把握

するために有効な手段であると考えられる。いじめに関する相談件数は 63 件とそう多

くはないが、相談しやすい体制の確立に引き続き取り組んでいただきたい。 

不登校については、「わかば教室」等の居場所づくりや「アタック・ゴー」は、学校

に行きたくても行けない子どもたちの心を安定させ、あるいは自分を見つめ、自分の良

さに気付き、再登校に向けて心のエネルギーを充電するのに大きな効果を上げており、

これが不登校状態の改善につながっている点は高く評価することができる。不当校児童

生徒数や不登校率を低いレベルに維持することはもちろんのことであるが、不登校は、

「心の問題」であるだけでなく「進路の問題」でもあることから、学校復帰を最終目標

とするのではなく、児童生徒の将来的な社会的自立を長期的な視点で見通した支援と学

習権の保障が必要である。また、不登校の要因は多様であり、ケースによっては、当該

児童生徒に加えて家庭に対する支援が必要な場合もあり、それぞれの状況に応じた画一

的でない支援が求められる。学校、家庭、地域、さらには福祉関係機関や民間施設・NPO

等との積極的な連携・協力により、適切な機関による支援と多様な学習の機会を提供す

ることが望まれる。 

いずれについても、教育委員会がイニシアティブをとりながら、相談体制の強化や、
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教職員の指導力の向上、優れた取組の事例の共有、ユニット内での連携など、多角的な

視点に基づいた適切な取組をより一層推進していただくようお願いしたい。 

 

（３）信頼される教育の環境 

⑧小学校教育環境整備事業、中学校教育環境整備事業、幼稚園教育環境整備事業 

耐震化工事が完了し、課題であった老朽化への対応が行われている。必要な予算の確

保、計画の策定、設計委託、優先順に基づいた工事の実施が予定通りに進められた。引

き続き、安全で快適な学習環境の確保を進めていただきたい。 

⑨中学校給食準備事業 

実施校はまだ 1校に留まるが、給食センターの建設設置に向けて順調に準備が進んで

いる。成長期の栄養を確保し、生涯にわたる健全な食生活の推進が重要であることから、

配食のみでなく、給食センターを中心とした食育の推進についてもお願いしたい。 

 

（４）学びが生かせるまちづくり 

①体育、レクリエーション指導振興事業 

スポーツライフセミナーは平成 27 年度に実施方法を変更し、開催回数は減ったもの

の、参加者が３倍に増加するという効果を得たところであり、平成 28 年度も同様の開

催回数、参加者を維持できたことは評価できる。成人の継続的な運動実施については、

コース名を変更したものの参加率は 74％に留まっている。コース内容や実施方法を再検

討して魅力的なコースにするとともに、ターゲットを絞って広報のし方を見直すことも

必要であろう。 

市民が楽しみながら生涯スポーツに参加できるよう、参加者、参加率の向上に向けた

より一層の取組を期待する。 
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